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1弓写玄玄

1.1 はじめに

出発点は、フランスの公的住宅政策全般についてであったが、フランスに到着して、周

辺を俳佃し、見回し状況を注視してみると、現在の公的住宅で愈も問題が切迫し、かっ試

行錯誤を経ながらも 7イナミ yクに展開していたのが、公的住宅のスト yク改善とそれに

関連した社会施策であった。このように、公的住宅の再生、更新を目的とした大規模団地

に於ける団地更新事業DSQを研究題材として取り上げることになり、パリ近郊で実績を挙げ、

80年代初期の実験段階からDSQ事業に参加していたショワジー ・オ ノレリ一団地と関わりをも

つこととなった。

フランスの住宅政策に着目したのは、住宅を準公共財として促え公的住宅施策の先進国

の 1つに数え挙げられている点、その中で公的住宅が社会施策との関連の中で捉えられ、

住宅のスト y ク対策が住宅政策の中で論じられているだけでなく、住宅の周辺課題ととも

に整備していこうという総合的計画のフレームが構築されつつあったからである。

1.2 研究の位世づけ

本論文は、フランスの公的住宅に於ける団地の再生、更新事業である団地更新事業DSQに

ついてまとまった一応の結論を出している。フランスの状況について考察、分析したもの

である。海外研究はの役割は 2点ある。 1点目は、 海外研究として完結させること、 2点

目は研究の成果を悩まえ、日本の課題lこ結びつけ提言を行うことである。

上野真城子氏は『アメリカの政策研究と住宅政策』で、海外研究論文の役割を次のよう に

位置つけている。 rここで紹介する研究は、既存の制度事業の修正や新しい制度事業を提
言するための論混と考察すべき課題の範囲を示 している。この中で展開されている論理は

日本の住宅政策論湿ーあるとすればだがーとは合致しないものも多々ある。それは福祉の

理念や、強い市場経済中心主義の理念、政府の住宅分野での役割、自治制度、そして社会

の価値観などにおける進L、からくるものである。それゆえこれらの研究は日本の住宅問題

の解決に即刻役立つ知恵とはならなL、。この中から得られることは、日本の政策決定と政

策論争に何が加えられなければならないのか、政策研究に何がなければならないのか、何

がなされなければならないのかを考える契機であり、政策研究の課題と論理の種類である。

」

つまり 、海外研究の役割は、 「何」の制度を「どこまで」導入するかを具体的に議論す

ることもさることながら、研究テー 7 に関して、設定し得る研究領域の幅、政策の理念、

制度の聞の関係等を読み取り、研究の多様性、可能性を捉え直すことにもあるという点を

指摘している。海外研究は、それ自体で完結し結論を出すことも可能であるが、自分の国

の状況の中で捉え直す場合は、同ーのテ 7 の研究に関して多様性、可能性を与える素材

を提供するものである。
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フランスにおける住宅政策は、住宅のフレームの域を脱して、住宅供給を中心とした総

合的な戦略計画として捉えられている。さらに、住宅政策は、しばしば社会学的な立場か

らの議論も踏まえて実践的な制度を数々生み出してきた。自由な土纏をもちながらも、 19

世紀の理想的社会主義の中での労働者の集合居住、 20世紀、都市化に伴う移民の流入以後

フランス人との生活の共存を課題としたコ・ 7ピタ yゾヨン等を経験して、居住を社会学的

視点から促えるという基本的姿勢を潜在的に備えている国である。よって、フランスの事

例の中から日本に導入できる部分については、検討を行なう。

フランスの団地更新事業は、 70年代後半に成立しその後15年の発展過程を経て、近年で

は実績を伴い実効のあるものへと変化している。

1. 3. 研究訪!題としての団地更新事業DSQの重要性

研究課題としての団地更新事業DSQの重要性は、次の点から着目されている。

1)国の住宅政策の反映ー住宅スト yクの改善……総合的施策として発展した現在に於いて

も団地更新事業の基本的テーマは、 「住宅改善」にある。住宅改善予算は、全国平均で

事業費総領の75%にあたる。受託のスト yク対策で、改善意視の方針は、 1977年の 『住宅

政策の大転換』により採られ、 「建設」中心から「改善」中心の方向に移った。公的住

宅の集積である大規模団地のうち半数は、国のストック対策である「住宅改善Jを、団

地更新事業という総合的更新施策というかたちをとって、その中で実現していくことに

なっており、その点からも団地更新事業DSQの位置づけは大きい。

2)国家的事業としての位置づけ……団地更新事業DSQは、個々の公的団地に於ける更新の事

業ではなく、国家的事業として、 (財政的援助)、 (事業戦略)、 {事業制度)につい

て、事業の発展過程の中で充実した体系をつくり出している。事業戦略に関しては、各

行政執行レベルで事業主体聞の調整を図る省際的、繍出rr的なDSQ委員会を設置した点、 D

SQ委員会の指海下で事業を実施する為の事業部EQuipeOp~rationelleを組織した点等が

ある。事業の領域が広がり 、多様な事業内容を組織の充実によって、まとめ挙げること

に成功している。

団地更新事業DSQの位置付けは、個々の公的団地で実施される更新事業としてではなく、

発展過程の中で、 (財政的凌助制度)、 (事業手法等の戦略)、 (事業計画) に関し

て体系立ったものにまで高められた国家的事業として存在する。

3)事業の重姿柱、発展性......団地更新事業を事業の発展性、可能性に着目して、発展の経

t章を辿ってみると、事業が制度的な改正を伴い一貫 して発展・充実の方向に向かっている。

単発に行われていた改善を集合的に初めて取り扱った1977年のHVS事業、面的整備から出

て「社会活動事業」等を加え総合的更新施策として確立した1982年のDSQ事業、 DSQ事業

をベースに細目的事業を付加し即地的対応を可能にした1989年の新しい都市計画の動き

ー「都市社会開発」の枠組みがある。事業の内容を、単発の目的の事業から総合的事業
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へ、そしてさらに個別的対応を可能にする為の多様性、柔軟性を備えた事業に関する枠

組みと変化していった過程を見ることができる。

4)他の独立した制度による支俊一一事業に直後的に関わる事業費負担は、 「住宅改善」及

び「付随事業Jに関して予算が計上されている。事業実施に{半う入居者負担(住居関連

費の上昇〉という 二次的に派生する問題に関しては、他の独立した財政的制度、 「住宅

手当」を創設しての事業の支箆体制を作り上げた点は、その重要性を示すものである。

1. 4. 研究の目的

本研究の目的は、団地更新事業DSQを中心とした総合的団地管理の実態を明らかにし、評

価することとした。また、団地更新に関しては15年の歴史をj寺つが、その中で、試行錯誤

が行なわれ、幾つかの評価点を有するまでに至っている。例えば、①事業に入居者施策の

導入、②制度としての完成度、運用商に於ける柔軟さ、③総合的施策としての事業領域の

大きさ、④更新事業と管理を一体的に総合的施策として捉えている点、⑤他の制度、 y ス

テムとの速携等である。

フランスの更新事業DSQについてはそれ自身で完結した結論を導くことをめざすが、上記

のようなフランスの更新事業DSQに見られる評価点を参考にし、最後の部分で今後本格化す

る段階に入る日本の更新事業に向けての提言も若干行ないたい。

1.5 既往研究レピ A ー

日本では、改善、建替え等の更新事業が近年開始され、それを追うかたちで更新事業に

関する研究が緒についた段階である。日本の、改善、建替えによる更新事業は面的笠備と

しての性格を有するが、面的整備事業としての域をでて「入居者施策」等も含んだ総合的

更新事業としての位置つけを得るには至っていなし、。日本の更新事業に関する既往研究に

ついては、日本ではDSQ事業に該当する総合施策がないので、既存の文献に乏しいという実

態がある。 一方、アメリ カ、及び欧米では、 70年代より既に、パンダリズム等社会的問題

も巻き込んでの団地荒廃に直面して、 「住宅改善」のみでは対応できず総合的更新施策が

開始されて久しい。総合的更新事業は、アメリ力では一般市街地の住宅地区の更新事業が

非営利団体等によって行われている事例が多い。ヨーロ yパでは、公的住宅が量的にウェ

イとを占めており、一般市街地同様、公的団地に於ける更新事業が国を超えての連帯的な

広がりをもって実施されている。(イギリス、フラン ス、オ ランダ、ドイツ、イタリアの

5ヵ国公的住宅更新会議がもたれている。)

アメリカで、近年の住宅政策に見られる変化は、より総合的視野から『住宅』を捉えて

いく勤きとして、 1)住宅戦略計画(ハウ γ ング・ストラテジー・プラン)、 2)住宅法の中で

のファミリー・セノレフサフィシェンシ一事業等を挙げることができる。住宅戦略計画は、

市町村による住宅マスクープランに該当するものである。ファミリー ・セルフサフィシェ

1-3 



団地の更新事業に関する既往文献レビュー

1)延藤安弘・筏山俊祐・荒木康之(1991):r公営住宅団地更新計画のパラダイム転換に関する

基礎的研究 (1)ー研究の背景と計画の進め方ー」、 1991年度日本建築学会大会学術講演総

統集pp.255-pp. 256 

2)横山俊祐・延藤安弘・荒木泰之(1991):r公営住宅団地更新計画のパラダイム転換に関する

基礎的研究(2)ー研究の枠組みと調査の概要一」、 1991年度日本建築学会大会学術講演説

概集pp.257-pp. 258 

3)呉廷玲瀬戸口剛・佐藤滋(1991):r大規模公的住宅団地更新の計画に係わる研究 その日

公団多摩平団地居住世帯の住宅改善意向j、1991年度日本法築学会大会学術講演使概祭

pp. 703-pp. 704 

4 )瀬戸口剛呉延玲(1991):r大規模公的住宅団地更新の計画に係わる研究 その 10 公団

多摩平団地の更新計画」、 1991年度日本建築学会大会学術講演梗概集pp.705-pp. 706 

5)平山洋介・松林一裕 (1991):rアメリカのコミュニティーベースト・ハウジング # 1 C 

D C sの発展」、 1991年度日本建築学会大会学術講演梗概mpp.799-pp. 780 

6)平山洋介・松林一裕(1991):rアメリカのコミュニティー ，ベースト・ハウジング # 2 C 

D C sのプロジェクト」、 1991年度日本建築学会大会学術講演梗概集pp.80 l-pp. 802 

7)木内望 (1988):r地域生活環境E整備構想、と建替実態からみた都営住宅のE主主主計画のあり方

に関する研究一世田谷区と足立区を事例としてーJ、昭和63年度(第23回)日本都市計

画学会学術研究発表会論文集pp.127-pp. 132 

8)拙稿 (1990):rフランスの公的住宅HLMに於ける住宅改普及び団地更新事業に関する制度面

を中心とした考察」、 1990年度(第25回)日本都市計画学会学術研究発表会論文集pp.589 

-pp.594 

9)木内望 (1991):r公営住宅建替事業における計画策定過程への自治体の関わりに関する研

究」、 1991年度(第26回)日本都市計画学会学術研究発表会論文集pp.619-pp. 624 

10)瀬戸口剛(1991): r公団賃貸住宅居住者が主体となる団地更新計画づくり一公団武蔵野線

町団地での試み」、 1991年度(第26白)日本都市計画学会学術研究発表会論文集pp.637-

pp. 642 

11)福田由美子延藤安弘田横山俊祐 (1991):r人間環境の相互浸透過程からみた共有空間の

自主的管理の考察一公営住宅更新計画のパラダイム転換に関する基礎的研究ー」、 1991

年度(第26回)日本都市計画学会学術研究発表会論文集pp.7 27-pp. 732 

12)北山俊子(1991): r弱者配慮の都市更新の枠組みからみたウィーンの住宅政策に関する研

究J、1991年度(第26回)日本都市計画学会学術研究発表会論文集pp.733-pp. 738 
13)平山洋介(1991): rアメリカにおける CD C sの発展とコミュニティー・ベースト ・ハウジ

ングの特徴」、 1991年度(第26回)日本都市計画学会学術研究発表会論文集pp.739 

-pp.744 

14)延藤安弘横山俊祐(1991)r住み手参加方式の方法論的意義と進め方の構想」 、1991・日

本建築学会大会(東北)、日本建築学会建築計画委員会

15)平山洋介(1991): r公営住宅集中地敏のスト y ヲ再生」、日本建築学会大会(東北〉 、

日本建築学会建築計画委員会

16)近江降 (1991):rまちづくり文脈の中の更新計画一仙台市南方団地整備基本計画を中心

に-J、日本建築学会大会(東北〉 、日本建築学会建築計画委員会

1-4 

17)岩井一郎(1991): r地方小都市における公営住宅活用一地域定住に着目してー」、日本

建築学会大会(東北)日本建築学会建築計画委員会

18)瀬戸口問11(1991): r居住者参加を計画する」、日本建築学会大会(東北)、日本建築学

会建築計画委員会

19)寺尾仁(1991):rフランスの不良住宅地区修復・改善事業(1)J、早稲田大学大学院法研
論集、第59号pp.113-pp.135

20)拙稿 (1990):rフランスにおける公的住宅(HLM)団地事情ー更新事業を中心としてー」、

『住宅.!39号、 pp.58-pp. 63 

21 )滋賀県近江市八幡市建設部住宅課(1991):r (2近江八幡市の公営住宅再生マスタープラ

ン」、 『住宅.!VOL. 40.1991、pp.38-pp. 43 

22)井上俊之(1991): r市街地再開発事業による後者賃貸住宅の建替事業についてj、 『住宅

.1 VOL.40.1991、pp.50-pp. 56 

23)石渡廃ー (1991): r建替事業の惟進事例 (5)公団におけるlli替事業の現状について」、 『
住宅.1VOL. 40， 1991、pp.57-pp. 61 

1-5 



ンゾ一事業は、住宅計画と家賃補助に付随して、職業訓練や再教育機会、さらにサービス

(サボーティブ・サービス)を用意したプログラムで、物的計画にソフトなプログラムを付

加したものである。

また、総合的施策としての地区更新事業を実態面から捉え、広範な事業領域についての

考察を行ったものに、松林一裕、平山洋介の両氏の、アメリカのコミュニティー・ベース ト

ーースト ・ハウジング #1 CDC s 
-ハウジングについての研究『アメリカのコミュー'

の発展』がある。 CDCsは、 1968年に開始された住宅供給目的の非営利団体にすぎなかった

が、今日では地区レベルの再生事業を実施するノウハウを備えた組織にまで発展している o

CDC sは、低額所得者の生活全般の改善を目指し、住宅政策と、社会サービスが結合したと

ころに事業としての特徴がある。若年層にはジョブ・トレーニング、 ドロ yプアウト防止プ

ログラム、教育相談、家庭教師派遣等、高齢層に対しては家庭訪問、ヘルスケ 7の数多く

のプログラムを用意している点等について紹介している。

「ファミリー ・セルフサフィ νエンシ一事業J、 「コミュニティー・ベースト・ハウジン

グ」両者に見られる共通項は、従来の住宅施策や地区更新に入居者施策を加えて総合的施

策としている点で、これはDSQ事業の「社会活動事業」の怨念に通ずるものである。

アメリカでは、 80年代、レーガン氏の新保守政権下で、連邦政府の住宅政策からの撤退、

住宅・穏祉予算のカ y トが行われ、公共サイドの住宅建設は停滞し民間サイドの実績も上が

らない中、非営利団体CDCs主導の住宅建設及び総合的地区更新事業コミュニティーベース

ト・ハウジングが有効な事業として普及していった点について指摘している。

次に、フランスの団地更新事業に視点、を戻して既往研究を見渡すと、わが国での団地更

新事業DSQに関しての論文は、未だ殆どない。 OPAH，HVS{I~業等の住環境整備事業が公共、民

間サイドで1970年代後半に生まれてきた住宅政策、都市計画の背景に関する考察・評価とし

ては、目端康雄氏の『諸外国における再開発・住環境整備ー1970年代から80年代の潮流ー』が

ある。また、住環境箆備OPAH、HVSに関して事業制度、実績面に関して紹介したものに、広

野純丸氏の『フランスにおける修復型の住宅地区再開発制度(上)Jがある。また、最近

の団地更新事業DSQの制度的な紹介としては、寺尾仁氏の『フランスの不良住宅地区修復の

改善制度(1)ー地区社会開発制度から市街地社会開発制度へー』がある。

団地更新事業DSQは、フランスに於ける計画価値そのものの評価としてはもちろん、日本

の更新事業を計画していく上でも、その計画に於ける着眼点と事業としての完成度は、参

考に値するものである。しかし、日本に於てはもちろんのことフランスに於いても、実態

的側面、制度的側面の両方から事業を裏づけ、事業の評価、位置づけを行なっている研究

はない。フランスに於ける論説では、実態的側面からの論文は団地更新事業の中の個別的

なテー 7 、例えば「住宅改善」 、 「団地レベルの物的更新」に関する研究は幾っか存在す

るが、団地更新事業の制度的枠組みの中に意図的、計画的に置かれた個々のテーマの位置

づけを把握した上での研究はない。
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そこで、本研究は次のような立場に立って進めていきたい。

1 . DS QII~業の制度的側面と実態的側面の両方から促え、 lll~の実像を明かに していく。

n. DSQ事業ーと、それを支侵する別の独立 した制度、システムとの総体として公的住宅管理

を捉える。

Ul. DSQ事業の総合性、 及びそれを含む都市計iiIiiの枠組みの大きさゆえ、 研究がやや網羅的

になるが、それをできるだけ整理したかたちでまとめあげる。

本研究は、結果として研究結果がやや網羅的になることを覚悟しつつ、団地更新事業D

SQの事業の柱、 「住宅改善J、 「団地レベルの物的更新J、 「社会活動事業J、そして事

業の外側にある関連「制度J W住宅手当制度』、 「システムJr団地管理の地I或密着化』
も含めて団地更新事業DSQの成立を支えているという視点に立って、論文構成を行なった。

1. 6. 研究の枠組み

本研究の論文構成は、 8主主だてとした。序章(1章)、 2;;t、 3章は本論に入る前のい

わば導入部としての位置つけである。まず、序章(1章)では、本研究を行うにあたって

の研究の位置づけ、目的を明確にする。 2章では、一国の住宅政策の中で重要な立場にあ

るフランスの公的住宅政策を中心に紙観する。また、同時に、フランスの公的住宅政策の

各市l度を沼下げて考察することによって、同時に日本の公的住宅のありかたとの相違点を

明かにしていく。 3訟では、団地更新事業が誕生してきた背景を都市計画の領域、住宅政

策の領岐に於て見ていく。 4;;t、 5章、 6輩、 7t;!は、直後的に団地更新事業に拘る部分

で、本研究の中心部分である。団地更新事業が中心にあり、その成立を援助するものとし

て閏地管理システムと住宅手当の制度がある。

5章の団地更新事業DSQの実態編に入る前に、 4章で団地更新事業を制度的な側面から捉え、

6章、7章では、団地更新事業DSQを他の独立した側面から支媛するものとして捉え、それ

ぞれ「団地管理システム」、 「住宅手当制度」について l窓を設けた。

1.1 研究の要旨

本論文は、今後日本に於て大きな問題となる団地更新事業に関して先進国フランスの事

業経緯を研究することで、有意義な知見を得ることを目的としている。

φ第 I章(序章〉は、序に当り、フランスの物的更新事業が、 「住宅手当制度」や「日常

的管理Jシステムに支援されていることを確認したうえで、本論文の全体の様成を述べて

いる。

+2章『フランスの公的住宅政策-HLM住宅を中心としてー』では、公的住宅HLM:Habi tat 

ion @ Loyer Mod@r@の変遷及び制度面、運用面からの考察を行なう。

フランスの団地更新事業について論ずる前に、フランスに於いて、公的住宅のスト y ク

の「量的確保」とその「安定的保持」があるという点、それが住宅供給主体による直態的

1-7 



r'-'-'-'_'-'-'-一-，-，-一_，-，-，_，-一"ー"一_'_一"'i
i 宮命文の構成 ! 

|口即章特 1 
o_g:信 2 主主
フランスの公的住宅政策
-HLM住宅を中心としてー

住宅政旋回観
公的住宅(11LM)申腹開制

〈ケ

仁コ質主3a
住環境整備、団地更新車輩の系:昔

住宅政策からの77'ローチ
町市計画からのアフ.ローチ

: …一一........一一...............一一一支7...・E・-…一一一一一一一一

i I口第4 草 I! 
| 団地更新事量DSO及び I! 
l 車車を取り巻く制度的枠組み 1 ! 
， 1・ーーーーーー一一一 一一一ーーー一ーーー・・φ..........ーー.1， 
: I 出肢
: I DS 0'牒委員会

j 一号 一一一ー!一一
:・Ir二コE信 6 主主 | ・|仁コ主再 5 主主 I! Ir二コ須~7 主主主 | 

1 . _" ~"" =，.，_.，，" 7 1 i 1 _" ~"" =，.，_.，，" _ 1 i (住宅改善》に伴う住宅手当制度の||ショワジーオルリー団地における I ! I ショワジ ・オルリー におる I! I 山一 l 
l 地粧胞団地問の試み I i I 団地直新事業DS日明節分析 I i I .__. ..__'!'!".について | 
1 :---:-:-.--:-.--:-.:-.-:-.-:-............I! 1 ー 1 i ー 費担についての検討ー|1"';'i;:;O'li1'l'システム |ゆ|峨 l.. r..~~............................Î 

1 ，1Fl叶Ql，rfr及び各l'I!lf!ll，ifr 1:  1 団地更新業DSQ 1: I 住宅手当APL
I n̂lcnnc Gc引ion I : I 1 住宅改善lW¥'1 1: I 協定(Convcnlion) 
1 n̂lenne d' IIVS _ 1 ・| 日 間地レベルの物的史目I 1・ 1 ! 
1 Pcrlllancnle Sociale 1! 1 ffi.社会活動司喋 1: I 1: 
I Rcgie de TravauxI ; I I・l l 

|口第8草終章 i 

1-8 

な住宅の建設・管理によって実現されてきたという点について解説していく。そして、更新

事業が発達していく基本的条件は、この公的住宅のスト y クの 「量的確保」とその 「安定

的保持」にあると述べている。公的主体が一定震の住宅を安定的に所有し管理することの

プラスの評価は、ストック更新に関しての①指導性、②効率性、③事業実施の容易さ、@

計画性が得やすいという点である。スト y クの安定化が公的住宅の第 l義的目的であると

すれば、それを可能にする為にはどうしたらよいか。公的住宅の建設資金を確保するにあ

たって、公的援助の地加には限界がある訳で、 (1)公的住宅が公共財である点、 (2)周囲へ

の社会的、物的波及効果が高い点を鑑み、公共性が高く国以外の主体が財政負担の一翼を

になってもおかしくないという視点から、 1)企業の建設資金拠出金制度、 2)建設許可税等

を挙げ、検討の可能性を探る。

また、日仏の公的住宅の遠いについては、公的住宅の種類、建設資金、入居者の選考方

法等の点を含めて見ていく。・3章『住環境整備、団地更新事業の系譜』では、フランスの住環境整備事業が、住宅政策
の領滋に於いては、住宅改善の延長上にまた都市計画の領域からは都市再開発の流れの中

で創られ住宅と都市計画両方からの7プローチによって成立していく過程を明かにしてい

く。 r住宅改善」を事業の輸とする住環境整備事業、団地更新事業が1977年に民間、公共
サイドで成立する前段階、 1966年に、住環境整備事業、団地更新事業の基礎をつくった実

験的事業を紹介する。事業を次の点から評価してし、く。①'7{)レロ一法の修復手法を住宅の

改善へ応用。②単体改善から集団的改善へ。③長低居住水準という目僚の設定。・4主主 『団地更新事業DSQ及び事業を取り巻く制度的枠組み』では、団地更新事業DSQの制度
的枠組みを明かにしていく。イb・ド・7j n.地方では、 22存在する公的大規模団地のうち、 11

が、団地更新事業DSQの対象団地111tSensibleに指定されている。つまり、公的団地のう

ち半数は、建物老朽化のみでなく、コミ A ニティー荒廃も経験し、単なる住宅改善のみで

の対応が不可能となり、総合的更新事業が必要とされている点を指摘している。総合的更

新事業DSQについて、制度面から、事業の位置づけ、事業制度、事業範囲、事業実績等を明

かにする。事業の特徴として次の4点、(1)国家的事業、 (2)住宅改善から総合的事業への移

行、 (3)市主導の事業、 (4)横断的バートナーシップを挙げ、各々考察を加えている。

また、近年の1989年より、制度改正以後、団地更新事業DSQが新しい都市計画の枠組み 「

都市社会開発」の中に組込まれることになった制度改正についても触れている。

団地更新事業の発展の経緯を、 HVS事業→DSQ事業→DSQを基本計画とする「都市社会開発」

枠組みの中で捉え評価する。・5章『ショワジーオルリ一団地における団地更新事業DSQの実態分析』では、団地更新事
業DSQを「住宅改善」、 「団地レベルの物的更新」、 「社会活動事業」の3つの側面から捉

え、各々について更新目的、更新状況を明かにしてL、〈。

く)r住宅改善」については、 「面積水準Jと「設備水準」に着目し、母低居住水準NHMの逮
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成度を修正床面積表から考察する。また、修正床面積表で備えられない部分については、

作成した改善項目一覧表により改善状況を明かにすることで、改善事業の全体像を把握し、

スト yク対策として位置つけていく。

く>I団地レベルの物的更新」については、 1)公園広場緑地、 2)道路・駐車場・その{也、 3)

二次的整備空間、 4)団地周辺整備の 4体系について整備状況をまとめる。また、制度面と

の関係で、 83年の都市計画権限の市への移譲等都市計画制度の改正が事業実施に関して新

しくもたらした可能性等を考察する。

() I社会活動事業」については、オルリー市の 「社会活動事業」プログラムについて考察

し、 DSQ事業ではコミュニティーの弱者対策として、特に移民向けの職業訓練、識字教育等

が準備されている実態を洗い出す。

+641: r住宅改善に伴う住宅手当制度の効果についてー適正な住居資負担についての検討』

では、団地更新事業の柱の lつである「住宅改善Jを財政的観点からパ yク7.，プする下

に示した住宅手当制度の効用について分析していく。

宅手当支給の7ローハト

・改善事業の実施

・変化面積変化、設備変化

修正床面積surfacecorrig@ (面積修正床面積、設備修正床面積)

-変化.住居関連資(家賃、光熱費)

←……………………・-… ....ー住宅手当APLの導入

・変化:実支出

団地更新事業の中の「住宅改善」が引き起こす住居関連貨の上昇に対して、入居者保護

の立場から上昇を緩和する目的で住宅手当日Lの制度が発足している。 6章では、住宅手当

制度の履歴を負うこと、及び住宅手当制度の効用をケーススタディ団地のデータを分析す

ることを過して、住宅手当の制度的側面とその運用実態を探る。

φ7主主 『ショワジー・オルリ一団地における地域密着型団地管理の試み』は、地滋密着化に

よる日常的管理システムと団地更新事業DSQの管理上のつながりを明かにし、日常管理の基

礎の上にDSQ事業の成立があることを実証していく。まず、日本の公団と各業務執行レベル

毎に管理規模、権限の委譲(管理業務、保全業務)についての比較し、 HLMに於て管理業務

が本部から地紙の管理事務所にシフトしている団地管理の地i或密着化の状況を明かにして

いく。さらに、フランスの団地管理業務に於いて、住居関連資の管理が主要な業務の lつ

であることに着目し、団地更新事業との関わりでまた日常的管理に於いて、住居関連質管

理を行なうことの必要性を確認しシステムの実態を明らかにする。
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+8章(終主主)では、事業の3つの 『柱』、 「住宅改善」、 「団地レベルの物的更新J、 「

「社機活動事業」、そしてそれを支える 『制度』、 「住宅手当制度」、及び 『システム』、

「団地管理の地域密着化」についての評価を各々のなで行な ったが、最後にそれらを団地

管理の有機的な総体として促え評価している。

また、 1989年以後のDSQを若本事業とする「都市社会開発」の枠組みがもたらした事業の

多様な展開、Jln地的な展開、属人的施策・ソフト施策の付加等、更新事業の新しい方向性を

評価する。フランスに於ける団地更新事業DSQは、 『住宅』の改善を中心としたHVS事業で

の教訓も踏まえ、 『住宅』のみでなくそこに生活する 『人』の生活も刷新する総合的事業

として開始されたものでありそこから得られた知見は大きい。

現在、わが国に於て、我が国の団地管理で更新事業が盛んになりつつあるが、 「ソフト

の施策」、 「γ ステムづくり 」をいかに計画、実施していくかに成否の鍵があろう。具体

的には、 『入居者対策』に力点を置くべきと考えられる。将来、高齢化、婦人の就業率の

増加を経験することになる日本の団地コミュニティーを想定し、団地管理に於ける『入居

者対策(住居関連'1'1対応、管理体制l等)~で検討すべきチェックリストの作成を行ない結

びとしている。

1
 
1
 
1
 



2 主;主 フランス α:>~と白勺イ主~ïI.:Z窒随一一 I~ L l¥I1イ主

~毛::- ct，乙、としマご

本主主では、 『公的団地の於ける団地更新事業及び日常的管理』の主題である公的団地を

扱う前に、本主主ではフランスに於ける公的住宅政策の概論に着目し、社会住宅、特に公的

住宅建設主体により建設されている公的住宅HLM住宅に焦点、をあて、社会的位置づけを明か

にする。

[2. 2 住宅制度紙観]では、住宅建設実績、住宅財政俊助等を通して、住宅政策の動

き、及び制度的特徴について近年のフランス独自の方向性を探る。又、 [2. 3 公的住宅

HLM概観]では、 『公的団地に於ける団地更新事業及び日常管理』についての評価を行なう

前に、公的住宅に対する認識を新たにする作業として、 1)建設t夏以j((1)補助金、 (2)公的

融資、 (3)民間企業建設資金拠出金))、 2)家賃の設定、 3)入居者選考、 4)住宅割当等から、

HLM住宅がどのような目的を持ち、誰を対象に建設された住宅であるのかという建前論と公

的住宅制度の運用面で実際にはどのような階層が居住しているのか、それによって生じる

管理上の問題は何なのか等、実態を明かにしていく。上に列挙した項目を明かにすること

で、公的住HLMの「社会的位置つけ」を明確化し、 「公的団地に於ける団地更新事業及び日

常管理」の評価への「法盤づくり」を行なっていく。日本の公的住宅である「公営住宅」、

「公社住宅J、 「公団住宅」とは異なるフランスの公的住宅HLMの実像を腐下げることを目

的とし、後続の主主へのステ yプとしたい。
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2.2 住宅制度概観

2.2. L 公的住宅の歴史

1)非営利団体の誕生

フランスに於ける公的住宅の歴史は、 19世紀まで遡り非営利の住宅供給運動に起源を発

している。 19世紀中菜、企業家、社会改良家、公衆衛生家等各磁の立場から社会更正に視

点が向けられるようになり、その中で団体等が主体となり住宅対策、住宅供給に取組む動

きが見られるようになる。この社会更正運動は、住宅の領域では、 3つくらいの代表され

る形で具体化されていく。 1)企業家による労働者の為の住宅建設、 2)イギリスのロ y チデ

ールの協同組合運動に由来する住宅協同組合の住宅建設、 3)理想社会主義者による生活共

同体の中での住宅の実現等である。

1)の従業員住宅建設の例は、フランス北西部の繊維都市であるMu1houseに見られ、 1851

年にJ.Do11 fusにより企業の労働者住宅建設が実施されている。また。 2)の住宅協同組合に

よる住宅建設は1867年にパリで住宅協同組合1aSociete Cooperative Immobilierピ dePa 

r 1 Sが初めて設立されている。 3)についてはフーリエ派のI里惣社会主義者Godinにより 1859

年に共同生活体77ミリステールが実現されることになる。この中で、非営利の団体によ

り住宅供給が組織化していったのは、住宅協同組合によるもので、これがフランスの公的

住宅の前身HBMへと引き継がれることになる。

2)HBMの設立に向けて

住宅需要の増加に対して住宅建設への公的援助が議論される。 1906年4月12日のStrauss

法では、地方公共団体の承認した団体への低利建設融資制度:が続いて1908年4月10日のRib

ot法では固からSoci et岳 Immobi1i巴reへの融資制度が確立する。これらの住宅建設への公的

介入は、 1912年のsonnevay法により本格化し、そこでは自律的な公的機関で永続的かっ非

営利な機関として住宅供給主体IIBM(Habi tat ion a Bon Marchρ)の設立を勧告している。

HBMは、住宅協同組合laSocほほ CooperativeImmobiliere de Parisが発展解消したもの

で、同時に戦後に設立されるHLMの前身でもある。 IIBMが公的主体であることは、理事会の

構成、県1/3、市町村1/3、その他1/3に示されているとおりである。 IIBMは、 2大戦聞に34

5， 000戸の住宅建設を行い、内半数は入居者に分譲された。

3)HLMの設立

戦後、 1950年7月21日法に基っき、 IIBMが適正家賃住宅HLM(Habitation a Loyer Modere) 

に名称変更を伴い発展解消される。又、続く 1951年5月24日法により預金金庫から建設の為

の資金融資が可能となった。戦後直後から1966年まで、住宅需要に応える為HLM住宅建設は

利率1%、償還wl間45年という非常に有利な条件で国からの建設融資を受けている。

4)HLMの組織替え

HLM組織は、公社、株式会社等から成るが、そのうちIILM公社の幾つかのものは、整備建

設公社OPAC(Offices Publics d' Amenagement et Construction)として組織替えを行なっ

た。これは、 HLM公社が従来住宅建設に終始していたのに対し、今目的な都市開発に結びつ

けての住宅建設推進を可能にしていくことに目的がある。

2.2. Z. 住宅政策の変遷

公的住宅の供給について見ると、フランスでは第 2次世界大戦以後1954年から77年まで

2-2 

の 20余年の i切に、 2 ， 883 ， 045戸の IILM住宅を勢力的に供給してきている。現在では、 HL~住宅

のスト y クは現在320万戸にまで達成している。(1/4が分譲、 3/4が賃貸である。)一方、

政府はHL¥I住宅の建設と平行して60年代より持家建設の惟iitも行なってきた。 7ランス不動

産銀行CreditFoncier de Franceにより低利融資をし持家セクターを保護してきた結果、

持家E容は 5~IJ にまでのぼる。 HLM賃貸は、 1967年から 75年にかけて特に盛んに行われ年間 1

0万戸以上の住設個数を記録している。戦前の主たる供給セヲターであった民間賃貸住宅は

戦後急激に衰退し、現在のフランスに於ける住宅供給は持家と、公的賃貸に 2分されてい

ると言える。

年代別に見ると、 1950年代-1960年代は既成市街地内部では都市再開発が行なわれ一方

都市の郊外部での建設が盛んに行なわれるようになった時JVJである。

1950年には戦前から継承されていた公的住宅HBMが適正家賃住宅IILM(lIabitation a Loy 

erMod古ri，)という名怖を持つ公的住宅に発展吸収され、 7ランス不動産銀行CFrからの低利

融資を得て以後70年代初頭まで勢力的に公的住宅住設がttt進されることになる。 1953年に、
土地法が制定され自治体による土地の収容が可能となった。 1955年には、パリ地方の処設

都市計画委員会CCURP(Commissiona la Construction a l'Urbanisme pour la Region Pa 

risienne)によってCDC、SCIC、HLM等各種公的機関による大規模団地grandensembleの建設

が促進される。一方、既成市街地の内部では、非衛生住居lii仕去工作業や、 1958年の都市再開

発事業RU(R合novationUrbaine)により老朽化住宅の取り域し、及びそれに続く新規建設が

行なわれるようになった。同年に、公共施設楚術、住宅起設を目的として先口権を行使す

るた優先市街化区域ZUP(Zone a Urbaniser pour Priorite)ができ、 これに基づき公的

住宅の用地取得が容易になり都市郊外部で大量の公的住宅ill設が促進された。 1962年には

市街化抑制[玄坂ZAD(Zone d' Amenagemenl Diff号re)ができZUPにとって代わられ、土地の

役機的取引を抑制し市街地の自IJtHを図った。 1965年には、ニュータウン法ができパ 'J50キ

ロ函内に 5つのニュータウン建設が計画され、パリ大都市朗の人口の受け皿として職住接

近型の住宅地の形成をめざした。 1967年は土地基本法ができ、その中で30年の長期計画で

ある都市箆備基本計画SDAU(Sch巴masDirecteur d'Amenagement el d' Urbanisme)と部市

hl(rj1J基本計画を上位計画とした土地利用基本計画POS(Plan d'Occupalion des Sols)のH;IJ

[乏が制定され、都市計画の官陥が出来上がったとされた。

しかし、 1973年にはギ y ゾヤ一報告が出され、 grandellsemble等に代表される大規伎開

発が禁止され、以後中小規模の住宅地開発のみが実胞されていく。同年、国による住宅調

査が実施され、主住宅1700万戸中、 4;ifIJにあたる670万戸の住宅が水道、便所、浴室を欠く

段低居住水準未満の住宅だという調査結果が出る。 60年代半ばから住宅改善は、一定割合

で地加の傾向にあるのに対して、新規住宅への役資は1973年のオイル.:/ 3 ''lクを境に一転

して減少に転じ80年代に入ってもひき続きその傾向にある。 1975年には、元首相で経済に

通じていたRaymondBarreを委員長とする住宅財政制度の改正に関する委員会 (IaCommis 

sion d' Etude d' une Reforme du Financemenl du Logement)が設立され、パール報告が促

出される。 1977年この報告書に基づいて『石への侵助』から『人への援助』への移行、つ

まり国庫補助金の使途先を住宅建設中心から住宅手当中心へと移行させる『住宅政策の大

転換』が実施された。制度改革の主な目的は、 1)既存住宅の改良、 2)j寺家取得の促進、 39

住宅の質の改善、4)家族構成と所得に応じた従f巨否負担の公平化である。このように、 70
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年代後半以降のフランスの住宅政策の視点は、蓄積された水準未満の住宅スト y クをいか

に更新していくかという資産の維持管理に関わる問題と、住宅の適切な財政配分の問題の

2点に集約される。 80年代の住宅政策の視点も大筋は70年代のそれを踏怨している傾向が

見られる。

2.2. 3. r社会住宅!の定義
フランスに於ける 『社会住宅』とは、公的建設助成を受けて辿設された住宅を指し、公

的住宅供給主体により供給された住宅のみならず、媛J!ljを受けた持家、民間賃貸ち入る。

一般的に、媛J!lJに対し所得の上限という条件づけにある場合、 『社会住宅』と呼ばれる。

実際的には、居住者の収入が最低賃金SMICの3倍以下の場合をいう。(但し、 SMICは家族

椛成、地域に応じ設定されており一律でない。)

2. 2. 4. f士会住宅の償額

:A賃貸[建設及び取得改良]
. PLA-CDC (預金供託金庫による賃貸住宅融資一般市Irrt) 

. PLA-CDC (預金供託金庫による白貸住宅融白迫加制度)

. PLA-CFF (7ランス不動産銀行による賃貸住宅融資)

[改善]

. PALULOS (社会賃貸住宅改善補助金)

: 8.1寺家[建設及び取得・改良]

PAP (持家取得融資)

( . PC (協定融資)・.....;¥PL受給の場合のみ)

[改善]

Pi¥ll (1寺家住宅改善補助金)
..一一一→一一一ーーーーー一一ー一一一ーーーー一一一一ーーーー一一一一ー一一ーーーー一一一一ーー一一ー一一ー一ー一一一一一一一一ーーl

上記のように、新規建設・改善を問わず、国の「ス卜 y クに対する助成」を受けた住宅

は、公共の用途に1共さなくても、j寺家、民間賃貸に於いても『社会住宅』の呼称で呼ばれ

ている。フランスでは、直接供給による公的住宅はもとよりなんらかの俊助を受けた『社

会住宅』というカテゴリーを用いて議論される機会が多いことを付記しておく。広務な解

釈を受けた『社会住宅』を、上記の定義をもってすれば、 1980年の時点、で全住宅の50%がそ

の純白に入ることになる。(社会住宅の割合は減少傾向にあるロ)

2. 2. 5. 近年の住宅i主役実紛

1)住宅フロー

表3.31 住宅所有形態 ・建設助成形態別法設戸数のHHtに於て、①「全住宅」、②公的
緩ll)jを受けた「助成セクターJ、③助成セクタ ー中の rllL;1住宅J (ここでは、 llUI賃貸の

み)にD目していきたL、。①フランスの住宅建設は「全住宅」で見ると、 1950年代に特に

建設戸数を伸ばし 1950年に72.000戸、1960年に316.000戸、1970年に456.200戸とむ実に地

加したが、 1972年の546.300戸をピークに緩やかな減少傾向に転じ 1980年には年間378.000
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戸にまで浴ちている。次に、②「助成セクターJに若目すると、 「全住宅J同様72年まで

t曽加しその後緩やかな減少をし、建設の搭込みが見られる。一方、 50年代、 60年代を通し

て20-30%台に留まっていた、なんら援助を受けていない「自由セクター」の全住宅に占め

る割合は反対に噌加の傾向にある。このセクターの後移をみると、 1970年に22.2%、1975年

に39.2%、1980年には51.8%とその割合は着実に培えている。 1973年より「自由セクター」

の剖合は 4菩1J台にのぼり 、その後このセクターにより 4-5幻の安定的供給が保証されてい

る。戸数的には年間18万戸-20万戸の供給がある。最後に③ rllUI住宅jに着目すると「全

住宅」 、 「助成セクターJ同機1973年を境に減少している。 60-70年代前半まで年間建設

戸数の約1/4を供給してきた実績を待つが1980年の時点では「全住宅」の1/10の建設霊を占

めているにすぎな L、。建設戸数が大幅に伸びた時JlIIは、公的助成を受けた住宅の比率が高

まり、逆に 年からのill設の低迷路!には戸数的にも、割合的にも自由セクターの比重が高

まっているのが特徴的である。

2 )住宅ストック

住宅ストックの惟移は表 に見ることができる。年度が1978年、 1984年、 1988年と1il

近10年に限られたものである。ストックで見る限り、 1978年に2481.000戸、 1984年に 2898

000戸、 1988年に3141.000戸と着実な(申ぴを見せている。 r全住宅」に占める rllL.¥1住宅」

の割合も、13.1%、15.5%、16.8%と僅かながらに伸びていることがわかる。フローで大幅に

減少を記録しながらも、スト yクでは公的セクタ ーの「量的安定化」が見られる。

ここで、地域別にllLM住宅のスト y クの割合を見ると 、全国ベ スでは14.3耳、イル・ド7ii

，u出方では18.5%、パリ市のすぐ外周部の3県プティ ・クロンPeti te Couronneでは23.4%とな

ている。 rHUI住宅」建設の実績は地方よりも、人口集積のあるイルド 7i iJ.地方で大きいこ

とがわかる。約1/4の住宅がllLM住宅であり 、住宅需要の大きい都市部でHLMが住宅供給に非

常に大きな役割を果たしていることがわかる。

3 )lli設対改善

公的住宅のスト y ク状況を新規lli設と改善に対する公的助成で見てみる。表 は、

1981年から 1990年までの公的賃貸住宅建設融資PLA-CDCと公的賃貸住宅改善補助金PALULOS

について各々住宅戸数及び実数変化に着目 したものである。

建設融資 PLA-CDCに ~t 目すると、戸数的には 1981年に 60. 000戸、1990年には55.000戸変化

している。実額では 169億Fから 190億Fへと変化している。 9年間で戸数変化については5.0 

00戸減割合にして%減で、実額変化では 1.12(音の地加に留まっている。これに対し、改善

hnJ!lj金PALULOSに着目すると 、戸数的には1981年に86.000戸であったのが1990年に 173.000
戸に、又実額では1990年に8億Fであったのが22億Fに増えている。戸数変化で見ると 2.01倍、

実額変化で見ると実に2.75倍にも増加 している。毎年の住宅i互助額で見る限り 、公的住宅

への助成について、新規建設はもはや下降ぎみであるのに刻して、既存のスト yタ活用で

ある改善にかなりのおl合で重みつけをしてきて いるという状況がつかめる。

2. 2. 6. 住宅財政援助

住宅関連公共支出の構成(1988年/単位100万7ii) 

全体 賃貸 取得
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l建設資緩助 (ANAHを含む。) 21. 5 12. 3 9. 2 

2対人後助(運営費を含む。) 44.1 29. 9 14. 2 

3住宅佼迦貯蓄援助 14.0 2.25 11. 75 

住宅貯蓄 (11. 45) 11. 45 

預金A (2 55) (2. 25) (0. 3) 

4. {也の税優遇措置 23. 1 9. 9 13. 2 

取得者 (11. 2) (11. 2) 

賃貸住宅家主 (6.4) (6.4) 

不動産税TFPB免税 (5. 5) (3 5) (2) 

5 民間企茎住室建設~金拠出金 7.9 3. 55 4. 35 

(新規募集)

6合計 110. 6 51.9 52. 1 

住宅関述公共支出の構成を見たのが上の表2 住宅院liili公共支出である。フランスに於

ける項目分類は、 1)建設'l'l援助、 2)対人後jjlJ(住宅手当)、 3)住宅優遇貯蓄援助、 4)税の

優遇措置、 5)民間企業住宅建設資金拠出金の5分類になっている。

この中で、 「建設援助」と「対人援助」の惟移に大きな変化が見られる。 1977年の『住

宅政策の大転換』以来のもので、 「石への俊助(建設後助十改善後f!iJ)Jから「人への段

以JJへと媛即jの重点がゾフトしている。住宅供給に関わる「建設段助Jと住宅手当等「対

人媛助」である。 6章で詳しく触れるが、 18年に「建設媛f!lJJ I対人援助j比が5:5であ

ったのが、 1988年には3:1になり、 「建設後fliJJの割合が小さくなってきているのがわかる。

実額で見ると 10年間に「建設援助」が2倍弱の地加に留まっているのに対し、 「対人後f!iJJ

(;j_ 5 f告にまで大幅に増加している。さらに、 1995年の予測値と比べると、 「対人援助」への

ゾフトの傾向はさらに端的に現れ1918年比で「対人緩助」が7.7(告まで増加しているのに刻

して「建設伝助」はわずか1.3倍弱と殆ど変化がないのが着目される。 I建設援助」は、そ

の受益者が長期に渡り利益を受け非受益者との聞のt互助の公平さを欠くとの理由で、毎年

見直しを計れ収入の観点からのみ審査され最初の資格ラインで全ての世部がライン上に立{，

べる「対人波助」への移行が検討されたのである。

5 )フランスに於ける公的住宅供給

フランスの公的住宅の割合は、公営住宅の固として名高いイギリスのスト y ク28，8%1こは

及lまないものの、 「公営」、 「公社J、 「公団」併せての公的住宅ストックが8-伐という

日本の割合を遥かに上回ったものである。イギリスでは、サッチャ一首相率いる保守党政

権下で、国家予算が削減される中、民間では経営の合恕化、公共では財政の効率的運用が

徹底されその一環として公営住宅払い下げが起っている。公営住宅の払い下げは 1910年代

に始まって 1980年代に本裕化した。公営住宅では住宅の管理費の膨張に歯止めをかけると

いう名目で現在までに200万戸近くが払い下げられ公的セクターを離れている。イギリスで

は、保守、労働の政権交代により公共住宅政策が著しく変化し公共住宅スト y クに少なか

らぬ影響を与える。公営住宅の固と言われるイギリスに於いても、ストックの「相当盈の

確保」は保証されているもののスト y クの「量的安定化」についてみると不安定なもので

ある。例えば、日本について見ると、逆にスト yタの「霊的安定化」は低い水準で実現し
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ているものの、スト y ずの「相当量の確保」ではフランスの水準の1/H呈でフランスの水準
には及ばない。フランスの住宅供給はイギリスと比較して共通項が多い。 1)直接的住宅供

給主体により公的住宅供給を実施してきた点、 2)双方とも既に19世紀に公的住宅の建設母

体を持っていた点、 3)戦後民間借家が衰退する中で公的借家、持家建設の 2つを公的助成

により推進してきた点、 4)公的住宅のストックを一定量にまで引き上げストックの相当査

の確保を行ってきた点等が挙げられる。この両国の特徴は他の先進諸外園、例えば公共住

宅のゾエアーが1.4%で民間主導型である米、民間賃貸を一定期間拘束し公共の用に供させ

公営住宅とするドイヅ等とは大きく異なっている。フランスでは公的住宅に関し、ストッ

クの「相当霊の確保Jと「量的安定化」が保証されており、ストック函から公的住宅の役

割が安定化した国といえる。 I相当置の確保」と「盤的安定化」故に、住宅管理が公的住

宅の履歴の中で課題として常に存在し、後の章で述べるような充実した管母体制を生み出

しているといえる。

2. 3 公的住宅DLM概観

2.3. 1. 公的住宅OLMの組織

フランスの公的住宅は、 HLMに代表され1000以上の関係組織が存在している。公的住宅の

直後的供給をめざすIILM連合は、 4つの異なるカテゴリーの連合帯であり、全体を統括する

HLM連合の組織下にある。特に、 HLM公社とHLM株式会社の 2つが公的住宅建設に果たす役割

は大きい。

1) HLM公社 [IesOffice Publ ic d' HLM J (250公社、 46整備建設公社、管理戸数180万戸)

1912年設立。県及び市町村により設立された住宅供給主体。主として賃貸住宅の管理を

行っているが1911年には都市笠術まで業務内容を拡大した整備・建設公社が新しく設立され

た。日本の住宅公団から住宅都市整備公団への業務鉱大iこ伴う名称変更と同械なものであ

る。 HLM公社はそのまま存続する。家賃は123FIm'。

2)HLM株式会社 [IesSocietes Anonymes d'HLMJ (360株式会社、管理戸数130万戸)

1906年設立。民間の出資により設立された住宅供給主体であるがその配当等に関して厳

しい規制がある。企業が自らの出資でIILM株式会社を設立 、 従業員の住宅建設を実施する~

合がある。家賃は140FIば。

3)IILM組合 [IesSocietes cooperatives d' HLMJ (275組合、内賃貸管理目的が106組合、

分譲目的が169組合)

1906年設立。組合結成により住宅の分譲及び管理を行なう。 35万戸の住宅を分譲し、 28万

戸の住宅を管理している。

4)不動産金融会社 [IesSoci目的 deCredit Imobilier，SCIJ 

1908年設立。民間出資で、住宅建設、改善に対する融資を行なっている。

2， 3. 2， OLM建設の為の公的助成その1r賃貸住宅ill設援助JPLA 
『賃貸住宅建設援助~ PLAは、公的住宅HLMの建設にあたり主要な財滋iとなっており、そ

の貸付条件。等は、建設状況に大きな影響を及ぼすものである。 w賃貸住宅建設俊助~ PLAは

2種類用意されているが [HLM機関及びSEM組織等公的住宅供給主体〕に貸付られるのは『

預金供託金庫による賃貸住宅建設融資jPLA-CDCのほうで、 [HLM、SEM以外の法人及び個人)
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に対して貸し付けられる『フランス不動産銀行による賃貸住宅建設融資jPLA-CFFと比較し、

利率、償還期間等条件がかなり借り手に有利になものとなっている。 PLA-CDC及びPLA-CFF

の貸付条件等については別表2 にまとめたとおりである。俊助方法であるが、 88年以前

は、固から預金供託金庫にHLM用途で補助金が支給され、預金供託金庫からHLM機関への融

資は国からの補助金分を差し引いて通常より低く設定された利率で行われている。 1988年

に、 PLA-CDCの俊助制度が改正され、 HLM機関に対しては国からの預金供託金庫を経由しな

い直接的な補助金と従来からの預金供託金庫からの融資の 2本立てとなった。

現行制度では、補助金支給に関しては、工事費の標準価格の90%を限度とする予定原価の

12%を上限とし、貸付については、標準価格の95%を限度とする予定原価とさきの固からの

補助金の差額相当分を対象とする。 PLA-CDCは公的賃貸住宅法設向け融資であるが、それに

より実現された住宅の内訳を見ると①HLM公社34.2%、②HLM株式会社49.2耳、 SEM経済混合会

社10.4耳、その他6.2%となっており、 IILM公社と HLM株式会社によるものがB割強を占めてい

ることがわかる。このPLAを受けると何の公的援助も受けず辿設した時と比較して、 35%も

の資金的援助を受けたことに相当する。

1) r預金供託金保による賃貸住宅融資J (PLA-CDC)一一般制度
目 的)HLM機関と経済混合会社が行う社会的目的の為の①土地取得と住宅建設、②住

宅建設、③取得改良への融資

所得の上限)夫婦+子供 2人(就業者 l人)世帯、第 2極地域の羽合、 SMICの2.7倍

家賃の上限)第 2極地域で、 4部屋の場合、家賃の上限330F/m'1l1

工事費上限)参照価格を越えては行けない。(3部屋の場合、 l種地域では392.000F、 2

極地I誌では349.000F、3極地域では325.000F)

3) rフランス不動産銀行による賃貸住宅融資j (PLA-CFF) 
目 的)IILM、SEM以外の法人または個人が行う①土地の取得と住宅建設、②住宅の辿

設、③取得改良への融資。

所得の上限)PLA-CDC (一般市|度)と同棟。

家賃の上限)PLA-CDC (一般市l度)と同様。例外的な場合は、上限の35%を越えてもいい。

工事費上限)PLA-CDCの一般制度の規定と同様である。

上記のように、 PLAは前に定義した社会住宅建設への助成であるので「所得の上限J、 「

家賃の上限」等制限を設定することで社会的住宅としての役割を果たさせている。

2.3.3. llLM建設の為の公的助成その2r民間企業ill設貸金拠出金JPEEC(Participation d 
es Employcurs a 1・Effortde Construction) 

HLM住宅建設に関して見ると、 『賃貸住宅建設俊助JPLAのlniWJ的融資として『民間企業
住宅建設資金拠出金jPEECが使われ、建設に際しては質量な財源となっている。政府から

の公的俊助である『賃貸住宅建設後助jPLA-CDCとは資金の性格が異なる。法に益づき民間

企業に資金の供出をさせているが、これは一旦国庫のなかに財政収入として入るというを

味では公共性がある。しかし、それが企業からの特定の財源から来ていること、その反対

給付として「企業或は子会社への住宅建設低利融資」或は「企業への住宅割当」というか

たちで還元される点を考慮すると、公共の用に供しながらも絞終目的は民間への還元で、
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その資金を使う HLM住宅の性格を後維なものとしている。 IILM株式会社を公的住宅の範践に

入れきれないのはその理由による。

設立)1953年7月11日法に滋づく。

起源)1940年、いくつかの企業が従業員向け住宅建設の為に資金プールを給与から行った

のが発端。

実績)1990年、 170.000企業参加、貸付額731億F

目的)農業を除く 10人以上の従業員のいる企業に対し探せられた分担金で従業員の住宅建

設に充てられる。設立時、企業の給与総額の1%を基金に充当したことから、通常 『

1%拠金』と呼ばれるが、その率は年により変わり、 1990年は0.65%，1991年はO.55%、

1992年予測ではO.45%と拠出率は減ってきている。

特徴)1)不動産取得予定者に対する融資、融資率15%

2)社会施策的住宅、及び中賃貸住宅の建設・取得改良に対しては、補助的融資とな

り、融資率25%、金利4%

『民間企業住宅建設拠出金』は、直媛その企業で利用するか融資を受ける団体に

提供するかどちらでもよい。

(PEEC拠金)

企業 → 0 ・企業間住宅委員会C1 L 

-商工会議所

• IILM機関

(住宅)

住宅関連公共支出の中でみると、 『民間企業住宅建設資金拠出金』は7.1%を占め

建設費媛WJの約1/3にも相当する額でかなり大きなものとなっている。

2. 3.4. 家賃の設定

2.3. 5 入居者選考

入居者選考の実態は、フランスでは住宅の富IJ当が複数主体に割り振られていることから、

入居者選考に於ける基準をー慨に見ていくことを難しくしている。まず、 HLM住宅は、 HLM

機関により基本的には 1)r民間企業住宅建設資金拠出金』拠出企業、 2)市町村、 3)県の 3
つの主体に害IJり振られる。

1).2) .3)が独自に候補者リストを作成し、 IILM住宅に促出する。市町村、県は、入居者

は下記の入居者選考2基準に滋っき選考されることになる。

入居者選考基準

①収入 @緊急度

②世帯当り人数 ⑤家賃(住居費負担率)

③住宅の不衛生さ、きたなさ ⑤何年待っているか

一方、HLM機関は住宅を先の 3つの主体に富IJり振るが、その割合はIILM機関により異なる

ものであるが、例えば次のようになっている。

EX. 1) ~民間企業住宅建設資金拠出金』拠出企業……・ 50%

2)市町村…ー ・・・・…………………………… h ・・ 20% 

3)県 …........... ……・・・……………………… ........ 30% 
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各々の主体は、住宅の割当を貰う根拠を持っており、それは例えば「県Jについては、

県は国の出先機関と捉え、 HLM住宅建設に際して固からの建設援助PLAを受けている。 i市

町村」については、住宅建設については援助を受けでもなお特にHLM公社の場合等は赤字収

支となるが、その負債を市町村が肩代りする。 r民間企業住宅建設拠出金』拠出企業につ
いては、 『民間企業住宅建設拠出金』制度目ECで触れたとおりである。こうした各主体か

らの財政的援助に対する反対給付として割当分が確保されるしくみとなっている。

フランスのHLM住宅の性格付けを、公共、民間と区分しきれない、又tli維な機構としてい

る理由は、財政的緩JliJの体制そのものにあると考えられる。ここでフランスの公的住宅の

特徴を最も出しているのが、上記にその詳細を説明した1)の『民間企業住宅建設資金拠出

金~ PEEC制度と言われるものである。 w賃貸住宅建設援助~ PLA: W民間企業住宅建設資金
拠出金』比で、 『民間企業住宅建設拠出金』の割合が高いIILM株式会社では、特に公的住宅

の槻念が薄れ、むしろ非営利セクターと呼ぶべき範践に入るであろう。

2. 3. 6. 入居者階層

社会住宅の定義では、その入居者階層は国で定める最低賃金SMICの3倍以下と設定され

ている。公的住宅HLMも社会住宅の枠の中にありその適用を受けている。 SMICは、家族梢成、

地域に応じ設定されており一律なものでないが、仮に、パリ地域で、夫婦+子供2人世帯を

例にとると、 3SMIC=13.200Fとなる。この値を目安としてHLM入居資格世符の全世帯に対す

るカバー率は46.7%と割り出される。(全国平均で59.0%で、地方62.0%となる。)よって理

論的には、所得面からは国民の半数以上がHLM住宅に入居できることになる。この、前徒に

基っき IILM住宅への入居の現状について見てみよう。

表は、住宅所有形態別収入分布を見たものである。 IILM住宅(賃貸)について収入階層別

に着目してみた。収入は、年収で①67.200F未満、②67.200F-107. 999F、③108.000F-16

1. 47 9F、④ 161.480F以上の 4階層に分類されている。これを月収ベースで見ると、①5.60 

OF未満、②5.600F-9. OOOF、③9.00IF-13. 456F⑥ 13. 45 7F以上となる。ここで、 HLM住宅へ

の入居の現状について見てみよう。

[全世帯]の中でIILM賃貸に着目してみると、 3SMIC=13.200Fで、ほぽ④の 13.45 7Fのライ

ンと重なることから 3SMIC以上、つまり .13.457F以上の④の階層が12.1%存在していること

がわかる。④の階居は、本来は収入超過で社会住宅である IILM住宅への入居資格の無い世帯

である。 12.1%も収入超過者が入居している恕由として次の 2点が考えられる。

ι収入がIILM住宅の入居者選考の第 l義的基準となっているが、 「県」、 「市町村」の割当

だけでなく、 『民間住宅建設資金拠出金』制度により参加「企業jへの害IJ当分があり、企

業の場合は収入基準を第 1義的とはかならずしもしておらず、 「企業」割当分に関しては

高額所得者が4自立す的に多いと考えられる。
s. HLM住宅の場合は、入居時の収入チェ yタはあるが、入居後は収入は問題とならず、入居

後に経年変化の中で収入超過した世帯が出てくる。

〔最近転入世帯〕について、又IILM賃貸に者目してみると 10.8%と比率は〔全世帯〕と比

較して若干低くなるものの同様相当数存在していることが分かる。最近転入世帯のみで比

率が高い訳ではないので収入超過者が多い辺自は、結局Bではなく Aであると判断される。

入居者選考に関する問題点
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表 新規艦長鱒責及び干剥

実績
1988 1969 1990 

仁田皆工住宅合計 327.1 339.0 309.5 
(100.0) (10日目) (100.0) 

A石に対する恒助
付き住宅

I)PlA 
2)P岬

B石に対するlJaIJ
なし住宅

1)問
2)自由取得
3)賃貸投資(個人)
4)賃貸役買(法人)
5)sI庖

住宅所有沼態別但入表
・全世帯

持家

ロー~iì寄中

実数 z 

① 67.200f和宵 1.660 31.9 

② 67.200f- 1.517 26.1 
107. 999f 

③ 106.000f- 1.233 21.2 
161. 479f 

@ 161.4剖F以上 1.213 20.6 

合計 5.623 100 

所有形明!周恰 26.1~ 

国民自転入世帯

持家

ロー:m野中

実数 三

① 67.200f未満 115 25.1 

② 67.200f- 116 25.5 
107. 999f 

③ 106.000f- 106 23.6 
161.479f 

@ 161.4加F以上 117 25.6 

合計 456 100 

一所有彫思耳卿}合 26. 1~ 

114.0 96.0 65日
(34.9) (26.9) (27.5) 

54.0 50.0 47.0 
60.0 46.0 36.0 

213.1 241. 0 224.0 
(65.1) (71.1) (72.5) 

106.0 105日 102.0 
49.6 62.5 55.7 
16.5 26日 16.5 
12.3 17.5 16.0 
26.5 30.0 30.3 

待家 l札M
D-~済済 貫貰

実数 Z 実数

327 6.0 950 

963 16.2 1.029 

1.716 31. 6 761 

2.362 44.0 361 

5.410 100 3.141 

26.1~ 15.2'l 

持家 HlM 
ローユ侶E鮪 貰貸

実政 z 実致

72 5.0 405 

269 16.6 470 

499 34.6 334 

592 41.4 147 

1.432 100 1.356 

26.1¥ 15.2:1 

(単位千戸)

シナリオ(政府計画前) シナリオ(政府計膏後}
1991 1992 1993 1991 1992 1993 

299.1 264.9 267.0 302.6 305.6 311. 6 
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (1即日) (100.0) 

90.0 60.0 77.0 90.0 64日 65日
(30.1) (26.1) (26.6) (29.7) (27.5) (27.3) 

56.0 52.0 52.0 56.0 54.0 56.0 
32.0 26.0 25.0 32.0 30.0 29.0 

209.1 204.9 210.0 213.6 221. 6 226.6 
(69.9) (71.9) (73.2) (7日 3) (72.5) (72.7) 

32.6 日0.3 69.0 93.7 94.6 93.7 
52.2 52.4 57.1 52.5 53.7 58.4 
16.7 15.9 16.6 16.7 19.4 19.3 
17.7 16.1 19.0 20.0 25.7 27.3 
29.9 26.2 26.1 29.9 26.2 26.1 

{単位千戸)

社そ会の住他宅 のその賃他貸 その他 合計

z 笑数 z 実数 定 実数 z 実数 兎

30.3 93 23.3 1.161 23.4 797 43.3 5.167 25.1 

32.7 III 27.9 1.125 27.5 459 24.9 5.225 25.2 

24.9 1日2 25.7 944 23.1 335 16.2 5.113 24.7 

12.1 92 23.1 656 21. 0 250 13.6 5.175 25.0 

100 397 100 4.088 100 1.641 100 20.700 100 

1.9X 19目 且目 100.~ 

(単位千戸)

その他 その他 その他 合計
社会住宅 円買貰

z 実tt 定 実数 定 実数 z 実数 定

29.9 n. S 552 27日 243 39.1 1.420 23.3 

34.7 n.s 564 26.6 156 25.4 1.655 27.2 

24.6 n. S 469 23.0 125 20.2 1. 588 26.1 

10.6 n. S 436 21.4 95 15.3 1.431 23.5 I 

100 167 100 2.042 100 621 100 6.094 

1.91 19.~ 6.91 
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HLM住宅の入居者選考の関しては、現在 2つの問題が検討されている。

問題l入居者選考のあいまいさ

-選考の公開化が要求されている。

問題2低額所得者の排除、

-国のHLMIこ対する制裁・・補助金のカ y ト等の措置も実際とられている。

『べ yソン』法に基づく低額所得者の保護

入居者選考に関しては及び住宅割当についてはHLM公社及びHLM株式会社に分けて見てい

く必要がある。 HLM住宅では、建設援助の体系が住宅の入居者及び住宅割当を決める仕組み

になっているからである。 HLM公社は、住宅建設に際し、 『賃貸住宅復助.DPLA一CDCで対応

し、一部『民間企業住宅建設資金拠出金jPEECで鮪足している。これに対し、 HLM株式会社

は、 『賃貸住宅復J!lJjPLA-CDCの他に補足的融資である『民間企業住宅建設資金拠出金jP 

EECがかなりの割合で入ってきている。住宅害IJ当は、原資の調達iff，(からの出資割合を尊重す

ることから、 HLM公社と HLM株式会社とを比較すると、 「県」、 「市町村」の割合が相対的

に低く反対に「企業」割当が高くなる。企業割当分については、対象は住宅困窮者ではあ

るが、必ずしも低額所得者ではない。(ショワジー ・オノレリ一団地はHLM公社の所有である

がオルリー空港に近筏していることから、 「企業」割当で、地元企業のエールフランス等

にかなりの「企業」割当が確保されている。これらの入居者は必ずしも低額所得者ではな

い。)よって、全体的にみるとHLM株式会社の方が入居者所得は高いことになる。(違いに

ついては考察の余地あり。)

しかし全体的に見て、 HLM住宅の入居資格は、 3SMIC を U~li とすると HLM住宅世帯のカパー

率は75%となる。日本の公的住宅では、公団のカパー率は60%である。しかし、公的住宅に

於ける低額所得者対策がかなり異なっている。日本の公的住宅は「公団J、 「公社」、 「

公営」から成る階層性で、低額所得者対策はその中で「公営」で行っている。フランスに

於ては公的住宅はHLM1本で、害IJ当は 「県」 、 「市町村」、 「企業」での全体プール性にな

っており、 SocialMばならぬ IncomeMixが起こっており、カパー率75%の中で低額所得者の

入居も保障していかなければならない。また、居住権の霊視から「明け渡し請求」制度の

ような住宅の回転性を確保するようなシステムがなく入居の公平性の確保は難しし、。フラ

ンスの公的住宅は、建設媛JliJ体$1に影響された中低額階層対策であり低額所得者への住宅

害11当に関しては保障の薄い施策であるといえる。

収入超過者に対する措置としては、 「割増し家賃」の制度が存在する。ただし「割増し

家賃」制度は一律に実施されている訳ではなく、 HLM公社については40%、HLM株式会社につ

いては50%が「割増し家賃」を適用しているにすぎない。(世帯の割合では7-叫が割地し

家賃を払っており実質家賃の 15%に相当し平均170Fである。)

最近制定された『ベッソン法』は、 {恵まれない人の為の住宅法}であるが、その中の

住宅建設段J!IJに関する新しい措置は、公的住宅としてのHLM住宅の入居者選択システムの持

つ欠点を修正する目的をもっとして捉えられる。 rべ y ソン法』の中では、 HLM等公的住宅
向けの建設助成金PLA-CDCの追加制度を設けたが、それは従来のPLA-CDCと同様公的賃貸住

宅建設に供する目的をもっているが、入居者の「所得の上限」、及び「家賃の上限」に関

して制限を厳しくしてあり、より低所得階層に~(l.~仏を充てたものである。例えば、 「所得

2・12

の上限JIこ関しては、 PLA-CDC一般制度の所得の上限の60%を越えてはいけないことになっ

ている。又、 「家賃の上限Jに関していえば、一般制度ではSMICの2.1(告との制限のところ

が1.6倍に置き換わっている。より低額所得の人がより低家賃で入居することが可能になっ

た。公的住宅HLMの一般枠+アルファで公的住宅HLMの低額所得者向け枠という形での供給

が始まる。

国で入居者の収入を規定しながらも、実際には制限を上回る人が入居し、低額所得者が

排除、されているという現状は、国とHLM双方の公的住宅HLMに対する認識に隔たりがあるこ

とを示すものである。国サイドは低額所得者の入居を前提とする。それに対しHLMサイドは

企業体としての採算を重視し、より所得水準の高い層の入居を歓迎する。さらに、現段階

で住居費未払いの入居者が常時10%前後存在する状況では祈iJ.i(!の意味からもその傾向が助長

される可能性がある。 HLMとしては収入超過者が12.1%存在している状況を容認してきたま

まである。

『ベ yソン法』は、こうした状況打開の為初めて講じられた国の措置であり、入居者の

偏在を修正するものであるが、方法としては、居住権の保護がある為、上方、つまり収入

超過者は据え置いて、低額所得者を入れるという下方修正の措置に終始しているという点

はいとめない。プリカリテ (Pri x (価格): Qua 1 i le(質))から判断するとHLM住宅は栂対的に

良い条件下にある。老朽化に伴い若手される改善事業に対しては公的援助が受けられる。

改善後の住居関連貨の支払いに関しては住宅手当により入居者の負慢は鼠小限の抑えられ

る。団地更新事業のケーススタディ一団地の例では改善後に負担が減少すらする世帯が35

Zも存在している。恵まれた状況下でHLMの入居者はいつまでも居座り住宅の回転性が確保

されないという状況が見られる。

住宅助成の配分に関しては、フランスでは公的住宅HLMと特に民借問でのパランスが悪い

点が指摘される。 HLM入居者の場合は、建設補助PLA、改善補助PALULOS、そしてPALULOSを

受け改善工事を実施した場合は、居住水準が一定水準に確保されているということで住宅

手当APLの受給資格が出て来る。公的住宅入居者は、厳も多い場合で、公的援助を3重に受

けていることになる。一方、民{昔の場合、建設改善融資に関しては賃貸住宅媛助PLA-CDC

よりも融資条件が厳し L中LA-CFFが用意されているがそれにも枠があり必ずしも利用できる

訳ではなL、。また、住宅手当は一定の居住水準を満たした住宅の入居者に限るので、水準

以下の劣悪居住の住宅入居者に関しては受給資格がない。民借については、収入がHLM入居

者と同等でも何の公的緩l!iJも受けられない世帯が相当数存在する。住宅政策全体から、公

正さの関点から、公的住宅HLMに偏在した財政的媛助を他のセクターとの関係で計画し直し

ていく必要があると考えられる。

HLMセクターに限つては、具体的にはHLM住宅への入居にl詰lしては、 「所得の上限」を設

ける。収入超過世帯に対しては「割地し家賃J、 「明け波し請求」を制度化 L公的媛即jを

受ける期限を熊期限化して俊lliJの不公平を生じさせることのないよう仕鉛っくりが必妥で

ある。また、収入審査に関しては、入居時のみでなく入居後も毎年実絡する必要があると

考えられる。
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3 主主 イ主:ES;I~克室主E イ府 主ロ:主義と BB 士也豆三来斤 ~Jτ玄廷の*

三主主l!
ロEI

3. 1 はじめに

本章では、住環境整備事業と団地更新事業の政策的位置づけが、住宅の分野に於けるス

トy ク対策としての住宅改善の流れと都市計画の分野に於ける改善型都市再開発の流れの

オーパーラ yプするところにあるとしている。フランスでは、スト yク対策としての住宅

改善が単体改善から発展して、 「街区j、 「住区」、あるいは「団地」といった面的広が

りの中で論じられ、一般市街地対象の「住環境整備事業JOPAH : 1 es Op巴rat ions Group合e

s de Restauration Immobilere L岳民resd. Ini tiative Pubul ique、公的団地対象の団地更

新事業「居住及び社会生活事業JIIVS: Habitat et Vie Sociale、 11也区の社会開発事業」

DSQ: Developpement Social des Quartiersへと発展している。住環境整備事業及び団地更

新事業がフランスに於て誕生したのは、我固に於いて住田昌二が『住宅政策の空間化』を

説いた時期とほぼ時を同じくしている。フランスに於ては、近年、団地更新事業の中に、

住宅改善以外に社会的課題への対応策として「社会活動事業」も盛り込んできており総合

的胞策として発展してきている点が特徴として挙げられよう。 [32 住環境整備事業、団

地更新事業の成立に向けて]では、住宅改善から住環境整備事業、団地更新事業へと発展

していった歴史的後続を分析し、フランスに於ては一貫して住宅の集団改善が面的整備事

業の中心にあった点について考察を加えている。 [3.3 住環筑整備事業と団地更新事業(

一般市街地と公的団地)1では、住環境笈備事業OP，¥H、団地更新事業HVS、DSQについて、
事業の目的、事業区域、事業範囲等の凝血告を日月かにしていく。 (DSQ事業についての詳細は

4 1:;1:で述べる。)f5Jじ発展の軸上にあるものの団地更新事業IIVSとDSQとでは事業の内容に

関してもまた運用についても差があり、それを事業の視点の変化として捕らえ、その変化

をもたらした要因が何であったかを社会的背景なども考慮に入れながら考察していく。

3. 2 住環境整備事業、団地吏新~IÇ:U!:の成立に向けて

3.2. 1 住宅政策からのアプローチ(住宅の単体改善から)

ここでは、住宅政策の立場から、スト y ク対策として住宅改善がとりあげられ団地更新

事業へとつながっていくプロセスを明かにしたい。時期は、第二次大戦直後から団地更新

事業が始まる 1977年までを慨観する。

フランスの住宅政策の中で、スト y ク対策をみていく場合、第二次大戦直後までさかの

ぼり当時の住宅事情、大戦による履災からの救済手段、復旧手段、としてのスト yク対策
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があり、そこを原点として今日に続くフランスの住宅政策が発展してきたという経緯があ

る。戦争による被害は50万戸の破媛、 100万戸の損傷、合計150万戸と、戦前の住宅戸数の

11;1)弱が履災住宅となった。さらに大戦中のlli設活動の停止も相まって大戦直後は深刻な

住宅不足に陥った。こうした状況を受けてスト y ヲの絶対量の形成が第 l義的目的とな り、

民間サイドでは、持家、借家辿設が低利融資を('1:い奨励され、公共サイドでは1950年に 11

LM法が制定されて以来公的住宅HLMの建設が促進される。年間竣工戸数も1950年には

6万8，000戸、 1955年には21万戸、 1960年には31万6000戸、 1965年には41万2000戸と着実に

増加した。その後、 1972年の54万6000戸、 1973年の50万戸と供給は頭打ちとなっている。

この問、市街地の拡大、新市街地の開発に伴う住宅の新規w設が見られる。また、規成市
街地内の低賃なもの、老桁化したもの、大戦による履災を受けたものに関しては、取り協

し一新築というかたちで住宅建設が見られた。 1955年に非衛生住居収去事業が発足市、 ffl

力的に不良住宅から成る非衛生地区の刷新が試みられたが50年代は相対的に建設力が未だ

低く、地区によっては建設霊が取り綾 L:!i!を下回るところもあった。これら住宅「辿設」

を主たる『スト yク対策』とすれば、直接スト yク地には結びつかないもののストアクの

質の向上に寄与するもう一つの『スト yク対策』として「改善J、の手だても用意された。

「改善」は、都市部においては胞災住宅もふくめてのス トyク向上、山村部では老朽化住

宅の向上に大きく寄与することになる。

50年代、 60年代は、フランスでは戦災復興から経済成長に向けての社会的に大きなうね

りがあった。そのためにフランスの大都市に於いては地方から、また北77リカなど元ttli

民地を中心とする外国からの移民も含めて大震に労働力の確保に務めつつ産業発展に努め

た。都市化に{半う人口地に対してその受け皿である住宅をつくることが急務となった。総

住宅数は、 1946年の1，270万戸から 1978年の2，224万戸へと 30年間で 2倍弱の増加を記録し

ている。その結果1968年には、住宅数が世帯数を初めて上回り、それをもって一応の戸数

充足を達成したとの認識から、それを機に、フランスの住宅政策の目僚は住宅数の確保か

ら居住水準の確保へ、 『もう一つのスト y ヲ対策』ースト y クの質対策へと移行していく 。

居住水準への着目は、 1967年に国で定められている掻低賃金SMlGをもじって居住水準の

足低ラインを芭.味する“leS~IG du logement"といわれる扱低居住水準NM H (Norme H 

abitat Minimal)が設定された点にも見られる。これは、 1967年7月12日の居住改善(1 ' a 

mdioration d'habitat)に関する法律の中で設けられ、 lli物及び住居の安全性、衛生に関

する基準の設置、設備の設置状況に関してのきめ細やかなチェ yク項目が与えられた。快

適さの3大要裁であるwc、浴室、セントラルヒーテイングの設置が必要最低条件とされ

7こ。

1971年には、住宅改善国家事業団AN A H (Agence Nationale pour l' Amel iolat ion d 

e I'Habitat)が創設される。このように政策が60年代後半からスト yクの質対策に傾倒し

ていく。
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続いては73年、国による初めての居住水準把握の為の住宅調査が行われたが、これによ

って当時の、空き家、二次的住宅等を除いた、いわゆる主住宅といわれるもの1700万戸中、

1967年に設定された最低居住水準未満のものが670万戸と 4割を占めることが明らかにされ

Tこ。

戦後初めて1975年には/ラ報告筈という住宅政策の今後の方向性を採る為の報告書が出

る。第7次径済・社会・文化発展計画 (1976年-1980年)の策定段階で建設省、経済・財

政省から財務担当官のSimonNora氏に既存住宅の更新のあり方について調査を依頼した結

果の報告書である。その中で、スト y ク更新の手法としては、 「改善」を奨励し、改善計

画、改善経費の算定、改善後のスト y クの量的予測について触れている。ノラ報告筈の出

された背景はつぎのようなものであると解釈される。

まずそれまでの経総から、前提として、 1973年の住宅調査の結果に基づく全住宅数の4

害1)を占める最低居住水準未満の住宅について何れかの手法に基つくスト yク更新の必要性

があった。 1973年のオイルショ yタ以降一転して経済成長が低迷し、緊縮財政のなかで、

これまで行われてきた各方面に於ける大規模な財政投資の見直しが迫られ、都市計画に於

ては大きな資本を必要としないという点から新市街地の開発に代わって既成市街地(1 es 

centres-vi Ile)の再編成、建物の再活用が検討された。都市計画に於けるスト y クの再活

用の方針をうけるかたちで住宅政策においても、住宅の新規建設が低迷していくのと対昭

的に、建物の再活用ということで『もう一つのスト y ク対策』ー「改善」の見直しが計ら、

以後スト y ク対策として定者していく。

また公的セクタ -HLM住宅の現状に対する指摘の要約は次のようなものである。 il-l

LMセクターにおいては、収入の低い層、と蛋も収入の低い層(年収23000F以下の世帯)

のわずか15%のみが、借家の28%を占める HLMに入居しているにすぎない。l-ILMセクタ

は全体的に見て家賃を低廉な家賃ということで設定しているが、それは社会的と呼べる

にはほと速いものである。 JH L Mでは、収入制限は入居時においてのみ有効であるため

現在l-ILM入居者の25-40%が家賃の上限を超過しており、工Lに援助を必要としている階

層がHLMに入居できずなんの俊助も受けずにいるという財政援助の非効率性と非公正性

について触れている。 1975年には、 HLM連合の会長であったRobertLion氏により住宅白

書が出され、特に公的住宅の現状に警鐘を鳴らし次の点を指嫡している。①1972年以来の

住宅建設の溶込み、②居住水準の低下、③住居関連資の適正負担など。この報告は、後の

田地更新事業HVSが成立する段階で公的住宅の現状報告の参考資料となっている。

その後フランスの住宅政策の方針を打ち出した決定的なものとして、 1977年のパール報

告 (RapportBarre)がある。これは元首相であるレイモン ・パール氏を委員長とする内閣

の諮問機関である「住宅金融制度の改正に関する研究委員会J(Ia Commission d'Etude 

d' une Reforme du Financement du Logement) により提出された答申で住宅に対する限ら

れた財政俊助をその枠のなかで効率化することをスト y ク対策との関係から狙ったもので
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ある。この制度改革の主な目的は、 1)既存住宅の改良、 2)持家取得の促進、 3)住宅の質の

改善、4)家族構成と所得に応じた住居費負担の公平化である。住宅財政の比重を 『石への

俊助~ (建設術助)から 『人への援助.! (住宅手当)へと大きく移行させながら、それぞ

れについては次のような見直しが見られる。

①住宅手当の見直し ・人的属性により支給対象が決まっていた従来の社会給付的住宅

手当ALから、所得という観点からのみ支給対象を決めて行く住宅政策の領敏からの新し

い住宅手当 AP L : Aide Personnalisee au Logementへの移行を行う。同じ財源、の中で建

設補助を制限し住宅手当に資金を振り向けることで、限られた HLM入居者が建設備l!iJを

受けた低廉な家賃を享受できるという状況に歯止めをかけ、より多くの人が住宅に関する

援助をうけることができるよう公平性、効率化実現の為 『住宅政策の大転換』を図ったの

である。

②住宅建設資金貸付制度の見直し・ー ーー・所得から自動的に貸付金の種類が決まるという所

得と住宅の質の画定化を解消し貸付金利を一般金利に近づけながら住宅建設資金貸付の一

本化を計った。

ミ -Jレ報告は、持家取得と同時に上記の①の住宅手当の楚備を計ることにより住居関iili

貨の上昇を緩和し入居者を保護しているが、スト y ク対策の面では賃貸人に対し一定の居

住水準を満たすべく改善工事を義務づけ既存スト yクの向上lこ寄与させている。パール報

告は10年以上前の1977年に出された報告書であるが、この中でえがかれた住宅政策の方針

はその後の幾つかの修正を加えられながらも基本的には今日のフランスの住宅政策の基本、

現行制度のまま礎となっているという点で非常に大きな重要性をもっている。

大戦後からの住宅政策の流れを慨観すると、ストッヲ対策は、新市街地の開発に伴う新

規建設及び規成市街地に於ける建物の取り議し一新規他殺という都市計画のありかたに沿

って60年代後半あたりまでは主たる『ストック対策』一つまりili設主導で進められる。以

後、 68年の最低居住水準の設置、 71年の住宅改良公社AN A 1ーIの設立など70年前半までに

主たる『スト yヲ対策』である「建設」と並行しでもう一つの『ストッヲ対策』である「

改善」に関する政策が助長され始め、 73年にはオイル・ゾヨ y クの影響を受けて新規住宅

建設が改善を初めて下回り、一転して『もう つのストック対策』である改善がフランス

に於いては重要なスト y ク対策の鍵を握ることとなる。

75年のノラ報告、 77年のパール報告といずれも既存ストック活用の方向性を打ち出してお

り、特にパール報告に基づく『住宅政策の大転換』では、 『もう一つのスト yク対策』で

ある改善をサポートするための諸策が、住宅手当 ・改善補助金、等の面から整備された点、

が着目される。改善事業が単体改善から集合的改善へとiffiみ面的整備事業と発展していっ

た。
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3. 2. 2 都市計画からのアプローチ(不動産修復と保存地区に関する法律から)

次』こ、視点を変え、都市計画の流れの中で、 1958年lこ都市再開発が誕生し、その都市再

開発制度の展開上に面的整備事業、総合事業としてのOPAH、HVS、DSQが形成さ

れていったとの認識に法づいて、再開発が誕生する1958年から住環境整備事業、団地更新

事業が成立をみる 1977年までについてその成立過程を明かにし、鼠終的には1977年の時点

で住宅政策と都市計画の融和が生まれ、住宅政策の空間化と呼べるものとしてOPAH、

HVSが実現されていった経緯を整理していきたい。

フランスの都市計画システムは、全国レベルの「都市計画全国規制JR N U : Reg 1 emen 

t National d' Urbanismeと、 1967年より開始された自治体レベルで策定される 「都市基

本計画JS D A U : Schema Directeur d・Amenagment 、 「土地占有計画JP 0 S : P 1 an d 

Occupation des Solsの二つの柱に加え、 「法定上限密度JP L D : Plafond L匂alde D 

ensjt~などから成り、それらの規制の枠の範囲内でさらに建築許可 Permit de Constructi 

onを受けて建設活動が成立するという図式である。(年代)

戦後50年代、 60年代には順調な建設活動が推進されていったが、一方50年代後半から19

58年の政令1465号の都市再開発事業に代表されるように、新規i主投とは別に既成市街地に

焦点、をあてた都市再開発肘novationUrbainが議論されるようになって行った。大都市内部

では不良住宅の撤去、改善が行われるようになった。市再開発は戦後長らく放置状態にあ

った既成市街地のあり方を初めて振り返ったもので、老朽化した住宅、建物、都市基盤に

どう対応し、都市構造を編成し直すかという視点から都市計画を問いただしたものである。

1958年法に基っく市街地再開発事業は、既成市街地の老朽化、不良住宅地区を払拭してし

まい同地区に容積率を上げ新たに建築するというステラ yプ ・アンド ・ピルド型のもので

あった。このスクラ y プ アンド ・ピルド型は、パリ市内では、セーヌ河左岸ピノレアーケ

ム地区等の成功率例と同時にイタリー広場周辺地区、モンパルナス地区等の問題事例も生

み出している。

このスクラ y プ アンド ・ピルド型の再開発との対比で改善裂の再開発として住環境整

備事業や団地更新事業がでてくるが、それは、歴史的建造物の保護を目的としたマルロ一

法の流れを受けて鼠終的にでてきた成果物であるので、 7Jレロ一法以降の改善型再開発の

流れを見ていきたい。

1962年8月4日法として「不動産修復 (Restauration lmmobil iere)と保存地区 (Sec 

teurs Sauvegarde)に関する法律」 一通称7Jレロ一法 (LoiMalraux)が、当時の文部大臣

が主宰だったことからその名をとって制定された。歴史的建物とその周辺環境の維持を保

全地区 (lesSecteurs Sauvegard己s)を指定することによって行うものである。 1963年に

建設省が特に不良住宅密集地区を抱える 7都市 (Boulogne-surSeine， Li 11e， Nancy， Borde 

aux， Marsei 11 e， Par i s)の市長に当該地区に対して措置を講じるよう要請したのを受けるか

たちで、1966年には ?Jレロ一法を適用して住宅改善の実験事業が始められた。この事業は、
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過渡期の実験的事業だったことから知名度は高くないが、歴史的建造物、地区の保存を目

的とした 7)レロ一法を適用することで改善型再開発への道筋をつけたとして評価できる。

この実験事業の特徴は①7ルロ一法の中の歴史的建造物に用いた「修復Jという手法を住

宅に 「改善」というかたちで適用した点、②単体改善から集団改善へと幅を広げた点、③

最低居住水準の確保とあるように改善の目標設定が明かにされた点などにある。この実験

事業の成功によって、 1913年の「公的イニゾアチプに基つく軽度の不動産修復事業J0 G 

R 1 Ies Qperations Group合esde Restauration Immobiliere Legeres d' Initiative P 

ubu1iqueが導入されることとなる。 OGRIによって、 1911年に「住環境整備プログラム」

o P A H Qperation Programmee d' Amel iorat ion d' Habi tatに吸収されるまでの4年間に、

年間1800戸-2000戸の住宅改善が行われOPAHに引き継がれる1971年には130の事業中9

。が完了した。ここでは、①単体改善の間の連絡をはかり1iE率的に集団改善を行っていくこ

と、②居住水準の確保、③従前居住者の保護を目標としており、これは都市の全面的刷新

を伴うスクラ y プ ・アンド ・ピJレド型との対比で、改善型に分類され軽度かつ柔軟な笠備

手法として3平価を得た。

都市再開発法が制定されて20年、 (改善型再開発の前身ともいえる公的イニゾアチブに

基づく不動産修復事業OGRIの成立から 4年を経て)、長j切に渡るスクラ yプ ・アンド

・ピルド型の再開発の時期を経て、 1971年には改善型の流れを汲み内容的に整備され今日

まで至っている住環境整備プログラム OPAHが成立をみるのである。改善型再開発であ

る住環境整備プログラムOPAHは、 1913年のオイル ・ショ yク以降の低迷する経済状況

にあってまさに時代の要請に答えるものとして誕生し定着してきたものである。改善型の

メリ y トとして次のような点が挙げられる。

ill築学((')観点 :都市の骨格そのものを変えてしまうような大きな変革はもたらさないので

地区の建物の建築的調和は比較的保たれやすい。又、耐久性の観点からは、フランスの建

物は、一般的に建物寿命が長く躯体も堅労であることから改善工事に耐え得る。

経済的観点 :多大な財政投資を要する スクう y プ ・アンド ・ピJレド裂はリスクが大きく、

その適用はポテンゾヤノレが高く事業採算のとれる地区に限定されるが、改善型では資本役

下は相対的に少なく住宅地等に も積極的に適用できる。

社会的 :既に、 19&&年の住宅改善の実験事業、 OGRI、で実行されているが地区の社会

的環境を変えないことを目的としており、従前居住者の保護が前提にある。

その他の観点:事業によって人口増、住宅増がもたらせられる ことはなく 、都市基盤箆備

との整合性をilI;することはない。

以上、改善型再開発事業としてのOPAHを都市計画的な観点、からみてきたが、OPA

Hの事業目的は、 P.Dunoyer de Segonzac氏によると次の3点に集約される。

非衛生住宅(浴室、室内便所を欠く住宅)の順次改善・・・当時&00万戸が非衛生住宅と

して登録されていた。

3-6 

-地区の住環療護備

-公共公益施設の整備

当時の&00万戸の非衛生住宅を目のあたりにしては、従来からあった19&1年法に基づく住

宅の領威からの単体改善は非効率的なものであった。そうした状況の中で、地区を設定し

て地区の環筑整備と併せて住宅の集団改善を実胞していくという面的諮備事業である住環

境整備事業OPAHが誕生していった。

OPAHは、改善型の再開発で都市計画の領i或の事業であるが、事業内容から把握して

いくと、時代の要請でもあった非衛生住宅の改善が事業の第 I義的な目的であった為、こ

こに初めてフランスに於ける都市計画の流れと住宅政策の流れの合体が見られる。

以上、フランスの改善型再開発の発展過程と、最終成果物である OPAHの特徴につい

て都市計画と住宅政策のからみから慨観してきたが、一般市街地を対象とした住環境箆備

事業OPAHが開始された1917年に、公的団地を対象としてその更新を狙った団地更新事

業「居住及び社会生活事業JH V S Habitat et Vie Socia1eが始まっている。都市再開

発にはあたらないものの幹線道路、住宅も既存のものを活用し住棟配置も変えない等団地

の構造そのものには変化をもたらせない点から改善型の事業として位置づけられる。

3. 3 住環境整備事業と団地更新事業(一般市街地と公的団地〉

1977年に公民サイドで 2つの改善型の面的整備事業、 OPAH、HVSが整備されるが、

この年には住宅政策の分野ではパール報告に基ついて 『住宅政策の大転換』が行われ、 「

建設」から 「改善Jへ、 「建設備助」から「住宅手当Jへと住宅財政の配分lこ大きな変化

が見られた年である。商的箆備事業が整備された時期に、これら事業の主たる課題である

住宅改善に対して、改善納励金が整備され、また改善に伴う入居者対策として住宅手当の

制度が新しく発足しているのである。住宅政策と都市計画、各々の制度の発足にあたり整

合性を持たせていることが読み取れよう。

ここでは、改善型の面的獲備事業として1977年に始まった一般市街地を対象とした住環

演整備事業oP A Hと公的団地を対象とした HVS事業、さらに HVS事業を継承し 1982

年から開始された DSQ事業についてそれら事業の目的、特徴を明かにすることを目的と

した。

3. 3. 1 住環境鰭術事業OPAH

OPAHは、 1977年6月l日の建設大臣の通達に基づいて実施された事業であり 、一般市

街地を対象とし、不良住宅の改善、地区の公共公益施設箆備などをおこなういわゆる面的

整備事業である。国 cill設省 (Ministerede l'Equipemenl et du Logemenl)、 「住宅改

良公社JA N A H : Agence Nal ionale pour l' Am古liorationde l'Jlabilat)、関係市町村
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の3者間で「協約J (Convention)を結ぶことによって初めて事業が成立する。 OPAH

は1977年に成立してから今日に至るまで、安定した実績を挙げ、 1977年から1985年までに

全国l.047カ所で事業が実施され、住宅16万戸が改善されている。最低50戸程度の規模から

OPAHは事業成立可能であるが、 100戸から300戸程度の規模が多く、規模に関しては幅

がある。

o P A 1-1の実絞:

OPAHは、市町村の発:eに基づくもので全国のいかなる市町村に於いても実施できる。

OPAHの事業地区l.047地区中、農村部に於けるものが447地区 (45，6%)と、事業の展開

は、都市部、農村部に二分されている。 OPAHは設立当初は、最低300戸以上の住宅改善

を想定していたので、都市部を前鑓にした面的整備事業事業であるとされていた。しかし、

同d在日tionNationale de l' Habitat Ruralが住宅省官のJaquesBarrot氏にOPAH事業

の「農村部への適用J (ruraliser)を促し、以後OPAH事業は都市部、農村部を問わず

数十戸の住宅改善から用いられるようになっている。フランスの農村部に於ける最近10年

間の主とした住宅改善は、殆どがOPAJ-Iによるものであると示されている。フランスに

はcomrnuneと呼ばれる市町村が36，000あり 、うち30，000が燦村部に存在するが、その段村部

市町村の10%にあたる3000がOPAHを実施している。ここで最低居住水準未満の住宅比率

を、全国平均、段村部で見てみると全国平均が15，0%であるのに対して農村部は22，7%と、

かなり平均を上回っている。 OPAJ-I事業の目的が最低居住水準未満住宅の解消にあると

すると 、これら劣悪スト y クの割合の高い農村部に於いても、都市部同様スト y ク更新策

としてのOPAJ-I事業の位置つけが大きいものであることが推察される。

OPAHの実施:

手I1国としては、事業主体である関係市町村による事前調査が行われる。まず、地区の状

況、住民属性、地区更新の可能性、実現↑生等を判断する「予備調査」がある。続いて協約

の内容を詳細化した「事業計画調査Jがある。 r事業計画調査」に於いては住宅改善の目
標数、公共施設の笠備目標、全体事業費の負担、事業参加希望者リストの作成なとがある。

「予備調査」に l年、 「事業計画調査」半年で、合計 l年半の調査期間が見込まれている。

これらの調査を経て、初めて事業主体である市町村は事業の請負業者と契約 (contrat)を

結び、又、一方で、国と ANAJ-I公社と協定 (convent i on)を結び事業が成立するのであ

る。事業期間は 3年とされ、原則的には延長はされないため事業効果に限界があるとの指

{尚もなされている。

事業の特徴は、 「鼓舞するようなJ (incitative)、 「契約によるJ (contractuel1e) 

という 2語の形容詞でなぞられるように、前者は、事業が任意1生であり住宅所有者の事業

への参加、不参加の意志決定により事業の成否が決まり強制l力に欠けるが、 その改善によ

って他の改善をも誘発していこうという姿勢を示し、後者は、 事業が上からの命令によっ

てなされるのではなく、事業主体である自治体の発意がまずありあくまでも園、住宅改良
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公社、関係市町村が対等な位置関係にあって「契約」を結ぶという実態を表している

OPAHと財政措也:

OPAHへの財政的俊助は、住宅とその他に分けられる。 OPAH事業の第 l義的目的

は住宅改善にあるが、同時に公共公益施設型車備等も行い、総合的に住環境整備を行う点に

ついては前に述べたj湿りである。

1 )住宅改善術J!iJ

OPAH 事業は、一般市街地における住環境整備事業であるため、そこで適用される住宅

改善の為の補助金は、持家を対象とした「持家改善繍助JP A J-I : P r i me a l' Am創 1ora t 1 

on de l' Habi tatと民間賃貸住宅を対象としたANAJ-I補助の二つである。住宅改善のため

の補助、 PAl-I、 ANAH摘助はともに、住環境整備などの事業とは別に単独で受給でき

るものであるが、劣悪スト yクが集中しているこれら事業地区では、その必要性に応じ1m

ll.iJ率の割増しが見込まれている。

PAH鮪JliJ

築後20年以上経過した持家の改善を目的とする国の一般財源からの補助。創設は1977年。

預金供託金庫 CD C Caisse des Depots et des Consignationsから支給される。補助率

は、一般的に25%であるが、 OPAH地区では30%が適用される。

ANAH補助

1948年8月31日法(借家法)以前に竣工した賃貸住宅の改善のための補助金で、 1971年

に設立された「住宅改善国家事業団JA N A H : Agence Nationa1e pour l' Am己1ioration

de 1-Habi tatより支給される。 1987年までは、その資金源は、賃貸住宅の家賃収入に対し

て一定税率で儲けられる 「付加賃貸借税JT A D B Tax Additionelle au Droit du B 

a i 1であった。言い換えれば、1i:l-1人に諜せられる改蓄積立金のようなものである。 1987年

以降は、付加賃貸借税が直後国庫に入るようになったので PAl-I同級国の一般財源の住宅

予算から支給されるようになった。補助率は、一般に20%であるが、 OPAH地区では25

%が適用されている。

I雨IlIJの支給条件 ・

lフランスでは最低居住水準の定義は、快適さの 3大要素WC、浴室、セ Y トラルヒーテ

イングの設置であるが、それを満たさない住宅におけるそれら要紫の設置工事

2省エネ工事(断熱工事等)

2 )住宅改善以外の術IlIJ

この事業のなかの、住宅改善以外の事業に関 しては、財政的には、 「都市箆備萎金J ( 

F A U Fonds Amenagement Urbain)から援助を受けている。 FAUは、再開発関連事業

の補助予算を統合しており 、OPAH以外に、I-!VS事業、都市再開発事業 (RU)、非

f~j生住居倣去事業 ( R H 1 )等に予算配分をお こなっている。 FAUは、1976年8月24日の

通達により創設されたが、 1984年12月7日の政令により廃止されたため、 FA U基金の実質
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的有効期間は、 1977年から1984年までである。基金では建設、大蔵、内務、社会保障の各

省の再開発関連の資金を統合管理しており、こうした資金の統合化はとりもなおさずそれ

ら資金を受け取る諸事業の省際性を表しているものである。

OPAH事業のなかで、 FAUから出される資金は、調査賀補助、事業推進費補助、公共

公益施設務備補助などである。

・調査fl!i市助 補助率15%

・事業惟進費術l!iJ. 補助率15%

・公共公益施設整備椀助ー備助率、用地50%、施設35%

3.3.2 H V S 事業

OPAHが一般市街地に於ける住環境整備事業として発足した1977年に、公的団地を対

象とした改善型の面的箆術事業、更新事業として「居住及び社会生活事業JH V S : Habi 

tat et Vie Socialeが誕生しているが、次の二つの観点から事業の必婆性が議論された。

建築、都市計画的観点 .

フランスも日本同様公的住宅の本格的整備を見るのは戦後のことであるが、戦後一斉に

建設されてきた公的大規模団地 (grandsensembles)が建設後初年から30年経過し、公的

セクターにおいては、住宅スト yクの老朽化がすすんできた。スト yクの老朽化のみなら

ず経年変化のなかで、公的大規模団地に対する様々な計画上の批判がなされている。単調

な住棟配置、画一的な住戸デザイン、戸数至上主義を貫くための高層建築群、低コストか

らくる低い居住水準等。先進諸外国では公的住宅は7テネ窓主主で高らかに唱われている近

代建築の合理性の理念に基づいて建設されてみたものの、結果的には経年変化のなかで械

々な反省を求められるにいたった。例えば、フランスでは、以後の公的大規模団地の建設

を祭止し小規絞開発を奨励した1973年のギ yゾャ一通達 (CirculaireGuichard. 1973. 5.1 

1)の例等にあらわれている。また都市計画的観点からは、都市交通網から遊離し市街地と

のillたんを欠いているという地理的孤立性が指摘されている。

社会的観点:

またフランスに於いても1973年のオイル ショ yヲが契機となり景気の落込みに見舞わ

れ、次第に失業率の上昇が問題化してくる。こうした都市の社会的安定が欠除した状況の

なかで、増幅されたかたちで諸問題が露呈していったのは、都市内部よりもむしろ都市の

郊外部に立地している公的団地においてであった。公的団地が低額所得者向けであり、住

民はマイノリティー屈に特化する傾向にある。オイル ・ゾヨ y クにより失業し、打撃を受

けやすいのはこうした 7イノリティ一層である。社会不安のなかでコミュ ニテ ィーの社会

的安定が著しく崩れ、パンダリズムが続出した。パンダリズムとは、ヨ ロ yパ諸国を中

心として、 70年代より顕在化してきた暴力、破犠行為であり、具体的には、公的団地では
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次のような事例が挙げられる。

-駐車場での車への放火

-電話ボ y クスの壁面ガラスの破壊

-改善箇所を次々と破綾し原状に戻す

HVS事業の実施 :

住宅の老朽化、団地の社会的荒廃を直視し、窮状に対して団地更新の為の施策を用意す

るべく、元首相であり 『住宅政策の大転換』により数々の変革をもたらしたレイモン・パ

ールlこより、 HVS省際委員会 GroupInterministeriel HVSが召集された。第7矧の国

家計画の中の事業としてHVS事業が開始された。全国で50数箇所が事業対象地区に指定

された。 HVS事業は従来から存在した住宅改善をOPAH同線、初めて集団的に実胞し、

同時にコミュニティーの活性化の為団地レベルでの物的更新を目指した面的整備事業、団

地更新事業である。

HVS 事業の特徴:

1 )事業における省際性・-住宅改善の担当省庁は建設省であるが、団地レベルの物的更

新一外構、広場整備、施設佳設については数省が関与している。

2 )事業における多数の主体の参加.....事業におけるパートナーシ yプという言葉で表し

ているが、事業は、地元市町村、住宅供給主体HLM、各協会、住民、家族手当金庫 CA

F :Caisse d.Allocation Familialle、など多数主体の参加によって成立している。

HVSと財政的援助:

事業は、住宅改善とその他に分類される。

1 )住宅改善補助

住宅改善補助には、公的住宅の改善目的のために設けられた PA L U L 0 S (Pr i me s a A 
mピliorationdes Logements a Usage Locatif et a Occupation Sociale)が使われる o H 
V S 事業の成立をみた 1977年に、この補助金制度も誕生している点が着目される。

2 )住宅改善以外の筒l!iJ

住宅改善以外のものについてはOPAH事業同様、幾つかの面的笠備事業に関する予算を

統合し管理している「都市整備基金JF A Uから支給される。

十IV S事業は、団地更新を目指す面的整備事業として初めての試みであり 、事業の実施

においてl住宅改善、 2外術、広上品整備、3公共公益施設建設などが計画項目として列挙

されているが、事業の各項目間の比重配分については、事業主体によりまちまちであり、

住戸内部の改善に限定されるところもあれば、2外橋、広場整備、3公共公益施設建設な

どの比重が大きいところもあるなどバラツキがあった。つまり、住宅改善事業に終始して

いた事例もあれば 、 1.3 を lJJ:業のなかに盛り込んで面的整備事業の性格を il~ く出していた

ものもあった。団地の活性化を目的とした団地更新事業という共通のスタンスにたってい
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るものの、事業の計画、実施段階においては明解なガイドラインを欠いたまま、経験の少

ない事業主体の判断、裁量にのみ頼るなかたちで事業展開を許してしまう結果となり、事

業の制度や運用上の未熟さが指摘された。こういった事業としと未熟さは、当時としては

先駆的であった事業の特徴である「省際性」や仮数の主体の参加による「パートナ-:/ '/ 

プ」に於ても見られるが、のちにDSQに於て充実強化される。

事業の計画、実施段階において明確ながイドラインに欠けていたため、事業の普通的な

傾向、全体像を提示するのは難しいと考えられるが、ここでHVS事業の l例を挙げその

個別事例に示されている事業項目と事業費配分からこの事業の大枠を把握することは可能

である 0

・1963年建設、?)レセイユ郊外、 Frais Val10nのGrandensemb1eの一例

事業項目 事業主主

内訳 ①省住宅エ改ネ善工事、 3350MF 

②外箆構備、広場 1070MF 

③公施共設公益 380MF 

合計 4800MF 

事業予算の内訳は、 「都市整備基金JF A Uからが28%，地方が4%、関係市町村が17耳、公

的事業主体が50%となっており、全予算の40%は貸付金でまかなわれている。

3. 3. 3団地更新事業DSQ

団地更新事業DSQは、前身である団地更新事業HVSの目的を引き継いでいるが、制度的に

は洗練され、運用に関しでもきめ細かい胞策へと発展 してきている。 HVSは、 1977年に開始

されたが1982年にはDSQに吸収されて しまうので1977年から 5年間の実綴しか残していない。

フランス各地の郊外団地ではパンダリズムが勃発し、激化していった。こうした社会的荒

廃が深刻化する団地に於て、物的更新に終始しがちな現行の団地更新事業から、事態に対

して早急かつ有効に対応していくことが可能な、より「社会性J、 「総合性」を備えた新

しい団地更新事業が要求されるようになっていったのである。 70年代に始まったパンダリ

ズムは、 80年代を迎えて激化し全国的規模の暴動に発展していく。 81.82. 83年には、 Lyon

-Venis-Sieux (リヨン ・ブニ ・ショウ)、 Courneuve (クルヌーブ)、 Argenteui1(7)レ

ゼンティーユ) Nan terre (ナンテー Jレ) Marsei11e (7ルセイユ)などの都市の郊外部団

地でそれぞれ暴動がおきそのすざましさから、一巡の年の『熱い友 (et巴schauds) ~事件

と呼ばれる。これは、フランスの社会問題として大きな反響を呼ぴ、治安といっ た都市の

安全性に関わる問題から失業問題にいたるまで、当時のフランスの都市のありかた、とく
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に放置状態にあった都市郊外部のありかたを問いただす機会を与えた。

1981年には、 HubertDubedout氏を委員長とする「地区の社会開発国家委員会J

DSQ: Commi ssion Nationale pour le Developpement Socia1 des Quartiersが設立される。

問題地区を抽出し、その中から22地区に於て1982年、 1983年、団地更新事業DSQの実験的事

業、バイロ y ト事業が開始される。事業地区は、 LaCourneuveの (Les4000)、Venissie

uxの (LesMinguettes)、Mantes-1a-Jo1ieの (LeVa 1 Fourre)、Nancyの(LeHau t du 

Lievre)、Saint-Etienneの (Monchovet)、Marseilleの (QuartiersNord)など特に団地

荒廃の著しい地区である。この 2年の試験的期間を経て団地更新事業DSQは第 9期国家計画

の第10事業に組み込まれ、団地更新事業DSQ第 11羽が1984年から1988までの 5か年を事業期

間として開始される。

DSQの事業制度については、 4Itiで別途検討することになるので、詳細についてここでは

割愛する。

まとめ

第3意では、住環境整備事業、団地更新事業の系譜を概観してきたがいくつかの点をこ

こにまとめることができる。段初に、 3.1住環境整備事業、団地更新事業の成立に向けてで

は、次のような点に触れてきた。

フランスでは、 1958年の都市再開発法に基づき都市再開発が始まり、 60年代に起こって

きた改善~再開発のながれを汲んで、一般市街地を対象に住環度~備事業OPAH 、 公的

団地を対象に団地更新事業oS Qが誕生した。改善型再開発がフランスでは、建物の修復

を尊重する文化財保護の視点から発してきているが、この点が大きな特徴であり、他の先

進諸外国に於ける出発点と著しく異なると ころである。既に1831年に文化財保護局が創設

されている。 OPAH等も究極的にはこの文化財保護の視点に立った「不動産修復と保存

地区に関する法律J (マノレロ一法)に端を発している。 1966年に不良住宅密集地区を抱え

るフランス 7大都市において、 7)レ口一法適用の住宅改善の実験的事業がおこなわれる。

その特徴は、①?)レロ一法の中の歴史的建造物に用いた「修復Jという手法を住宅に「改

善」というかたちで適用した点、②住宅改善を単体改善から集団的改善へ応用した点、出

最低居住水準の確保という改善の目標設定が日月かにされた点などにあり、いずれの要素も

スト y ク対策として極めて画期的な挑戦であった。これによりフランスの面的整備事業の

基礎ができ 、OGRI、OPAHに引き継がれている。こうした点から1966年の 7)レロ一

法適用の住宅改善の実験事業の役割は、そのま日名度の低さにもかかわらず大きく評価され

るべきものである。このようにフランスをはじめとした欧米諸国に於ける住原境整備(改

善型再開発)においては、発展の系譜からも理解が可能なように、住宅改善が事業の中心

的課題として存在した。またイギリスの総合改善地区おいても、住宅改善、そして住宅周
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辺の環上章改善を行うことが録終的には自らのスト y クの価値の増進という形で還元される

という考え方が基調にある。欧米諸国では、わが国と比較して土地利用ゾーニングがはっ

きりしており、従って用途の転用が少ないため「純粋な住宅地としての環境保持が、スト

y クの価値の地進を決定する。」という概念が定着している。日本の住環境笠備事業(改

善型再開発〉の現状が、まだ住宅改善に切り込めず、道路の拡幅、中骨街路の整備、広上品、

オ プンスペースの確保など、都市の防災面からの要拐にこたえるかたちが一般的である

という状況とは、対照的である。

次に、都市計画、住宅の分野での1911年という年の評価を行いたい。住宅改善を軸に置

いた地区の整備手法として公共 民間に置いて各々lIVS事業、 OPAH事業が誕生する

が、同時にそれら事業をサポートする財政的媛JliJのプログラム、住宅改善補助の制度の整

備を伴い、いわゆる《既存スト y ク活用の為の道具辿て}が出揃った年である。これら事

業は、改善補助という財政的援助なくしては、 11:自には存在し得なかった点が着目される。

この住宅改善術助は、事業地区だけに適用されるのではなく改善重視への住宅政策全体の

政策の転換に基ついてどの住宅に対しでも条件さえ迎合すれば支給されるという普通的な

性絡のものである。しかし、事業との抱合せで住宅改善補助が支給される場合は、事業地

区は、より改善の必要性が高いという判断から補助金が%から10%割地しされるなどの俊過

措置を伴っている。民間賃貸対象の ANAH揃助は、 1911年より存在しているが持家対象

の住宅改善縞助 PA!-I、そして公的賃貸対象の住宅改善補助 PALULOSは、改善意視

へ向けての『住宅政策の大転換』と時期を同じくして整備されていったものである。

住宅改善補助は、 ANA!-I補助、 PAH、PALULOSいずれの場合も補助金を支給

する際に住宅の居住水準に関して条件が各々設定されており、住宅の所有者は改善によっ

てその居住水準を満たすことが義務つけられている。 有n助金を出す代わりに居住水準の縛
り付けがあり、この縛り付けによってス トy クの質の向上を保陣している。また、これら

住宅改善補助を受けて改善済みの住宅の居住者に対しては、居住水準を確保した見返りと

して、また賃貸住宅に於いては家賃上昇から入居者を保援する目的で、社会保i僚ではなく

住宅政策に立脚した所得をベースにした住宅手当 APLの受給を可能にした。以上1911年

の《住宅政策の大転換》がもたらしたスト y ク更新、特に住宅改善に関するキーワードと

して、住宅改善補助、居住水準の縛り付け、住宅手当の 3つがあると考えられるが、これ

らのあいだには、協定 (Convention)に基づく有機的な関iiliづけー リンケージがある。協

定 (Convent ion)の概念は、フランスにおいて非常に意味を持つものである。この場合、

住宅の所有者は、!-ILM機関であれ、個人のアパート経営者であれ、持家取得者であれ、

住宅改善を行おうとするものは、固と協定を結び、この協定の中では、rri当りの工事単価

の上限、五主低居住面積、居住水準、また賃貸住宅の場合は、家賃の上限、賃貸借期間など

が詳細に決められている。そして協定を結んだ住宅 (logementconventionne)の入居者の
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みが住宅手当AP Lを受けられる。このリンケージは、事業を単独でとらえず、事業と関

連して派生してくる異なる次元の課題(個々では住宅手当など)も組み込んで住宅政策の

全体的枠組みをあらたにっくり直す作業である。リンケージによる政策の進め方は、スト

yク対策を考える場合も常に(也の限liili課題に注意を払っており新しい事業をすすめること

によって生じてくる政策全体のアンバランスを積極的に調怒しているとして評価できる。

しかしいまの制度においては、、例えば賃貸人に一定の資力がないために住宅改善ができ

ないでいる劣悪な民間賃貸住宅においては、相変わらず劣悪な居住水準に停滞し、その住

居の入居者も、住宅が協定済みでないため住宅手当の受給資絡がなく、スト y ク対策の点

からも、適正家賃負担を目悔す入居者保護の点からも、それらの階層が施策から依け浴ち

てしまい、底辺層も含めての総合的対応が要求されているなとの問題点も抱えている。

いろいろな粁余曲折をへて、 1911年には、面的笠備事業として OPA!-I、 HVSが、ま

た1981年には団地更新事業として DSQが誕生する。 以下 [3.1 住環境箆備事業と団地

更新事業(一般市街地と公的団地)Jに於いて記した民間市街地を対象としたOPA!-I事

業、団地更新事業であるf-1VS事業、DSQ事業について事業の性格を簡単にまとめてみ

たL、。

事業規模についてであるが、 OPAf-I事業は一般市街地を対象としており、任意事業で

あり事業規模は最低so戸から可能で、平均は100戸から300戸位とされ比較的事業規模は小

さいといえる。これに対しI-lVS、DSQ事業は、事業区域が主として公的団地 grande 

nsemb1eである為、例外はあるものの、原則的には、 1000戸以上の規模のものが対象とな

り、 OPAf-I事業との比較では、かなり大規模な事業であると言える。

~I; !!f~n任は、いずれの湯合も地元市町村にあるが 、 事業契約に関しては、 OPA f-Iの場合

は、園、市町村、住宅改善国家事業団 ANAHの聞で結ばれる。一方、 HVS、DSQ事

業においては、園、市町村、住宅供給主体HLMの聞でかわされる。

これら事業の特徴ともいうべきものは、市町村サイドからの発意が事業の前提にあるとい

うことである。国或は県側からボトムダウン形式で事業区域に指定されるのではなく市町

村側から県の作成する事業リストに絞るべく立候補し、県の選微を受けたものは最終的に

国に承認され事業指定地区に決定される。よって市町村側からの働きかけなくしては事業

への参加はない。またこれは、市町村自らの恒常的な住宅、都市計画行政に対する関心、

努力が存在しない限り事業への参加、実施は難しいものと考えられる。

個々の世帯の立場に立ってみると、 OPAH事業においては事業は任意事業であり、個

々の世帯の事業への参加は、個人、、住宅所有者の希望に怠づき任意的である。これに対

しHVS、 DS QI作業においては、一旦事業決定されると、その地区の世帯は自動的に事

業に組み込まれることになりいわば強制l参加のかたちをとる。このように見ていくと oP 

AH事業は、事業規伎が小規模なものから実施が可能であるという事業の容易性をもっ反

面、事業参加の決定は段終的には個人、住宅所有者の裁量にあり、住宅所有者が同意しな
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いかぎり取り残されていくという問題点がある。それに対一方HVS、DSQ事業は、地

元市町村が適切な判断、良識をもって事業に名乗りをあげ最終的に事業地区に指定される

限り個人レベルでスト y ク対策から取り残される可能性は小さい。また逆に個人努力の余

地はないとも言える。

つぎに、事業内容であるが、時代の要請であった既存住宅の改善という/ラ報告以来の

住宅政策の方針に従い畳低居住水準未満の住宅の解消を目的としている為、住宅改善は、

どちらにおいても重要課題であった。 OPAH事業においては、住宅改善が住環境整備の

なかで唯一最大の克服課題であった。 HVS、DSQ事業においては、 4章、 5章に於い

て述べることになるが、地区の社会的荒廃を阻止し活性化するという目的から住宅改善と

並んで、団地レベルの物的更新(広場 ・外構笠備、公共公訴胞設建設)、さらには、 DS

Q事業において社会活動事業も加わりハード函からソフト面に至るまでOPAH事業と比

較すると事業内容に広範性が見られる。点が特徴として挙げられる。商的整備事業OPA

H、HVS事業が公民で笠備され1977年から開始されるが、省際的事業に対応するかたち

で数省の予算を統合管理した都市整備基金 FA Uが設立されている。特に省際的性格の強

いHVS、 DSQなどの事業に関しては、都市lit(I"l基金の存在は有効であるとされている。
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4 宝章主 rn士也豆芝~斤芸区議室 DSQα〉多言主衆貸さ去とと〆告リ 居芝白勺

才;~糸旦巧歩 CD ナ巴扱霊

4， 1 はじめに

4章では、 54tの団地更新事業DSQの実態分析への導入部として位置づけ、 DSQ事業につ

いての制度面から事業及び事業を取り巻く制度的枠組みを明かにすることを目的としてい

る。

戦後から今日まで都市及びその周辺部の発展に関しては、都市計画、交通計画等各々の

領域に於て計画が策定、実施されてきたが、今はポテンシャル、ニーズともに高い地以で

あることから都市の郊外部 (Ban1 i eues) に目標を設定し、各f，Jl!或相互の計画の調整をはか

りながら『郊外部での生活改善』をスローガンに居住者の立場に立って既存の各領域での

諸計画を再編成し活性化していこうという動きがある。公的団地の再生をめざす団地更新

事業DSQは、郊外部の発展に為に計画されている諸事業の中でも最も緊急度の高い事業に挙

げられている。

団地更新事業DSQは、事業対象地区に、特に公的住宅が集積として存在する大規模団地(

grands ensembles) を選んでいる。 4章に於いて、 [4， 2 団地更新事業DSQの特徴] で

は、住宅改善から発展し総合的事業となった団地更新事業DSQの特徴を明かにする。次に[

4， 3 団地更新事業DSQの事業統妥] では、 「事業の成立過程」、 「事業組織」、 「事業

のしくみ」、 「事業担Iの使途(住宅改善と付随事業)Jの4点から事業のカバーする領域、

事業の制度的枠組みの把握を行って行きたい。 [4，4 団地更新事業の実績]に於いては、

事業地区148地区中28地区が集中しているイル ・ド・7ランス地方の公的住宅の住宅改善の

状況を統計から見ていく。公的住宅一般及びDSQ地区の改善状況、状況を採り、公的住宅H

LMのスト yク対策の現況を洗い出す。さらに [4，5 団地更新事業DSQを取り巻く近年の政

策的変化]では、 DSQ!作業が1989年の制度の改正により 、都市開発に関する新しい制度的枠

組みである『都市社会開発計画~ (Les Programmes de D白ve10ppementSocial Urbain ) 

の中に編成されていった点に着目する。 r都市社会開発計画』に於いては、この改正によ

り3つの計画、 「地域計画 (ProgrammesTerri toriaux) Jと「地域計画に付随する国家計

画 (ProgrammesNationaux Complementaires aux Programmes Territoriaux) Jと「単独

の国家計画(国家連待計画) (Programme Nationaux de Solidari te) Jが用意された。 D

SQ事業に代表される「地域計画」が、 「都市社会開発計画Jの骨絡にあり、他の 2つの計

画と抱合せで実胞することで即地的な状況に対応し広範で有効な事業展開を狙ったもので

ある。

L2 団地更新事業DSQの特徴

4，2_ 1. grands cnsemblcsとは
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フランスの都市は、元来市街地が城壁で囲まれ、中世に始まった「減壁により外部から

防御されたいわゆる都市Jと「その市墜の外側の段村」の対じの構造を、現在なお保持し

ているものが多L、。現在でもフランスでは、歴史的建造物の手厚い保護政策をとっており、

既成市街地に関しては、開発地区と保存地区の調設を計りながら、伝統的な都市の基調を

失うことなく既成市街地を形成してい こうという市民、行政サイドの コンセンサスがある。

第 2次大戦後の都市への人口集中に対 して既成市街地においては建築士見制が厳 しかったた

め、既成市街地の外周部に市街地が拡大され、 {911えばパリの場合も城壁の内と外の対じの

様造を残し、都市を包囲していた減壁の最後期のものの外側、つまり Ban1 i eues と呼ばれ

る郊外部に於て建設活動が行われてきた。 grandsensembl esーグランザンサンプルは、 50

年代後半から70年代前半にかけての都市に集中した人口を吸収するためにこの Ban1 i eues 

に建設された大規模団地である。 grandsensemblesの住宅の90%が公的住宅であるとい

う事実から、公的大規模団地 grandsensembles sociauxの名称も使われている。

grands ensemblesの定義 :

「主として 1956年から 1973年までの時期に建設された公共公益胞設会む 1000戸以上の規似

の住宅群で、建設工期が5年未満のもの。 J

(国立科学研究所付属居住研究所、 NicoleHAUMONT) 

団地更新事業DSQが公的住宅、及び公的大規模団地の更新を目標としていることから、ま

ず公的大規模団地grandsensemblesの特徴を、立地、規模について、資料から読み込ん

でL吋。

1)立地

grand ensemble と呼ばれる1000戸以上の規偵の団地の立地について見ると 、パリ市0、

プティク ロン11、グランク ロン 12となってお り、パリ市内には全く存在していないこと

がわかり 、すべてがイル ・ド・フランス地方のパリ市以外の地域にある点が着目される。

またパリ大都市圏に23中21までが存在している。距離的にみると、① 10キロ圏に3、②1

0-20キロ圏に 13、③20-30キロ固に4、@30-40キロ闘にl、⑤40-50キロ圏に2と分布

しており、 10-20キロが簸も多くパリの中心から比較的近い位置に分布している ことが

わかる。(図4.2. ) 

2)建設年次

建設年次についてみると、Cit古de la Paineが最もtJJJOIのもので建設年次が1947年、

一番遅く建設されたのものは、パンダリズム で知れ渡っ たZIILa D白renseBl-Nanterre 

で、1972年建設である。①1954年以前がl、② 1955年-1959年がB、③1960年から1964年

が9、④ 1965年- 1969年が3、③1970年以降が2で、建設は 1950年代半ばよ り1960年代半ば
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図 4.3イル ・ ド ・フランス地方における grandensembleの建設状況
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図 4.4イル ・ ド ・フランス地方における grandensembleの建設状況
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までの10年間に最も多く建設されている。 1947年の Cite de la Paineの事例は、 2番

目に建設されたものが1956年になってからであることをみても、建設年次がかなり早く

例外的であることがわかる。(図4.3. ) 

3)団地規模

団地規模については、パラツキがあり、①10.000戸以上はlしかなく、②8.000戸以上

10.000戸未満5、③6.000戸以上8.000戸未満7、④4.000戸以上6.000戸未満6、⑤4.000戸

未満は!となっている。(図4.4. ) 

このgrandsensemblesは、イ Jレ・ドフランス地方に22存在しているが、その内約半数の

10が本論文で扱う団地更新事業DSQの事業対象地区IlotSensibleに指定されている。一般

的な状況として、 grandsensemblesがかなり高い可能性を持って不良地区としての危機に

直面している事態を示すものと捉えられる。

4.2.2. Ilot Sensibleとは

1981年、住宅、都市計画の領域で革新的存在としてま日られるグルノープル市の市長Hube

rt DUBEDOT氏を長として、地区社会開発委員会 (CommissionNationale pour Developpem 

ent Social des Quartiers )が設立された。この委員会に誌ついてつくられた団地更新事

業DSQは、 HVSの事業主旨を拡大解釈させたもので、 1982年に発足した。公的団地を中心に、

70年代から顕在化していた問題として建物の老朽化、地区の荒廃衰退に対して、住宅改善

のみでなく面的整備さらに、社会施策なとを新たに盛り込んで総合的施策として発足した

ものである。

団地更新事業DSQでは、全国で特に物的、社会的荒廃の著しい地区、団地をハotSensib 

1 e (直訳は問題街区となる。)の名称で事業対象地区として指定している。 DSQ事業第 11切

は、 1984年から 1988年までの 5か年とされ、全国で148地区が事業対象地区 IlotSensible 

に指定された。 IlotSensibleの分布について見ると 、区I4. 5、図4.6.に示されるとお

り148地区中22地区がパリを含むイ Jレ ド フランス地方に存在している。

L 2. 3 団地更新事業DSQの特徴

団地更新事業DSQの特徴4点、を次に簡潔にまとめた。

1)国家的事業としての位泣け:

団地更新事業DSQは、第9期国家計画の第10事業として位置つけられている。事業の成

立にあたっては、後に詳しく述べるが、第 l段階で、 「国」と「地方」の聞で、国ー地方

契約 [ContratEtat-Region)が締結される。その後第 2段階においては、 「国」 、 「地

方」 、 「市町村」聞で、国ー地方ー市町村協約 [ConventionEtat-Region-Ville) が結ば

れる。フランスは、中央集権国家であり 、県知事は、固から任命される国の役人である。

県レベルまで国の行政官が配属されており、行政官が市町村に於けるDSQ事業市町村委員
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図 4.6 フランス全土における ilδtsensibleの分布
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における ilotsensible 
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会に国の代表として参加することで『政策のトップダウン』が実現されている。

2)市町村への都市計画事業に関する権限の委譲:

具体的な計画の策定・実施に関しては、市町村に権限が付与されている。プランスでは、

83年には都市計画規制に関して、 85年には都市計画事業に関して、市町村への権限委譲

がなされている。団地更新事業DSQに於ても事業推進の総n任は地元市町村に帰し、 DSQ
事業市町村委員会CommissionLocaleが取りまとめる。

3)物的更新事業から総合的施策への移行:

DSQの前身のHYS事業に於いては住宅改善のほか若干の外椛等物的整備も実施した。 HY

S、DSQはそれまでの住宅改善と比較し、 (1)単体改善から集合的な改善へ移行した点、(

2)事業の領i或が「住宅」レベルから「団地j レベルに及んだ点等が相途点として挙げら

れる。さらにここで、 IIYSとDSQの相違点に着目すると、要請に対して物的更新に終始せ

ず、新たに社会的自画策も含んで総合的な地区の更新事業として位置付られている点で、

それにより事業の柱としてA住宅改善、 B団地レベルの物的更新、 C.~士会活動事業の 3

点が挙げられるようになった点がある。

4)参加主体の償断的協調:

各行政執行レベルに於てDSQ委員会が設置されているが、例え li市町村委員会の場合、

委員会の構成メンパーは、議長である市町村長を筆頭に、 i主に詳細に述べるが、市町村

議員、県知事(場合による。)、県、住宅供給主体であるIILM、関係市町村(都市計画担

当部局、脅少年問題担当部局、厚生担当部局、応用問題担当部局等)I也、多数の協会、

団体、住民代表等が加わり、委員会では主体問の横断的協調が計られている。

事業の特徴で、 1)，2)は「制度」に関わる特徴、 3)，4)は「内容」に関わる特徴である。

HYS事業は『居住と社会生活』事業の名の通り、老朽化、社会的荒廃をきたした主としてE

rand ensembleに於て団地の活性化、そこでの住民の生活向上を目標に渇げ発足したもの

であった。しかし、HYS事業に於ては、生活向上といったソフトな命題に対しての解答は、

物的施策の中だけに求められていた。また、住宅改善以外の物的更新も外椛警備等が若干

あるに留まっていた。 DSQ事業での「住宅改善」以外の「団地レベノレの物的更新」は、IIYS

lVJのものと比較し、 [歩道、駐車場の ~úiü) 、 〔公園・広場の整備]等を含み、名実ともに

面的設備事業としての体裁を整えたものにまで発展している。また、DSQ事業では、特に社

会施策として社会活動車業を用意することで、そこに住民のエネルギーを向けさせるこ と

で団地の社会的荒廃の打開していこうとしている。将来的には、住民自ら地区創造に対し

て積極的役割を担うバフォー 7 ーとなり得る状況が創造されることをめぎしている。関与

する省庁は次に挙げる 12省庁に及び省際的事業となっている。

< DSQ事業参加省庁 C1986年、設立にJMJする政令)) 

経済、財政及び私有に関する省 CMinisterede l' Economie et des Finances 

et de la Privatisat ion) 
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表 4.1 D S Q 事業への主要関係省庁からの補助金とその使途先

第 l期(1984~ 1988) (単位.百万フラン)

関係省庁 補助金の使途先 補助金額

連帯・健康 ・社会保護省 各種事業活動 59， &8 

施設建設 108，84 

F A S 1 移民間化事業 153，72 

就業・属用・職業訓練省 研修 4&， 78 

文化及び交流省 各種事業活動 44， 29 

施設建設 7， 57 

音楽及び舞踏 8，72 

造形芸術 5，72 

読書 8，11 

建設及び住宅省 各種事業活動 53， 00 

不衛生住居の撤去及び改良 77， 55 

都市施設の墜備、 FA U 2 25， 00 

都市施設の笠備、 FS U3 90， 33 

国土護備省 国土竪備、 F1 A T' 302， 57 

背少年、スポーツ省 施設建設 25， 87 

商業及び職工の為の省 調査及び建設 14， 46 

日~~l!: Bi Jan des Contrats de Developpc・enlSoc ial des Ouartiers du lX Plan 
補注 I.FAS:Fond d'Action Socialc pour les Travailleurs r四 igrcsct I.eur Fa則 llcs
w民労働者及びその車庫の品の社会lf¥'謹1，(企)、 2.FAU:Fond d' A悶(:nar，clIIcntUrbain (liltm 
世嗣1.1企-11384.1目的、 3.FSU:Fond SocIal Urban (加。H 社会1.1企ー 1986 . 81.88) 、~. F I AT 
Fond d' !ntcr刊 ntion岡山 "AllcnaeCllentdu Terri loi日 (1百士州市介入LI企〉
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2 法務省 (Minist在rede la Justice) 

3 文化及び交流省 (Ministerede la Cul ture et de la Communication) 

4 内務省 (Ministerede l' Interieur) 

5 建設、住宅、国土整備、交通省 (Ministerede l' Equipement， du Logement et 

de l'Amenagement du Territoire et des Transports) 

6 国家教育省 (Ministerede l' Education Nationale) 

7 社会問題及び雇用省 (Ministeredes Affaires Sociale et de l'Emploi) 

8 社会機能及び計画省 (Ministerede la Fonction Publique et du Plan) 

9 環境省 (Ministerede 'Environnement) 

10 商業省 (Ministeredu Commerce) 

11 青少年及びスポーツ省 (Ministerede la Jeunesse et des Sports) 

12 職工業及びサービス省 (Ministerede 1・Artisanatet des Services) 

参加省庁については、 「社会活動事業」というソフトな施策までをDSQ事業が包括するに

至り、建設、住宅、国土笠術、交通省等ハードなものを扱う省から、国家教育省、社会問

題及び雇用省、職工業及びサービス省、青少年及びスポーツ省等ソフトな次元ものを扱う

省庁までの幅広い参画が見られる。主要省斤からの補助金、及び基金の使途先は表4，1. !こ

示されてるとおりであるロ

事業に於けるパートナーゾップの図式を最も術的に表しているのが市町村レベルでの市

町村委員会 CommissionLocaleである。市町村委員会の椛成は、市町村議員、県の行政官、

臨後の事業主体として、住宅供給主体、 OPAC、HLM、関係市町村、各種協会、組合、住民代

表から成り、パートナ-:，/''/プにより事業が成立している。このバートナーシ yプを実際

の事業の実胞に於て可能にしているのが、Chefde projet、そしてその下で機能するequ

ipe oPerationnelleの存在である。多彩な参加主体の中では、先に事業の省際性lこ関連し

て多数の省庁を挙げたが、事業はこうした省庁間の横断的協調のみならず、参加主体問の

横断的協調により成立している。数々の非営利団体(協会、組合、.iili合等)、委員会の参

画の意義もまた大き L、。社会活動事業を組み込んだDSQ事業に於いては、キ寺に独自の組織綱、

ノウハウ、実績を持つ協会、.iili合等、委員会が重要な役割を担ってきていると言えよう。

伊|えば、①住宅改善に関係する住宅国家連盟、②住宅改認のコンサノレ業を行うPACT-ARI

M国家連盟、③社会活動事業の一環である識字教育生活向上委員会Comitede liason pou 

r l' alphabetisation et la promotion等が挙げられる。事業を外から財政的にサポート

しているものとしては、⑥住宅手当支給を行う家族手当国家金庫CAFCaisse d' Allocatio 

n Familialleや、⑤DSQ事業の事業貨の貸付機関となっている預金供託金庫CDCCaisse de 

s Depot et des Consignationsがみられる。
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~， 3 団地更新事業DSQの事業概wf

~， 3， 1 事業の成立過程

1989年の制度の改正により、 OSQ事業は、建設省の (0創egueInterministeriel a la V 

illeetauO己veloppementSocial Urbainー「市街地、都市社会開発多部局会議J)を担

当部局として、新しく設立された 「都市社会開発計画J (Les Programmes de 悦veloppem

ent Social Urbain)の中に組み込まれることとなった。その中で、従来のOSQ事業は、新

規のOSQ事業とOSQ事業に準ずる事業の 2つに引き継がれている。事業の成立に付いては、

最近の1989年改正に基づく新たな制度のなかで、 OSQ事業、単OSQ事業が「契約」と「協約j

によって成立する過程を、 [ 1989年5月22目、首相通述、 N3465/旬、]をもとに縫示する。

( OSQ事業は、以下の手I1踊に従い成立する。)

(1)固による都市に関する事前調査

問題とされる都市に於て、経済的、社会的、文化的パラメーターを用い、都市の困窮度

を調査する。調査は、実際には県レベルに|降りて、国の各省庁の部局の1黒への出先機関(

Service de l'Etat Departementaux) *や、県連合への出先機関 (Servicede l' Etat 1 

nter Oepartementaux) *が関係協会、組合などの協力を得て行うものである。

-調査実胞

， DSQ事業、準DSQ事業 (programme (quart i er) )の候Iml自の選定

( 2)市田I村の申請

問題地区を抱える市町村は、独自の調査を行い、地区の問題点を洗い出す 0

.:生当地区の問題点の洗いだし

・関係する事業主体 (IILM、CAF等)の選定

・計画の策定、公表ー・事業計画、事業監督 (chcfde projet)、事業本部 (equ i pe 

operationnelle)の選定

(3)OSQ事業対象団地(地区)の~I左

(1)と(2)の結果を考慮し、 DSQ事業の成立の成否は、最終的には、地方知事と地方審 議会

議長の協議により決定される。

協議の結果、

①DSQ司I業として契約を行うもの。

②DSQ事業の契約締結には至らないが、地区の荒廃状況から予防的措置を必要とすると認め

られたもの。(これについては、準DSQ事業programme(quartier)を用意する。)

(4 )契約 (contrat)による事業の成立
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(3)の①ものについては、国と地方の契約 (Contratdc Plan Etat-Region )を給

ぶことにより事業の成立が可能となる。 (Contratdc D'~vcloppc.cnt Social dcs 

Quarticrs) 

(3)の②ものについては、国と地方の契約は成立しない。

↓ 

( 5)協約 (convention)による事業の確認

・(3)の①ものについては、国と地方の契約に続いて、国と地方と関係市町村の聞で

協約 (ConventionEtat-Region-Ville)がかわされ、契約内容を明かにする。 (Convc 

ntion dc Developpc・cntSocial dcs Quarticrs) 
， (3)の②ものについては、固と関係市町村の聞で、直後w約 (ConventionEtat-Vi 
lle)が結ばれ、これにより事業が成立する。 (Convcntiondc Quarticr ) 

w約 (Convention)に関しては 3つの場合が想定される

a新規にOSQ事業が成立する場合。園、地方聞で契約 (Contatde Plan 

Etat-Region)が締結されると、自動的に、次段階として、契約の内容を

詳細化する為、協約 (ConventionEtat-Region-Ville)が園、地方 u出
方審議会)、関係市町村聞で結ばれる。・・・・ 0・・・ (3)の①に該当する。

b第 1WIDSQ事業を終了し、つまり契約終了 (sortie)du Plan 1984-1988 

を表明し、引き続き第 2J割に加わる場合には、協約 (CoventionLocale-

de Developpement)を市町村レベルで、市町村と関係11，業主体問で結び

、それを国が承認することにより、事業の継続が可能になる。 (1988年

12月8日の政令に基づく。)

c 他方知事と地方審議会議長の協議の結果、緊急反が相対的lこ低く DSQ事業

の選考から外れた場合は、予防的措置として準DSQ事業 (Programme {Qu 

artier} )が用意される。この場合は、固と関係市町村間で直後、協約

t;:J，約 (Conventionde Quartier)が結ばれる0 ・・・ ー(3)の②に該当

する。

DSQ事業の成立にあたって、 「契約」、そして引き続く「協約」の中では、次のことが明

記されている。

「契約J

①事業目的

②事業予知(園、地方の補助金の支出額)

③事業JVI間(5ヵ年)
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↓ 

「協約」

④1989年現在の地区の調査結果

③事業予定項目(緊急I1国)

⑥事業計画概要

⑦事業への参加主体の役割

. chef de projet 

. equipe operationnel 

-省庁の出先機関

.各事業主体

③市町村長を議長とするDSQ市町村委員会 (CommissionLocale)の設立

⑨事業の~管

4. 3. 2 事業組織

DSQ~I]:業の事業組織は、行政の各執行レベル「国」、 「地方」、 「市町村」の3段階に於

いて DSQ委員会を設位し組織の中心に置いている。 DSQ委只会では、 DSQ~I>業の政策決定、計

画立案、実施にI却する権限を有している。しかし事業実純の為の法的手続き、Wil えば ~1' '1./.と

の申請、審査、許可等の許認可事業に関しては、 「国J、 「地方」、 「県」、 「市町村」、

全ての行政執行レベルが関与することになる。 DSQ委員会は図 4.1に示すように、 l国家

委員会 (CommissionNationale)、2地方委員会 (CommissionRピgionale)、3市町村委

員会 (CommissionLocale)の3段階に於て構成されている。

(1)国家委員会、 (Commission Nationale、1989年以降はD1 V) 

1989年に制度改正が行われ、都市開発に関する新しい市11m:的枠組みである『都市社会開

発計画j (Les Programmes de Developpement Social Urbain )が誕生した。 DSQ!作業は、

改正後も存続しているが、 DSQ事業の上位委員会である国家委員会は、新しい枠組みの中で、

他の事業をも、とりまとめて指悔する上位機構であるDIVに吸収されることとなった。国家

委員会の役割は、次の点に集約される。

①DSQ事業に関わる国家的政策の決定

②各行政執行レベルに於ける契約履行の監視

③事業実施に関しての~視

④住宅改善に|謝する 7 ニュ 7)レの作成等

( 2)地方委員会 (CommissionR匂ionale)

地方委員会の役割は、次に列挙するものである。

①地区の選択

②財政予算の管程
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③地方レベノレの事業の運営的、技術的支緩

④DSQ事業に関わる職i或別の研修の計画、実施

( 3)市町村委員会 (CommissionLocale) 

市町村委員会は、関係市町村長を委員会の議長として設立された委員会で、その詳細に

ついては前述のとおりである。市町村委員会により出された政策決定に基づき、事業を実

施に移すのが事業本部 (eQuipeoperationelle)であるが、その責任者はChefde projet 

の呼称、で呼ばれ市長から任命される。しばしば、事業に於ける公平性を保障する為、この

責任者は、事業に参画する事業主体からではなく、中立的な第三者的な立場の者が任命さ

れる場合が少なくない。

~， 3， 3 事業のしくみ

DSQ事業に於て政策決定がトップダウンし、下位の地方公共団体に降りて計画立案に結び

付く過程と、市町村レベル主導で事業を実施している点が挙げられる。

2つを中心に、各行政レベルでのDSQ事業への関わり方について見ていきたし、。この一見矛

盾する 2つのシステムを両立させている点が事業DSQの特徴とも言える。

1) r政策の トyプダウン』
DSQ事業が、国家的連帯を持った国家的事業である点、その為政策的には共通のフレーム

を持つことが要求される。その為、事業の実施に当たり、市町村主導で行われるものの政

策立案の段階で国の芭:向を的確に反映させる目的で下位の行政執行レベル(地方公共団体)

まで国の代表が降りて各々の段階に於ける計画策定に関わることが必要となる。

事業への国の関わり方は、フランス独自の強固な中央銀幹Eの政治体制を表している。フ

ランスは、そもそも 22の地方 (region)、95の県 (departement)、36000の市町村から椛

成されている。ここで、県は、地方公共団体であると共に、国の行政機関であり、その地

域に於ける国の政治の代行者でもある。それは次の点から理解されよう。 1)県の議員まで

は選挙により選出されるのに対して、県知事 (prefetde Departement)は大統領の政令に

よって任命されるという点。 2)県が国の行政機関であり各省庁が県に外局 (servicesde 

l' Etat departementaux )を持ち、行政官を送り込んでいる点等がある。。例えば、建設

省の場合は、次のようになっている。

-国レベル Minisere d' EQuipement 

(建設省)

-地方レベノレ ~R ， E ， Direction Regionale de Ministere d'EQuipement 

(建設省の地方の外局)

↓ 

-県レベル ~D ， L Direction D在partementalede Ministere d' EQuipement 
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(建設省の県の外局)

建設省の行政官は、上記のD，R， Eや D，D， E といった地方、県レベルの国の外局に常駐、

配属されここに於て法律の執行に関与している。 DSQ事業に於て一番下位に市町村委員会が

置かれているが、そのDSQ市町村委員会へは、県が国の行政機関であることから国側、政策

立案者自IJの代表として外局serviced' Etat (D， R， E， D， D，E，)から行政官が参加し、それ

によって政策が下位の機関まで伝達されるという『政策のト yプダウン』の γ ステムが可

能になっていると解釈することができょう。

2) r市町村への権限委譲』

一方、 DSQ事業に於ては、基礎自治体である市町村の事業への関与のしかたは、どのよう

なものであろうか。事業の計画策定、実施に関しては、その権限は地元市町村に帰属して

いる。実態的には、市町村主導の事業は、 DSQ事業「市町村委員会」とその指1軍下にある 「

事業本部J (eQuipe operationelle) によって進められる。

年5-6回開催される「市町村委員会」の構成は多彩である。議長は、市町村長が行う。

市町村議員を筆頭に、国側からの代表として、 (県知事)、関係省庁の県レベルの外局(

Service d' exterieur de l'Etat)の行政官、住宅供給主体IILM、OPAC、市町村の関係部局

(都市計画、社会福祉)、各種協会、組合、連合などの地域代表、住民代表、その他「事

業本部」長 (chefde projet)などで構成されている。関係する省庁の外局としては、主

なものとして、県レベルの建設局D，D， E.、社会福祉・厚生局D，D， A， S， S、青少年・スポーツ

局D.D， )， Sがある。基礎自治体レベルでの委員会なので、対象地区での即地的な状況に対

応し、事業方針を決定し、構想及び計画を策定する役割を担っている。また、委員会は上

記の様々な参加主体の討議の場、意見調整の上品でもある。市町村は、 DSQ事業候補地区にな

る時点で当地区及び、当団地の社会的、経済的、文化的、 都市的問題を抽出し独自の調査

を行っている。調査結果を踏まえ、自らの地法に密着した事業のありかたを探ることが可

能である。

「市町村委員会」の下部組織である「事業本部JeQuipe operationelleの長 (chefde pr 

ojet) は、市町村長から任命される。計画を実施するにあたり、参加主体の進捗状況を把

握し相互の調整を計る実施部隊である。 i事業本部」の椋成は、 DSQ市町村委員会の梼成を

ほぼ投影するかたちで、市町村の担当部局、住宅供給主体HLM及びOPAC、家族手当金庫CAF

の支部代表などで彼数の主体で成り立っている。フランスでは、81年にミ y テランが大統

領に就任し社会党政権が誕生して以来、行政において地方分権化政策がとられてきた。都

市計画の分野に於いても例外ではなく、 83年には、都市計画規制iに関して、 85年には、都

市計画事業の計画、実胞に関 して市町村へ権限委設を行ってきた。 DSQ事業に於いても、事

業の責任は、市町村に帰属しており、都市計画課 (servicetechniQue) には、多くの実務
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権限が与えられている。一連の都市計画行政のなかでの地方分権化の動きを前提として、

DSQ事業が整備され、発展してきたことは明かである o DSQ事業に於いては、 『市町村への

権限委譲』、事業に於ける市町村主導のありかたを、 「市町村委員会」と計画を実施に移

す「事業本部Jequipe operaionnelleによって具体化させてきたと言えよう。

団地更新事業DSQに見られる「制度」に関する特徴は、フランスの都市計画の改正等、制

度的変化やフランスの行政のありかたを上手に利用したものである。現在、都市内部より

も人口、住宅の集積を抱えた都市周辺部の整備が急がれ、その中で団地更新事業DSQは国家

的事業という優先的な位置づけを得ている。フランスの大都市の都市周辺部の再生に向け

て全国的なレベルで事業実施に踏み切る必要に迫られている。国家連帯事業の名のもとに

事業が推進される為には、政策理念、の統一を計るには適切なかたちで『政策のトップタウ

ン』が行なわれる必要があり、フランスの既存の行政νステムである各省庁の外局設置の

ありかたをDSQ事業の運営組織の中に反映させたものとして評価できょう。これは県レベル

に各省庁の部局 (serviced' exlerieur d' Elal )を設置することで、県までを国の行政の

管轄下に入れ国の施策を行い易くしようというもので、外局の行政官のDSQ委員会への参加

によって『政策のト yプダウン』が可能していくという図式として理解される。また、も

う一つは、 『市町村への権限委譲』で81年以来の地方分権化の改革以来、事業の計画、 実

施に関して主導権を基礎自治体である市町村に復らせ、Jln地的対応をさせ、かなり個別的、

柔軟な形で事業実胞が可能になったという点である。

4， 3. 4事業'l'lの使途

DSQ事業は、事業内容の点から概観していくと、 「住宅改善」、 「団地レベルの物的更新J

、 「社会活動事業」の 3点に集約されている。しかし事業を財政面からみると、 「住宅改

善J (肘habililaliondu Logernenl)と「住宅改善J以外を総称しての「付随事業J (Ac 

lion d' Accornpagnernenl)に大別され、予算体系は、互いに独立している。契約 Conlral

Elal-Regionが固と地方の問で締結され事業が成立した時点で、その中に、事業に対する

国と地方の持ち出し分として、 Irtil!iJ金 (Credi1 d' Elal、Credilde la Region )額が既に

決定されている。残りの事業費については、 「住宅改善」 、 「付随事業」の日1)に応じて、

住宅供給主体、地元市町村が独自財源、貸付金により負担する。

1) r住宅改善」
図 4，8.に見られるように、 「住宅改善」に対する出資状況は、国が25.4%、地方がι1%、

住宅供給主体HLM及びその他の機関が66，5%となっている。このうち、国からの出資分につ

いては、建設省 (Minstered' Equipernenけからのもので、その大半が公的住宅の住宅改善

補助金PALULOSとして使われる。このllotSensibleに於いては、重点地域ということで事

業の重要性も消し、害lμ告し補助が期待でき、通常の単体の住宅改善の事業費の20%から30%

増しになる。このPALULOSにより、 DSQ事業第11明においては170，037戸が改善され、改善't'1
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事業費総額 11963.61MF 

住宅改善 付随事業
事業費 8965.39MF 事業費 2998.22MF 

図 4.8

園 田

口地方

図 関係澗T村

~H山開
他の律関

D S Q事業園、地方、市町村別

事業費負担状況
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の項目別事業費配分

第 l期(1984~ 1988) 

の戸当り平均は52.726Fで、総額8965.39MFが出資された。 DSQ事業が公的地区の更新を建前

としていることから、住宅改善'l'lは公的住宅改善の為のPALULOS(Primes a l' Am白 1ora t 1 

on des Logements a Usage Locatifet a Occupation Sociale )に使われるが、一部例外
的に持家及び民間賃貸も組み込む場合があり、持家改善補助PAH、民間賃貸補助ANAHにも9

5.61MF経常されている。その内訳はPAHが、改善住宅戸数2.043戸、改善'l'Iの戸当り平均9.

202F、総額18.80MF、ANAIIが改善住宅戸数1.710戸、改善費の戸当り平均44.918F、総額76

81MFとなっている。しかし、額の面からみれば Zと無視できる額であり 、事業実態は、公

的団地の更新に終始していると言えよう。

国からと同様地方からも8.1%、補助がでる。残りの事業主Iについては、住宅供給主体HL

M、或は、 OPACの負担となり、独自の財額や他機関からの貸付金で賄う。住宅供給主体の持

ち出しは、 66.5%と7害IJ近くに上る。

2) r付随事業」

「付随事業」の各行政の出資状況は、国が34.4耳、地方が18.2%、そして関係市町村が大

きく「付随事業」に関わっていることから47.4 %となっている。 r付随事業」の内容は、 「
住宅改善」以外のものが、全てここで受け止められ、 「団地レベノレの物的更新」、住民対

象としたソフトな施策である「社会活動事業」が挙げられる。 r付随事業」への事業費は、

1.000戸当り 6.90MFである。第 11羽DSQ事業で、 「住宅改善」には8.965.39MF、 「付随事業」

には2.998.22MFが害IJり当てられ、総事業主2の1/4が「住宅改善」以外の「付随事業jに留保

されていることがわかる(図48.) 0 r付随事業J の全事業主~に占める比率であるが、図

4 は、DSQ事業に参加している地方18地方について、各々の地方の「付随事業jの事業

貨の比率を表したものである。事業比率は、11.0%から53.4%までの範図で分布している。

事業主主総額と「付随事業」白率の聞には相関は見られない。

次に、この「付随事業」の事業'l'Iの運用について見たものが、図 4.9である。 r付随事
業」の事業資は、運用のされ方から、投資的経質と運営的経'l'Iに大別される。投資的経費

は、全体の67.0%、運営的経質は33.0%となっている(図 4.9.) 0 t:賃貸的経'l'Iで施設建設、

外椛 広場 ・商業施設の建設整備に向けられるものが各々 35%、32%となっている。又、運

営的経費は、社会事業 ・移民間化事業、調査、文化事業、研修・訓練等に振り向けられ、

全事業費に占める割合は、 15%，9%、5%、4%となっている。施設建設などの役資的経質lこ6

-7割が向けられている。

4. 3. 5. 団地更新事業DSQの実績

ここでは、公的住宅について、住宅改善の実績との相対的な比較に於て団地更新事業DS

Qの実績をイノレ ・ド・ フランス 地方に限定して見ていきその評価を行いたい。イル ・ド・フ

ランス地方の公的住宅の改善状況は、図 4.10 に示されているとおりである。

DSQ事業の事業対象地区は、問題を抱えた街区 (IlotSensibleーイロ・サンヒープル)
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公的住宅 公的住宅 改善済 み佳I 改萱済み住宅比率(%)
うち 全 体 うち 全 体 うち
Ilot Ilot Ilot 
Sansible Sensible (a) Sensible ハ.リ 187，000 2，487 53，344 544 28.5 21. 9 オ ト・ト.. t-;. 162， 151 4，361 46，925 2，852 28.9 65.4 tン・ザン・ ドニ 178，000 8，935 67，995 8，027 38.2 89.8 ゲァル・ト"・71>;. 126，500 12，737 40，721 4，152 32.2 32.6 

アティ・ヲロン 466，651 26，033 155，641 15，031 33.4 57.7 tン.1・71，;. 70，744 8，047 16，800 6，542 23.7 81.3 イゲ.リーン 90，018 11. 691 24，827 7，547 27.6 64.6 工ッソンヌ 84，700 8，158 22，7{)0 6，807 26.8 83.4 ゲァ1，.ド ・ウ7-]，・ー 101，117 6，480 25，522 4，810 25.3 74.2 
ゲラン・?ロン 346，579 34，376 89，879 25，706 25.9 74.8 
イ1，・ド 7ランス 1，000，23 62，896 298，864 41，281 29.9 65.6 
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の呼称で呼ばれていることは前述したとおりである。イノレ ・ド・フランス地区で、第 l矧

DSQ事業期に於て、事業対象地区は22地区あったが、公的住宅全体に占める IlotSensible 

の公的住宅の割合に哲目したい。パリ市内に於て、 IlotSensibleが2地区しか存在してい

ないことから、パリに於ける IlotSensibleの住宅の割合は、 1.3%と極めて低L、。パリ市外

周のプティ・クロンでは、オー ト・ セーヌ、セン ・サン ・ドニ、ヴァル ・ド・マノレヌの各

県のIlotSensible比率を見てみると 、2.7%、5.1%、10.1%となっており 、プティ・クロン

平均が5.&%である。プティ ・クロンのさらに外周に位置するグラン ・クロンでは、各県の

平均が9.9%となっている。 11otSensible比率は、パリ市から、プティクロン、グランクロ

ンと外周到:にいくにつれて高くなっていることがわかる。グラン・クロンでは、公的住宅

は、パリ市の1.851告あるが、パリ市に於ては1%強がI1OtSensibleに存在する、いわば不

良住宅であるのに対して、ここでは、スト yクの10%もがIlotSensibleに存在し、公的住

宅のスト yクの多さとは対照的にその質的水箪の低さが問題となっている。

次に、住宅改善状況に羽目すると、公的住宅全体では、パリ市、プティ ・クロン、グラ

ン・クロンと改善率は、 25%から35%と、ほほ一定の帽に納まっていると言える(図4.12. )。

これに対し、 IlotSensibleの改善率は、パリ市、 21.9%、プティ ・クロン.57.7%、グラン

・クロン、 78.4%という値がでてており 、IlotSensibleの多いグラン・クロンでは、パリ

市と比較して3倍以上の高い改善率を示している点が着目される(図4.13. )。公的団地の

更新事業IIVSが始まり、公的賃貸住宅改善のための術助金PALULOSの制度が整った1977年か

ら1982年までは、年間5万戸の害1J合で、以降年間15万戸の割合で改善事業が行われ、開始か

ら10年間で、公的住宅の3割近く、 30万戸を改善してきたという実紛が挙げられる。また団

地更新事業がおこなわれ、社会的、経済的、その他の恕由により荒廃をきたしている Ilot

Sensibleに限定すれば、&5. &%と値は極めて高く、ここでは、特に、精力的に改善を実胞

してきたことが読み取れる。 IIVS、DSQ事業を通して団地更新事業は、 10年間で一定の成果

を挙げていると評価できるのではないだろうか。

ιι 団地史新IJ(;l長DSQを取り巻く近年の政策的変化

4.4.1. i都市社会開発計画Jの枠組み

都市の制度の改正があり 、団地更新事業DSQI;i1989年以後都市の社会開発に関する新しい

制度的枠組みである「都市社会開発計画J(Ies Programmes de 凶veloppementSocial U 

rba i n)の中に編入された。その「都市社会開発計画」とは何なのか、1989年5月22日の首

相通達 N'34&5/SGから見てみたい。

「先の2月78に、私は「市街地、都市の社会的開発の国家審議会JCNV (Consei 1 Natio 

nal des Vi Iles et du Developpement Social Urbain )を設立し、政府の都市政策をIt~進
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しようという意志を表明してきた。その都市政策というのは、我々の都市が、ヨーロ yパ

の将来に於いて、社会的連帯の担い手となり、開発に於ける主導者たらんとさせるための

ものである。(そこで私が委員長を努める) i市街地、都市の社会的開発の省際委員会」

C 1 V (Com i t白 Interministerieldes Villes et du Developpement Social Urbain) として

は、 4月18日、早期にこの政策を実行に移すことを決定した ・日…。」

以上の首相声明に始まり、 「都市社会開発計画」の中の政策の 3つの柱、 A. i地減計画」

、B.r地域計画に付随する国家計画」、 C.i単独の国家計画」について述べ、詳細な説明
を設けている。

まず、最初に、 「都市社会開発計画」は、新しい機械に於いて誕生している点に着目し

たい。 r市街地、都市社会開発の国家審議会JCNV、 「市街地、都市社会開発の省際委員会」
CIV、 「市街地、都市社会開発の多部局会議JDIVの3つの組織により、社会的、経済的、

都市的課題が累積された問題エリアの再建をめざす都市政策が担われている。 r市街地、
都市社会開発の国家審議会」は、議員、大臣、専門家主事、およそ&0人余から成る集団であ

り、こ こでは政策決定が行われる。議長は、首相が行う。 r市街地、都市社会開発の省際
委員会」では、政策決定の基づいて、予算の管理、プログラムの決定等を行う。大ここで

も、委員長は首相が行う。次に、 「市街地、都市社会開発の多部局会議」であるが、ここ

では、事業実施に関わる実務レベノレの決定を司る。関係省庁の事業への参加の足並みを調

整し、地方知事や県知事に対して必要事項の伝達を行ったり、指導を行う立場にある。ま

た、 「都市社会開発計画」の中に位置づけられている自治体レベルの各委員会に対して、

上位の委員会としての役割を果たす。会議は、30人余りで構成され、イヴ ・ド-:./.:1.が議

長を努める。このように、 「政策理念」と「実務」とを結ぶ軸線上に、目的を同じにする

3つの機構をそれぞれ配置し発足させていることが注目される。

「都市社会開発計画」の新しい枠組みの中での原則は、A.r地坂計画」が基本にあると
いう点である。団地更新事業DSQは、その「地域計画」を代表するものである。 i地法計画」

は、次の 4つを対象エリアについて策定される。 (1)団地及び地区、(2)市町村及び大都市

圏、 (3)フランス北東部 1・ArcNord-Est. (4)海外県DOM-TOMである。 i地域計画Jがつく

られるに及んだ構想は、首相通達の中で以下のように述べられている。

A地域計画

「特に、深刻な状況で機能が停滞している地区及び市町村に於いて地方自治体により行

われる都市社会開発に関する事業を、国家的連帯の名のもとに支侵するものである。この

国の支媛は、固と地方(地方行政機関)との問で、その適用範囲が地区であれ、市町村で

あれ、復数年次に渡る契約を結ぶことによって有効となる。

地区のレベルに於いては、 二種類の契約的取り決めが可能である。

・経済的、社会的、文化的、都市的ハンディキャ y プが累積されている地区は、近年の実

証された歩みを追従し、DSQ協約 (Conventionde D巴veloppementSocial des Quartiers ) 
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を締結することができる。

もう一つの(タイプの)地区は、老朽化地区にせよ、郊外部に立地する地区にせよ、予

防的な方法により、同様の主旨の基づき立案された措鐙(事業)を享受することができる。

この資格にままつく事業は、 Conventionde Quartierを結ぶことができる。前期の DSQ契

約 (Contratde Plan de Developpement Social des Quartiers )を結んだ地区も同様で

ある。

市町村、大都市闘に於いては、 建設省及び「市街地、都市社会開発の多部局会議JDl Vの、

1989年2月4日の共同通達に基づき、地i或の居住、都市整備の必要性に対応する為に、協約

Convention (ville/"habitat)の締結という形で取り決めがなされることができる。一方、

「市街地、都市社会開発省際委員会JC1Vに於いては、直ちに、中央により選定された大都

市圏に於いて、 (主として住宅に関与している協約 (Conlralde Ville)と比較して)よ

り網羅的な使命をもった (Contralsde Ville) Iこ基づく第 11羽事業を開始することを決定

した。

最後に、産業変化のもっとも顕著である 1・ArcNord-Eslの6つの地方に於いては、 契約

にままっく合意が、国一地方聞の契約 (ContralsElat-Region ) 1989-1993により、また 《

Pact urbains)の名に於いて復数の市町村にまたがる地i去をカバーして、成立する己とを

ここに鑑みなければならない。」

以上が首相通達に示されている「地域計画」に関する政府の方針である。

「地域計画」は、対象エリ 7の大きさ(性協)毎に、事業を設定しているが、事業の目

標はDSQ事業で概観したとおり、物的、社会的、文化的、都市的課題が累積した地域の総合

的開発にある。団地及び地区を対象ヱリ 7とする「地減計画」であるDSQ事業、 DSQに準ず

る事業では、ノード地方、イノレ・ド・フランス地方に於ての分布皮が比較的高いもののほぼ

全国的に分布が見られる。 contralsde vil1eに滋づく〔市町村及び大都市圏〕を対象エ

リ7 とした「地域計画」では、マルセ イユ、リヨン、ツウールーズ、リ ノレ等の大都市を

対象としている。更に[特定衰退地域〕を対象エリアとした「地紙計画」では、フランス、

ドイツ国境のノード地方、ロレーヌ地方等の国の基幹産業の lつに数えられながら斜陽産

業に転じた鉱業の中心地にスポ y トをあてて事業対象地域としている。衰退地i或の地I或振

興をめざすノード地方では、唯一[地区]、 [市町村及び大都市圏〕、 〔特定衰退地域〕

全ての対象エリ 7に於いて「地滋計画jが見られる。

次に、 「地法計画に付随する国家計画」と「単独の国家計画(国家連体計画)Jについ

て簡潔にまとめてみたい。

B. r地域計画に付|泊する国家計画」
「地域計画に付随する国家計画」は、単独では成立せず、 「地域計画jに対して補完的
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表 4.4 <都市の社会開発に関する新しい制度的枠組}を支える新しい機構

市街地、都市

社会開発

国家審議会

CNV 

Comile Inlerminisleriel 

des Vi 11es 

el du D白veloppemenl

Social Urbain 

都市社会開発計画

市街地、都市

社会開発

省際委員会C> CIV(大臣クラス)
Comite Interminisleriel 

des Vi lles 

el du Developpement 

Social Urbain 

市街地、都市

社会開発

多部局会議

C> DIV(事務…)
Delegue Inlerminisleriel 

alaVille 

et au Developpement 

Social Urbain 
〔政策の決定〕 〔予算、プログラムの決定〕 〔事業実施〕

PrOIOh de programme "quartlor" 
(dovoloppemont日 dαId回 quα同lorsof 

εonventlons-quartlor) 

回
Le.13ε。ntratsdo vlllo 

Ar-c Nord-EI令

図 4.14 r都市社会開発」の 枠組 の中の 3つの地減計画
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な位置づけにある。

a. r都市整備に関する計画」
『パンリュ-89.1 や『資産と老朽化地区』等の計画がある。 rパンリュ- 89.1 
は、革新的建築家、ロラン ・キャストロを主宰とする、都市郊外部を対象とした建

築物の刷新事業である。 r資産と老朽化地区』は、更新、保存による老朽化地区の

再生をめざした計画である。

b. r刷新及び実験的計画」
刷新及び実験的計画としては、 『古s市に於けるより良い生活と交通を』、 『都市

サービスの刷新』、 『新家族 ・新居住』、 『地区及び都市に於ける商業 ・職工業の発

展』、 『同化パイロ y ト計画』等がある。

C. r単独の国家計画(国家連帯計画)J 
「単独の国家計画」は、 「地域計函」と関係なく単独でも成立可能な事業である。

「単独の国家計画(国家連帯計画)Jには、非行防止に関する計画と複数の「刷新 ・

実験的計画」から成る。

a. r非行防止計画」
「非行防止計画jは、固と関係市町村が、契約 (ContratEtat-collectivite loca 

le)を締結し、その中で市町村による非行防止市町村委員会 (C.C.P. D.-Conseil Co 

mmun aux de Prピventionde la Delincance )の設置を取り決めている。

b. r刷新及び実験的計画」
「刷新及び実験的計画」には、 『困窮屈の住宅への受け入れ』、 『放浪者の受け入れ』

『法と都市』 、 『高齢者の受け入れ』計画がある。 r困窮屈の住宅への受け入れ』
計画は、 RIM受給層*や低額所得扇を対象とし、それらの階層に対して、県

及び市町村の住宅供給計画の中で一定枠を設け、 「住」を保障しようとするもので

ある。

A. r地域計画」、 B.r地域計画に付随する国家計画」、 C.r単独の国家計画(国家連帯
計画)Jの計画内容の紙略は、表 4 にまとめであるとおりである。

ι ~ . 2 r都市社会開発計画Jの評価
都市社会開発の為の総合的施策としてのι「地i或計画」があるが、これは「都市社会開

発計画」の中心となる計画である。 r地i或計画」は、事業主体の判断により 、地法のニー

ズやポテンシャノレ等I!n地的状況に対処して「地域計画Jに付随する国家計画Jと、 「単独

の国家計画(国家連帯計画)Jを伴い、事業を多様化、強化していくことが可能である。

A. r地域計画」では物的、社会的、文化的、都市的諜題が累積した地i或の総合的更新に

目的がある。 r地域計画に付随する国家計画」、 「単独の国家計画Jでは、特定目的の事
業になり、 「都市サービス」、 「商業、職工業」、 「交通J等、都市生活、都市蕊盤整備
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に関わる物的、非物的事象が対象となる。これらの事象のうち、 「地域計画」よりより上

位のレベルでエリアを設定するのが妥当な場合もあり、その場合は上位の〔市町村及び大

都市圏) (特定衰退地域〕レベルの「地紙計画」との組合せで実施されることになる。一

方、 「単独の国家事業」は、 「非行防止計画J、復数の「刷新及び実験計画jから構成さ

れているがD目されるのはそれら計画が都市に居住する「ひと」に着目した胞策であると

いう点にある。 r刷新及び実験計画」は、都市居住で特にハンディーを負うカテゴリーの

「ひとJに着目してのいわば属人的施策である。対象を限定しており、社会福祉的色彩が

濃い。 r地法計画」との関係で、 「ひと」に着目し擁護していくという視点に立った社会
施策を抱き合わせるという発想は、いままでの計画のなかで欠け蕗ちていた部分であり評

価できる。

「都市社会開発計画」は、 2点新しい試みを挺示したといえよう。

l点目は、 「地域計画」に、より細目的な「地域計画付随国家計画」を組み合わせること

で、即地的状況に合わせ、地域の必要としているメニューの選択を可能とした点である。

地域が強化、活性化すべきテーマについては、 「地f或計画」を補完するかたちで「地域計

画付随国家計画Jの中から事業を選択し実施していく。そして事業は、市町村等地方公共

団体によるものである。

もう l点は、 「地域計画付随国家計画」の刷新事業では、交通問題、商業・職工業の充実

等都市生活全般に関わる諸課題への対応や「単独国家事業」では『困窮者の住宅への受け

入れ』、 『放浪者の受け入れ』 、 『法律と都市(人権擁護)J等「人」社会的ハンディー

を対象とした施策でソフトな施策を中心に「地域計画」を補完する体制ができあがってき

た点である。

これらの「地減計画Jをベースに置いた「都市社会開発計画」は、市町村が固と契約を

結ぶことで事業が成立する。市町村は独自の判断により 、 「地I或計画」と組み合わせるべ

き「地減計画付随計画」を選択し計画を実現してL、<0 r都市社会開発計画」は、 rt出域
計画jの他により細目的な対応、を要求される「地I或計画付随国家計画」をj寺つが、 I也I或の

状況把握が可能な地元市町村への都市計画の権限委設があって初めて成立する都市計画の

フレ ムである。 4.5では、フランスでの都市計画の一つの方向性として「地域計画」を中

心とした都市社会開発をめざすー述の計画が提示された。それは、都市計画権限の市町村

への権限委設という制度的改革が成立の根底にあったと判断されるが、市町村主導、地域

密着裂の3単力ある新しい都市計画のありかたとして評価されるべきものである。
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5 主事E ショワジ一一 ・ オノレリー-ffI士也 4こヰ'=>1ナる匡日

士也5@*斤奇主主主主 DSQα〉雰ミ王立~::S三トヰi斤

5. 1はじめに

本章に於いては、団地更新事業DSQの実態分析を行い、現在フランスで広範な範囲を網羅

しているとされているDSQが何を目標に、どのように実施されているかを探る。具体的には、

事業実施以前の問題点、の納出、目的の把握、事業内容の分析、事業に対する考察・評価を

ITつ。

団地更新事業DSQを、ここでは、 1建築の設備面(居住水準)に着目した「住宅改善事業」

、2住環境 地区計画的観点から見た「団地レベルの物的更新」、 3社会学的立場でコミ

ュニティー形成に寄与する「社会活動事業」の 3つの領岐に於いて見ていく。よって『居

住水準』、 『住環境』、 『社会活動事業』を牛ーワードとし、各々について、 [5. 3 団

地更新事業DSQの実態分析ー「住宅改善JJ、 [5. 4 団地更新事業DSQの実態分析ー「団地

レベノレの物的更新JJ、 [5.5 団地更新事業DSQの実態分析ー「社会活動事業JJのなか

で論じていきた L、。本論文では、ケーススタデイ一団地として、イ Jレ・ド・フランス地方、

ヴアノレ・ド・ 7)レヌ県の、 HLMから発展した住宅供給主体OPAC(Office Public d' Amenage 

ment et de Construction du Val-de-Marne)が所有し、 DSQ事業の問題地区IlotsSensib 

1 esに指定されている νョワジー・オルリ一団地を挙げた。

5. 2. オルリ ー市、及び団地プロフ ィール

5. 2. 1 ケーススタディ一団地の選択

ケ ススタディ一団地としてゾヨワジー ・オルリ一団地を選択した理由としては、次の

2夕、がある。まず、 l点目は、当該団地に於ける団地更新事業の歴史が長い点、つまり、

団地更新事業のはじまりであり、 DSQ事業の前身でもあるHVS事業から団地更新事業の経験

があった。団地更新事業に至つては、団地更新事業DSQ第 11羽(1984-1988)が全国的に始

まるに先駆けて既に1982年、 1983年パイロ y ト的事業が実施され、パイオニア的存在であ

り、事業開始当初から事業を仰し進めてきた市長のGastonVien氏の積極的な姿勢が背後

に一環してあった。もう l点は、チョワジー ・オルリ一団地がある行政区域は、オルリー

市とショワジー， )レ・ロア市の 2市であるが、オノレリー市に関しては、市の人口の60%も

が団地住人で占められ、市の政策の中心に常に団地対策があった点が挙がられる。

そうした事実が、 DSQ!IJ業の事業権限を委ねられているオルリー市の、事業に対する取組み

を極めて盛んなものとしてきたとされている、
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5. 2. 2 オル リー市の位irlと市へのアクセス

ショワジー・オルリ一団地は、パリの郊外、南東約15キロのところにあり、オルリー空

港のほぼ入口に位置している。団地へのアクセスは、道路網を利用すると、バリから放射

状に郊外部へと延びている国道A6、続いて環状道路A86を利用し、オルリ一国際空港を目標

にアクセスするのが一般的である。また、鉄道利用の際は、高速郊外地下鉄 RE R : Rese 

au Express Regionalを利用し、 RER、C線でC線の起点となるパリ、サン ・ミyシェ

ノレ駅から C線の南の分岐点 γ ョワジー .)レ・ロワ駅まで行き、そこから 7エロポート・ド

オルリー(オルリー空港ターミナノレ駅)等のある'7':; :/ーパレソ一行きに乗り換える。

団t自の最寄り駅は、ショワジー・ノレ・ロ7駅から lつめのSeule駅、 2つめのViIle d' Or 1 

y駅で、パリ市内からの所要時間は、ショワジー ・オノレリー駅までで、約30分である。パ

リを出るとすぐに、 RE R c線の線路を境に東側約3キロの幅でセーヌ河の両岸に工場地

待が広がり、その全長は南北約10キロに及ぶ。ショワジー ・オルリ 一団地の東から500mで

のところがすでに、このパリ市境界から延びている大工場地帯の南端にあたる。 団地の

外周500メートノレは、パリの典型的郊外住宅(庭付き)地が見られるが、個々の敷地規伎は

200m'-250 rr!、建蔽率30%の小規模戸起て住宅から形成されている。団地の南西には、南

への玄関口、又国際的には南周り航路の起点となり、重要な交通の要衝であるオ Jレリ一国

際空港、西には、パリ市から移転してきた市民の暮しを預かる国立市場Senia，Rungis Mar 

chピd'Interet National de Runis et du Seniaがj空えており 、いずれも団地の端より、 2

キ口弱のところに位置している。

5. 2. 3 オルリ ー市の発展

ソヨワジー・オ Jレリ一団地は、団地の大部分をカパーしているオノレリ 市と密接な関係

をもって発展してきている。そのオノレリー市は、今世紀初頭には、現在と同ーの行政区域

に、人口わずかI.000人の村であった。半世紀後の、1950年には、人口が7.000人に増加す

る。そして、1965年には、人口が26.000人に達し、この15年の間に、都市化が進むo 82年

現在では、人口にあまり変化は見られず、約24.000人である。オノレリー市は、RE R高速

郊外地下鉄の線路を境として、旧市街地と γ ョワジー ・オノレリ ー団地を中心とする新興の

住宅地に 2分されている。旧市街地は、教会を中心に発展し戸建住宅から成り、閑静な街

並みを形成している。一方、団地を中心とする新興住宅地に於いては、現在の Y ヨワシー

・オルリ一団地の前身であっ た緊急団地CiteUrgence (250世得、現在は取り易自されて存在

していない)の建設が契機と なり、i主設が開始されていっ た。建設活動が最も盛んであっ

たのは、Cit巴Urgence建設に引き続L、ての、1958年から1963年にかけてのゾヨワジー ・オ

ノレリ一団地が建設された時期である。 この時期に、 γ ョワ γー ・オノレリー市には、団地総

戸数5.300戸中、 4.300戸が建設されている。
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5. Z. 4. 団地プロフィール

団地更新事業HVSが開始されるにあたって実施された基礎調査(1975)では、当団地は、

総住戸数5392戸、人口18550人の大規模団地で、オルリー市の人口の58%(15226人)、 γ

ヨワシー.)レ・ロ 7市の人口の8%(3324人)を収容している、と示されている。団地は、

1958年から 1963年までの 5年聞に、セーヌ県HLM公社OfficePubl ic d' HLM du Deparlemen 

l de la Seine (1967年に名称変更し、パリ地方県述合IILM公社OfficePubl ic d' HLM Inle 

rdepartemenl de la Region Parisienneになる。)により建設されたものである。団地辺

設用地は、パリ市が、ガス供給施設建設を目的として 1912年から 1927年までの15年に渡り、

買収したものである。用地の一部にガス供給工場、コークス製造工場を建設した後、パリ

市が、セーヌ県HLM公社に無償譲渡し、都市化に{半う人口増加に直面していた当時、人口の

受け皿として γ ョワジー オノレリ一団地が建設された経緯がある。建設当初の入居世帯は、

地方及び海外県、諸外国からの移住者の(也、前バリ市居住者で家賃高股の理由から移転し

てきた世帯、また1958年から都市再開発法ができ、再開発によって移転を余儀なくされた

世帯等がある。

団地更新事業の内容、構成5. Z. 5 
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団地更新事業DSQの実態分析ー「住宅改善」

5. 3. 1 はじめに

団地更新事業HVSは外椛?警備等も含めた 「住宅改善」を事業内容としていた。団地更新事

業DSQは、 HVS事業より発展して、住環境 ・地区計画や社会胞策を事業概念の中に取入れ、

「住宅改善J+ r団地レベルの物的更新J+ r社会活動事業」という椛成で総合的施策と
しての立場を確立してきたことは、前章で触れたとおりである。しかしながら、総合的施

策といっても、団地更新事業DSQのなかで、 「住宅改善」に関係した政用は予算面から見て

も総予算額11965.39MFのうち、 3/4にあたる8965.39MFを占めており、団地更新事業の基本

であった「住宅改善Jは、今日に於いても事業の主妥な柱である点に相違はない。

住宅改善はストック更新の手法である。スト y ク更新は、国からの術助金を受けてその

資金によって住宅改善がなされる場合は、国と住宅の所有者との聞で一種のti:h約Convenli

onmentが結ばれることになる。協約Convenlionnmentは、 1948年法でできた慨念である。住

宅改善に伴うlili助金PALULOSは、 1977年団tt!J更新事業HVSができた年に創設され (1977.8.2

9. )、補助金受給資格は、 1967年12月31日以前に建設の住宅となっている。この取り決め

の中では、補助金を受ける見返りとして、改善後は、国で定めた最低居住水準NHMを満たす

ことが条件つけられている。また、そうして一旦、国で定めた居住水準を達成した場合に

は、その住宅の居住者に対して住宅手当APLの受給資格を与えられ、居住者を家賃上昇から
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守る社会的施策も他方で働いてくる。 Iストック改善」、 「補助金支給」、 「住宅手当」

は、相互に関連して同一の土俵の上で考えられている住宅政策なのである。 住宅

改善は、協定Convent ionnmen tによって、改善後の居住水準の下限に対して縛りをかけられ

ていることになる。

5.3.2 住宅改善事業分析の視点

1) 住宅改善事業の重要性の l点は、まず 「居住水準をどこまで上げていくのか」という、

事業の 「必妥性」と 「可能性」のパランスの問題にある。住宅改善事業の工事は、 「改良」

と 「大規模修繕jの組合せによって実施されるが、 i各々の工事項目が必要とされる物的、

経済的、社会的要因、 ii工事の性質、悩達成度(事業の「必要性」と「可能性Jとのパラ

ンスからどのレベルに於てどのような改善工事が実施されているのか)を検証する。

又、同時に協定Conventionnmentで定められている最低居住水準NMHの達成状況についても

着目し、総合的評価を行う際の参考項目としたい。

2 )そしてもう l点は、住宅改善から派生する居住者の住居'l'l負担I告にどのように対応する

かという問題にある。この問題に関しては、 61;1で、住宅手当との関係で詳細に検討する

こととする。

5章で取り級うのは、個々の物的改善(面積変化 ・設備変化)が家賃上昇にいかに影響し

ているかというメカニズムを修正床面積変化を見ながら考策していく 。

これらの課題に対していかに的確に解答していくかが、住宅改善事業の評価につながる

ものと考えられる。本立に於いては、 L住宅改普と修正床而智iの|刻係についての分析、2

住宅改善の工事制l目の分析、を実際のショワジー ・オノレリ一団地の実j0Jを取り上げ分析 ・

評価を行っていきたい。

5.3.3. 住宅改善と修正床而宥iの関係についての分析

本節では、 1)I平面的改善」の実態では、住宅を平面計画の上で促えた場合、空間椛成

と面積規模について、どのような範囲で計画の メニューが用意されているのか、 2)改善に

伴う修正床面積変化では、改善(I平面的改善J. I設備改善J)のタイプj)IJに事j0Jを引

出し、面積変化、設備項目変化から修正床面積変化を捉え、各改善が家賃算定の根拠にな

る修正床面積に与える彫響について分析 していく。

(1) I平面的改善」のタイプ

住宅改善を実施するにあたって通常実施される設備改善だけでな く、一部の住戸に於い

ては、 「平面的改善」を伴っている。こ こでは、 Pierreau Pr机 re街区を取り上げ、 平面

的改善の実態を見ていく。当街区には、 Ajjliから0棟ま での中層棟15棟 (100階段室)、住

主 1n 1 ~百制本:?耐 「角{牛耳~êむ善洛のもの(第 3 期までの住宅改善事業に入っ て いるもの)
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、11線、 641戸を対象とする。

まず、当街区に於ける平面計画を改善のタイプか ら分類すると、タイプ {改善なし}、

タイプ 1.(セリエ(増築) +階段室} 、タイプ n. (台所拡張(地築)+階段室} 、タイ

プ凹 ( 1戸→ 2戸化}の 4:;イプが挙げられる。各々のタイプの改善戸数、改善の行われ

た住棟、階段室は、次のとおりである。

・7イプ 1.(1平面的改善なしJ (既存))…561戸

・7イプ日 {セリヱ増築+階段室!日40戸 (2戸x5 (階) x 4玄関室=40戸)

( K練 n'5， 7， 9， 13 ) 

・タイプ凹 (台所拡張(1首築)+階段室1・1戸(1戸x5 (階) x 1玄関室=5戸)

( L棟 n・9(rueJean Racine) ) 

・7イプrv. (1戸→ 2戸化) ・・35戸(2戸x5 (階) x 2玄関室+1戸x5 (階) x 3 

玄関室=35戸) (K棟 n・11.15， 17、L棟 n・7，II(rue Jean Racine) ) 

(2) I平面的改善」の実態

(2)ー1I平面的改善なし」

。 タイプ 1 (1平面的改善なしJ (既存))について

「平面的改善」の全般的状況を、これまで住宅改善が実施された棟 (住宅改善事業第3

Jtrlのものまで)について見ると、タイプ目 、l目、 Wに該当する「平面的改善」ありが80戸、

タイプ に該当する「平面的改善なしJが561戸となっている。平面的改善に関しては、改

善率は、 12.5%で、面積変化をもたらす 「平面的改善」が必須の改善事項ではないことが

明かにされた。

次に、各住戸タイプj)11(F2-F6)に、最低居住水準NMII:Norme Minimale d・Habitabili

teの間続水準SMH:Surface lIabi table Minimal eの1mを参考値として、住戸面積を、改善iIIi

と改善後で比較し面積変化を見る。

φ設低居住水準NMII:Norme Minimale d'lIabi tabi I i te 

この疲低居住面積SMHは、国で定める最低居住水準NMIIの主要項目の一つに規定されている o

y ョワジー ・オルリ一団地が建設された当初は、 まだ建設活動そのものが住宅の量的諜題

に追われ、厳低居住水準といったような住宅の質に苛目する余絡はなかった時期である。

最低居住水準の概念が生まれるのは、1967年を待ってからである。よって建設から25年~

30年経過 した段階で、途中で生まれた最低居住水準の段低居住面積 SMHという借僚を 「

参考Jにした 『居住水準の見直し作業』として住宅改善事業が行われていると解釈できる。
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図 5.5 ショワジー ・オルリ一団地全体図

凡例 + 
. A¥段目it+セ リエ 「一一一一「

*附計 台所 州 知 IK I車
*1戸ー 2戸化

図 5.7 K篠. L棟 に於ける「平面的 改 善」の 状況
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表 5.1 修正床面積表 タイプ 1 { r平面的改善なし J (既存) } 

修正床面積 |工月比四四』捌 l 
|I  Ap No U旦 Type:.:il

[A) (面積》修正床面積

通 零時 日リ

部屋名
実面 楕 部係屋数別

事 :¥¥n r;雪 I~I |実面 床積番 lli四F百百市l'!lJ

l台所 5.00 1.0 5.0 1.010.6 0.9 0.83 4.15 0.90 

2居間 14.00 1.0 14.0 1.010.9 1.0 0.97 13.58 14.00 1.0 

3 寝室l 11. 00 1.0 11. 0 1.010.9 1.0 日目7 10.67 11目。 l日

4 寝室2 9.00 1.0 9.0 1.01 0.9 1.0 0.97 8. JJ 9.00 l日

5 寝室3

S 寝室4

7 洗面所 4.00 1.0 4.0 4.0 4.00 1.0 

8 収納① 2.00 0.60 1.2 1.2 2目。 0.60 
② 1. 00 0.60 0.60 0.6 

9 トイレ 1. 00 1.0 1.0 1.0 l 日日 1.0 

10通路 3.0日 0.60 1.8 1.8 3 日日 0.60 

11 拘置き

12 玄関室 5.00 0.60 3.0 3.0 11 5凹 日間

13 ロジア 5.00 日60

合計 55.00 50.60 148叫 59.00
(a) 

[8) (設備》修正床面積

i血 ラ幸普 円『 コ主 '1'王子 干単
君主主 官1百 ュー ューット 拙守.zm2 |ュー yトユー yト誌

番 数当り m21~Z m 数当り m21*Zm 
台所 3.5日 3.50 3.50 3.50 

2 ンヤワ一風呂 0.5日 日50 0.5日 0.50 

巨
給水
決面所 0.40 目40 0.40 0.40 

ピデ

台所 1. 00 1.00 

ンャワ一風昌 6.00 6.00 

日
給河
洗面所 0.50 0.50 

ビデ

g W. C 6.00 6.00 6.00 6.00 

10 風 呂 4.00 4.00 

11 ンャワー 2.00 2.00 

12 涜面所 1.0日 1. 00 1.00 1. 00 

13 ビ ア

14 暖 房 5 3.00 15.0 5 3.00 15.0 

15 電 気 2.50 2.50 2.50 2.50 

161 ti ス 1.50 1.50 1.50 1. 50 

17 ダストy ュート 4.00 4.00 4.00 4.00 

18 エレベーター

19 テレビアンァナ 1.00 1.00 

20 地下室物遺 l 1. 00 1.00 1.00 1.00 

ムロ ~t 47.90 

(b) (8) 
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苓事 千五量
要 " ~~ rl¥lZ 噌加分lLZ 11孟場干 日照l眺望 1平Z均薮 |床修面正積

4.5 

14 

11 

9.0 

4.0 

1.2 

1.0 

1.8 

3.0 

3.0 

52.50 

2曽』的T

日00

日日o
0.00 

1.00 

6.00 

0.50 

。。。

4.00 

2.00 

日日目

日目。 l

0.00 

0.00 

0.00 

1. 00 

0.00 

10.50 

1.01 0.8 1.0 日93 4.19 0.04 

1. 01 0.9 1.0 0.97 13.58 日日日

1.0 

1.0 

0.9 1.0 0.97 10.67 日日日

0.9 1.0 0.97 8.73 日日日

0.00 

日日日

4日 0.00 

1.2 0.60 

1.0 。。。

1.80 目。。

目。。

3.0 日日日

3.0 3.00 

151.1712.44 

(A) 

改善前 surface corrige 

(a) + (b) =85. 13 
48.73 37.4日

改普f量 surface corrige 

ln+ lP!0=99 07 



図 5.8 住宅平面図 タイプ I { I平面的改善 な し j (既存) } 
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表 5.2 住宅タイ プ 別最低居住面償 S M H 

住宅~{7. 部屋構成 最低居住面積

bis 

~ 

現

ワンルームで洗面他、ヲロゼ y 卜含、 卜
レ、ゾャワーその各種設備を む

l居室+女

2居室+大

3居室+大

4居室+大

5居室+大

6居室十大

7居室+大

18.00m' 

30.00，1{ 

46.001ll' 

60.00n; 

73.00nl 

88.00m' 

99.001ll' 

114. 00 Ill' 

女=台所、浴窒
WC、通路、収納
苦を指す。タイプ
については給水箇
PlIを l箇所増やす。
又、 8居室以上のタ
イプについては、F号
室が I部屋地えるm
に+14.00とする。
ここで屑~ (oIP('P. 

)とはミ層間(sejo 
ur)及ひ'寝室(cham 
bre)両方を含む。

出典 :LE GU I DE COMPLET DU LOGEMENT 
1990-2ρme edition 

表 5.3 {主戸タ イ プ別最低居住面 積 S M H ク リ ア 状 況

住戸川7・最低居住面積改善jjij 改善後而積 最低居住而杭 1人当り
前お (n~. 7加算) クリア皮 居住而お

F2~ イ 7 46.00 38.-io → 43.20 (SMII-2.80) ム 19.1 
FHイ7. 60.00 54.84 → 59. 84 c SMII-O. 16) 0 18. 28 
F 4何人 73.00 64.20 → 69.20 (SMii-3 aoi ム 17. 30 
F5~ イ 7 . 88.00 78.79 → 84.79 (SMト 3zii ム 16.96 
F6~ イ 7. 99.00 100.43 → 106.43 CSMii+7 43i id I6: 73 

上の表からもI明かなように、改善前で、最低居住面積をクリアしているものは、 F2:7イ

プからF6:7イプの中では、F6:7イプのみである。改善後は、タイプ Iに該当する 「平面的

改善なし」の中で、最低居住面積をクリアして いるのは、F6:7イプで、基準を大きく上回

っており 、又F3タイプも基準をほぼクリアしている。

しかし他のF2:7イプ、F47イプ、F5:7イプについてみると 、改善後、 床面積計算で、便

宜上ロジ7を計上しても最低居住面積SMHの達成度は、必ずしも高くない。最低居住面積と

改善後の面積で段も開きがあるのは、F47イプ・で、改善後も -3. 80n; とかなりの差異が~{l，

められる。

(2)ー2 r平面的改善あり」

次に、 「平面的改善」を実施した 「平面的改善ありJについて、階段室毎に改善の別(

タイプ 日、 7イプ皿、タイ プrv)を表しているのが図 5.9、5.10.、5.11である。 これ

と、表 5. 3から次のようなことが言える。

。 タイプ 日 {セリエ (l曽築) +階段室}、タ イプ凹 {台所拡張(鴻築) +階段室)

目タイプ E 、タイプ凹の増築型の平面的改善は、 「平面的改善あり 」のものの 6割弱を

占めており 、 「平面的改善あり」のなかではオーソド yクスなタイプである。

このt自~型の改善は 、 F5 :7イプにおいてのみ実絡されている。 l人当りの居住面積を住
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表 5_4 修正床面積表 タイプ II lセリエ増築+階段室}

修正床面積 |nl詰E腎UP+???三|
[A] (面積》修正床面積

宅壬<- tl' |通
部屋名1: =1器官I有床面期積 聖

、l 芹t 1特品副25|古屋2番 日旬 、
l台所 7.00 1.0 7.0 1.0 0.6 0.9 0.83 5.81 6.44 1.0 

2居間 15.00 1.0 15.0 1.0 日9 1.0 0.97 14.55 18.30 1.0 

3寝室l 12.00 1.0 12.0 1.0 1.0 1.0 1.0 12.00 9.42 1.0 

4寝室2 9.00 1.0 9.0 1.0 1.0 1.0 1.0 9.00 9.47 1.0 

5在室3 9.00 i日 9.0 1.日 0.6 1日 0.87 7.83 11.46 1.0 

6 寝室4 8.00 0.90 7.2 1.0 0.6 1.0 日87 6.26 8.08 0.90 

71iSt面所 4 日目 l日 4.0 4.0 4.55 1.0 

81~ 2.00 0.60 1.2 1.2 2.26 日60
@ 1.00 0.60 0.60 0.60 

9 トイレ 1.00 1.0 1.0 1.0 1.00 1.0 

10通路 5.00 0.60 3.0 3.0 9.72 日60

11 物置き 11. 07 0.60 

12 沼貫主 6.00 0.60 3.6 3.6 2.76 0.60 

13 ロジア 5. 83 0.60 

合計 79目。 72.60 68.85 100.36 

(a) 

[B] (設備》修正床面積

|通 t.... fiiJ 1又 宅主 主主主
宮央官iii ユニット ユニット *z m2 ユペyト ユニ yト t革 m'番 数 当り m' 数 当り m'

台所 3.50 3.50 3.50 3.50 

h ンャワ一風呂 0.50 0.50 0.50 0.50 

h 給水 洗面所 0.40 。田 2 日40 0.8IJ 2 

h ピデ
5 6 
台所 1. 00 1. 00 

シャワー風E 6.00 6.00 

8 7 

給湯
洗面所 2 日50 1.0 

ピデ

9 W. C 6.00 6.00 6日o 6.00 
10 風 昌 4.00 4.00 

11 シャワー 2.00 2.0日

12 抗菌所 2 1.00 2.00 2 1.0日 2.00 

13 ビ ア

14 暖 房 7 3.00 21.0 7 3.00 21.0 

15 電 気 2.50 2.50 2.5日 2.50 

16 I ti ス 1.50 1.50 1. 50 L 50 

17 ダストンュ ト 4.00 4.00 4.00 4.00 

18 エレベター

19 テレビアンテナ 1.00 1.00 

20 地下室物置 1.00 1.00 

告 2十 44田 l 54回

(b) (B) 
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軍事

6.44 0.6 

18.30 1.0 

9.42 1.0 

9.47 l日

11.46 1.0 

7.27 1.0 

4.55 

1.36 

1.00 

5.83 

6.64 

1.66 

3.5日

86.90 

増加分

0.00 

目。。

目。。

1.00 

6 日日

1.00 

0.00 

4.00 

ー2.0日

0.00 

0.00 

日日日

日目。

0.00 

1. 00 

一l日o
10.00 

守;長

、日以品 I~雪医議 増加升
日6 1.0 0.73 4.70 一1.11 

0.9 1.0 0.97 17.75 3.2日

1.0 1.0 1.0 9.42 -2.58 

0.6 1.0 0.87 8.24 -0.76 

日6 1.0 0.87 9.97 2.14 

1.0 1.0 1.0 7.27 1.01 

4.55 日55

1. 36 -0.44 

1.00 0.00 

5.83 2.83 

6.64 6.64 

1. 66 ー1.94 

J. 50 3.50 

81. 89 1113. 04 

(A) 

改普前 surfacecorrige 

(a) + (b) ~113. 65 
68.85 44回

改普1ヌ surfacecorrige 

(A) + (B) ~ 136. 69 
81回 54初

己主E毛王子育守

く〉

寝 ~1

己宝主主喜千麦

図 5_9 住宅平面図 タイプ日{セリエ I曹築+階段室}
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表 5.5 修正床面積表 タイプ皿{台所鉱張(増築) +階段室}

倍正床面積 I III I旦ム旦地区 比」玄関 ! 
| IAp N。一五.!I. Type 主|

[A] (面積》床面積

|通 写Jl H' 己 宅基 干まを

郡日屋名
実面 庫積 郡係哩別数 |有庇而期珊

糸
|平附均 諺床面E積 |実面 床積 部係商数'1 有庶面稽効 採!量世 日照l晶困数問 I 平~.致均 I 修床面正積 増力的十

番

l台所 6 日日 1.0 6.0 l日 日6 0.9 0.83 4.98 14.00 1.00 14.0 1.0 0.8 1.0 0.93 13.02 8.04 

2居間 15.00 1.0 15.0 l日 日g 1.0 0.97 14.55 15.00 1.0 15.0 1.0 日9 1.0 0.97 14.55 0.00 

3寝室l 11.00 1.0 11.0 1.0 l日 1日 1.0 11.00 11. 00 1.0 11.0 1.0 1.0 1.0 1.0 11. 00 日日目

4寝室2 9.00 1.0 9.0 1.0 1.01 1日 1.0 9.00 9.00 1日 9.0 1.0 1.0 1.0 1.0 9.00 0.00 

5寝室3 9.00 1.0 9.0 1.0 0.6 1.0 0.87 7.83 9.00 1.0 9.0 1.0 0.8 1.0 0.93 8.37 日54

6寝室4 &00 0.90 7.2 1.0 0.6 1.0 0.87 6.26 8.00 0.90 7.2 1.0 日8 l日 0.93 6.7日 0.44 

7 洗面所 4.00 1.0 4.0 4.0 4.00 1.0 4.0 4.0 0.00 

8 収納① 2.00 0.6日 1.2 1.2 2.00 0.60 1.2 1.2 .0.60 
② 1.0日 0.6日 日60 0.60 

9 トイレ 1.0日 1.0 1.0 1.0 1.00 l日 1.0 1日 0.00 

10通路 5.00 0.60 3.0 3.0 5.00 0.60 3.0 3.0 日日日

11 物置き 己文 書芸甫liT

12 玄関室 6.00 0.60 3.6 3.6 8.00 0.60 4.8 4.8 1.20 

13 ロジア 6.00 0.60 3.6 3.6 3.60 

合計 77.00 70.60 92.00 82卯 1IIl.24 13.22 く〉
(a) (A) 

[日] (設備》床面積

|通 事一 ， 至竪 3;呈主
書長 官I百 ュー y数ト ユ当ーりツmPe 拡山 m内‘ ユニッ世ト ユ当『りγmト21fz 同 m 州

増)ID1l"
番

l 台所 3.50 3.5日 3.5日 3.50 日目。

ロ ンヤワー 風呂 0.50 0.50 日50 0.50 。。。

口給水 誌面所 2 0.40 0.1IIl 2 0.40 日初 日日日

h ビデ 日目。

5 台所 1.00 1.00 1.00 

口 ンヤワ一風呂 6.00 6.00 6.00 

r-7 給湯 決面所 日50 0.50 0.50 

ロ ピデ

+ 

9 W. C 6.00 6.00 6.00 E 日日 0.00 

10 風 呂 4.00 4.00 4.00 

11 ンャワ ー 2日o 2.00 .2.00 

12 託面所 2 l日o 2.00 1.00 1.00 .1.00 

13 ビ ア

14 媛 房 7 3.00 21.0 7 3.0日 21. 0 0.00 

15 屯 気 2.50 2.50 2.5日 2.50 0.00 改曹前 surfacecorrige 
161 ;Ij ス 1.50 1.50 1. 50 1. 50 0.00 
17 ダストシュ ト 4.00 4.00 4.00 4.00 0.00 

(a) + (b) ~ 111. 82 
67.02 44却 己文 書~ 千灸

18 エレベタ

19 テレビアンテナ 1.00 1.00 1.00 
20 地下室拘置 1.00 1. 00 1.00 1.00 0.00 

改善後 surfacecorrige 

(A) + (8) ~ 1 34. 54 
凹巴24 54.30 

図 5.10 住宅平面図 タイプ田{台所鉱張(的築) +階段室}

合 2十 44却 54.30 119叩

(b) (8) 
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i?"一!ぺ!

己女主塁手育行

く〉

己文芸星子千灸

図 5.11 住宅平面図 タイプ IV l 1戸→ 2戸化}
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住戸タイプと実床面積

住篠L

-階段室n'7 rue Jean Racine F3Yイ"x 1 (一階部分)

F5IP' x 9 

・階段室n'9 rue Jean Racine 管理人室

F3IP' Xl 

F5IP' x 8 

・階段室n-11 rue Jean Racine FHO・x1 (一階部分}

F51イ7-X 9 

・階段室n・3，S， 7. 9.11.13 rue Moliere 階段室毎にF3IP'x 10 

実床面宮川) 表 5.6 住戸タイプと部屋別実床面綴({主様 L) 

室住宅名I{7 
居間 在室3 寝室4 台所 収納 通路 玄関

Fl3B9イR7ac i ne) 
13.21 6.43 0.31 2.63 2.55 

F{M3o9{l ? iere} 
17.11 5.01 2.23 2.65 2.16 

0.9519.82 I 01 1 (. (3 t 1. 00 12.50 2.65 2.16 
(Mol iere) 

F{37P-ィlγ 1Racinel 
18.27 6. (3 2.55 

F{579イ2?，l I R) 8.27 t 9.42 1
8.08 19.0 11.50 6.43 1 (. 5S 1I凹 2.56 5.13 2.55 

'Hイ7 10.03' 11.85 6.27 1 (. (3 11. 00 [2. 16 6.25 1.94 
(lIRacine) 

告Z十

53.03 x 1" 53. 03m' 

54. 3~ X30・1.645. 20m' 

55.69 x 30-=! 日0.10m'

56.92 xz・113.34m'

78.96 x 21= 1. 658. 16m' 

81.06 x 5"" 405. 30m' 

住練 L : 39戸+1菅理人室:5，5U.28m' 

住棟K

-階段室n'1 Av. AI fred Musset F29イ" x 1 ( 1階部分)

F31イ7'X.{ 

F4Iイ7'x 5 

-階段室n'3 Av， Al fred Musset F310' x 5 

FIIP' x 5 

・階段室n・5.1.9.11.15.11

Av. Al fred Musset :階段室毎にFH打。 x10 

・階段室n'llAv. Alfred Musset FHO-x 5 

F5IP' x5 

実床荷積(ば) 表 5.7 {主 戸タイプと部屋別実床面続(住 棟 K) 

塁塁lf7 居間 寝室 l 寝室2 直室31直室41~宣 5 台所 浴室 ，. c 収納 通話

'21 打 5，01 4.0 1.00 1.15 1.49 

f3tO' 17.17 10.64 5.01 4.0 1.00 2.28 2.65 

fH(7 17.40 9.39 3.40 1.00 2.25 (， 33 

f5H7 18.30 9.42 3.08 9.47 111.46 I 6.U 4.55 1.00 2.26 5.05 
fH(7 19.38 11.92 3.9Z 9.65 19.93 19日 1.08 

x1= 
38. 20m' 

x9= 
293.55m' 

x 10= 
642.00m' 

x 65= 
5. 121. 35m' 

x5= 
502. 15m' 

住棟K:叩戸 (f2tO'x l+f3tO' x9+FHO' x 10+FstO' xoS-:-f5Jイ7'X 5) : 6797. 25m' 
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宅Pイ7・別 (F2-F6)みると、 F2)'イプで、 19.1 ni、F3)'イプで18.28m'、F4)'イプで17.30 

ni、F5)'イプで16.96ni、F6)'イプで16.73niと順次面積が小さくなっている。得策による

居住面積の培加が蚤も必要となるのは、特に l人当りの居住面積が17.OOni以下となるもの

で、住宅タイプではF5)'イプ、 F6)'イプと考えられる。このタイプでは、居間等共用空間

の相対的狭小化が問題となっている。

・しかし、実際に、 F6)'イプに於いて実施されなかった点については、 i当該団地に於い

ては、 FHf7'が最低居住面積をクリアしていたこと、 ii戸数が街区全体で29戸と、もとも

と少なくさらに分散しているので改善を効率的に行うのが難しい等が理由として挙げられ

る0

・又、 K 棟、 L 棟の F5~ イ 7 に於いてのみ地築が実施されているが、それは次の理由による

ものである。 iK棟、 L椋は、 F5)'イプの住戸の割合が、各々 72.2%、29.2%といずれも街

区平均と比較して高い点、 ii2棟が広場を囲んでいて、階段室等を増築しでも空間的に一

体感がある盤備が可能であり、実現lJtが高かった点でが挙げられる。

表 5，8 住戸タイプの情成(住棟 K. 住棟し)

{工戸タイプの構成
P. A. P街区全体

F1~{7' x 27戸
F2~ イ 7' x 95戸
F3?イ7'x494戸
F4~ イ 7' x 238戸
F5~ イ 7' x 133戸(13. 0%) 
F6~{7' x 29戸

1016戸

K棟 L線

F2?イ7'x 1戸
FHイ7'x 9戸
FHイ7'x 10戸
FHイ7:x 6U'i (72.2%) 
F6~ イ 7' x 5p 

90戸

FHイ7'x 63戸

FHイ7'x 26戸 (292%) 

89戸

I自築型の改善は、いずれも住棟内部に納まっていた階段室を住棟の前面部分に張り出さ

せ、その両脇に空間の?スとしては階段室と一体になるようなかたちで台所やセリエ等の

空間を培築している。 r平面的改善Jの中でもこうした増築タイプは面積増を伴い、家賃
上昇を沼くので、改善を実施するにあたり、階段室毎の住民の合意を取り付けるという前

提条件が必要となる。地~タイプ 2 )'イプを比較すると、相対的に修正床而fi'i少なく、家

賃上昇率が低いタイプ の改善実施率が高L、。しかし、こうした現状に対し、当該街区の

設計担当である設計事務所のB.DAROTが住民に行った7ンケートによると、経済性を度外視

するという条件のもとでは、増築面積を居住空間として利用できるタイプ の台所拡張タ

イプの方が人気が高いという結果がでており、 「経済性」と「居住空間確保Jの聞の拘授

の難しさを示すしている。

。タイプrv{1戸→ 2戸化}

タイプWは、世帯規模の縮小化を反映している。オルリ一団地では、 1975年 (3.5人)、 1

982年 (3.36人)、 1989年 (3.03人)と平均世帯人人数の減少が見られる。経年変化の中で

家族が位帯分化する際に、小規模住宅に分散するという現象が見られる。こうした変化に

対応して、住宅改善の「平面的改善Jでは、 「独立した若年世帯」 、 「若年屈が独立して
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いった後の高齢者世帯」向けに面積規模の小さい小住宅を確保するよう l戸→ 2戸化を相

当数実施している。

l戸→ 2戸化したものは、改善後は、 1P Eタイプ (35.47ni)と 1P Fタイプ (40.22m') 

の 2)'イプがある。 1P Eタイプは、ワンルームタイプで居間兼寝室となっている。 1P F 

タイプは、居間、寝室が独立しており、部屋構成から見れば F2 )'イプに属するものであ

るが、ロジ 7がない為他の事例のようにロジ7分面積を計上することもできず、最低属住

7J<t艇SHMのF2 )'イプの最低居住面積46.00niを、改善後も大きく下回わっている等といっ

た点が指摘されている。しかし、全般的に見ると、現在、団地で生まれ育った子供達が世

帯分化する時j切にきており住宅地をもたらすこのタイプの改善は、これらの住宅需要に即

したかたちの改善として評価されている。

(3)改善に伴う修正床面積変化

修正床面積 H は、その住宅の居住水準を、 l設備付帯状況と 2.広さのトータルとして算

定する手法であり、フランスに於ける家賃算定の遮礎になっているという点でその重要性

は大きい。修正床面積が居住水準の指標であるとすると、住宅改善は修正床面積変化にと

のような影響をもたらしているのだろうか。まず、修正床面積及び家賃の算定方法を紹介

しておく。

( 3)ーl修正床面制及び家賃の算定方法

・修正床面積の算定方法

口{面積}修正床面積 [A1 

l住宅の部屋(場所)ごとに実床面積を算定する。

2実床面積に部屋(場所)別係数を儲け、有効床面積を算出する。

3さらに、有効床面積に、その部屋の住環境の指僚に関する係数の平均値を儲けて

《面積}修正床面積 [A1を算出する。

注)部屋(~所)日IJ係1&に関しては、台所、居間、寝室 l 、寝室 2 、寝室 3 、寝室

4等の居室、及び洗面所、トイレに関しては原則的に係数1.0が与えられ、その

他、収納、通路、貯蔵室、玄関室、ロシアについてはO.6が与えられている。

又、住環境の指標とは、 採光、日限、 眺望の3指標で、居室部分にのみ適用され

その部屋の居室としての快適度を表すもので0.6-1.0までの値が与えられる。

口{設備}修正床面積[B 1 

l住設備ユニ yトlつ当りに、ポイント(単位・ ni)が決められる。

2住設備ユニ y トlつ当りのポイントに、ユニ y ト数を儲ける。

3住設備ユニ y トの合計に関して{設備}修正床面積[BJを算出する。

a:)給水、給湯に関しては、配水箇所は、台所、シャワー、洗面所、ピデの 4箇所

が想定される。例えば給水の場合のカウントの仕方は、五主初jの台所への給水で
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3. 50ポイント、後シャワー・風呂場、洗面所と給水箇所が増えるのに応じて各

々O.50ポイント、 0.40ポイントと加算されていく。給水、給湯以外暖房箇所は、

部屋数に対応しているが、その他の設備は、 1住戸 lユニ y トで対応している。

口{合計}修正床面積 [C)

{面積}修正床面積 [A) と{設備}修正床面積[B)の合計を出し、その《合計》

修正床面積 [C)を住宅の最終の修正床面積とする。

・家on定法
上記のように、 《合計}修正床面積 [C) (ば〉が出されると、それにd当りの単価引(

l' /m')を掛けて、最終的に、家賃 (F)を算出する。(例えば、第 1J羽住宅改善事業で6

18戸について1985年7月l日付けで家賃値上げが実施された。値上げ幅は55%で、その内訳

は修正床面積24%、111当りの単価25%となっている。改善後のrri当りの単価はNavigateur

街区で155.34l' /ばである。)

(3)ー2改善に伴う修正床面積変化

ここで、居住水準変化を住戸の「平面計画的改善」タイプ別に、住宅改善の前後の修正

床面積表を見ることによって、面積、設備面で、とこに焦点をあてて改善を行ったのかを

考察する。資料の関係から、 Pierreau Prピtre街区の「平面的改善」、タイプ I、 日、 1lI

の33 '7イプを抽出し、改善の傾向を、平面計画上の特徴」、iir改善項目とポイント変

化」、 uir (面積》修正床面積、 {設備}修正床面積、 {合計}修正床面積の変化」につ
いてとりまとめた。これによって住宅改善では、 ~I>例毎にどのような改善をし、家賃算定

の綬拠となる修正床面積の算定にどのように影響しているのか、そのメカニズムを分析し

ていく。

圃タイプ 1......{平面的改善江し(既存)} '7イプ

r--平面的特徴 ‘、.-'-'-'‘唱団，-，，-，.‘'‘、風，-，，-'-'‘晴、“‘司、‘暗唱、.叫・m 司、、‘暗唱、‘噛晶、情晶、‘崎、皿、司、、皿、1

j Pierre au pr巴tre街区では台所刷n-6nlでダイニンクとしては面積狭小である ! 
:。従って面積噌加の見込まれないこのタイプは居室の一部にタイニング的機能を併存 :

:させることで状況に対応している。

弘、、.、‘、、““““““““““‘、、--““““““、、‘、.、“““““‘..1

このタイプは、 《面積}修正床面積表を見てわかるように、 「平面的改善」を行わなか

ったタイプである。台所は5.OO，n→ 5. OO，n、居間14.00n1→ 14.00n1と面積的変化がない。

ロジ 7が新しく O→ 5.OOnlと変化しているが、これは、改善前から存在していたロジアを、

改善後居住面積として計上経常するよう になったという便宜上の変化である。(設備》修

正床面積表を見て、改善前i去を比較すると、まず給湯設備が新たに付加され台所、ゾャワ

ー・風呂、洗面目frで配水されているので各々1.00111、6.001T1、O.50nl、合計8.00nlが与え

られている。また yャワーが風呂に変わることで2.00111→4.00111'へと上昇している。その

他テレヒアンテナが0→ 1.00，nと値の上で変化しているがテレビアンテナも改善前から設白
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されており改善以後、便宜的に計算されるようになったものである。

タイプ Iは、空間的に実質的変化を{半わないものの、名目の{面積}修正面積では、 48

73111→51. 17nl (+2.44nl) と、 5%上昇している。又、 {設備}修正面積では、 37.40 nl 

→47.901T1 (+10.50rri)と、ポイントが28%増加している。全体の《合計》修正床面積で

は、 86.13nl→99. 07 rri (十 12.941Ti)と、 15%の上昇となっており面積増加は設備改善によ

るものである。

圃タイプ H ……(セリェ t盟~ +階段室}タイプ

(‘ 平面的特徴 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一，

1 特徴は、 ω11i er (貯磁室、物置きと訳される)の名称を持つ空間にある。このセ i 
lエは、利用の仕方により収納空間にも、居室空間にも変化する。台所の外側に増築さ j
;れる為、友にはこの半屋外のテラス的空間にダイニング機能をもたせて利用している :

げlも数多く見られる。また、 RCコンクトト打ち放しの空間をセリエの本来の目的 !
jである貯蔵室又は物置として利用することも可能である。面積的I自分の利用のされ方 j
j居住者いかんとなっており、空間利用に関してこのタイプが最もフレキシピリティー )
:が高い。

i一‘一‘見…、叫皿皿…‘E…、袖沌‘凪…、叫沌一‘也、岨‘臥…、抽一‘皿、祖‘抽叫一‘岨一岨鴨一祖祖一抽、噛一‘叫…、四叫‘皿…、噛‘…、噛叫‘凪、唱、¥一 袖一、晴‘惜一、惜‘一抽一、抽‘一、鴨‘…、噛‘…晴一、叫‘…、噛叫‘皿、噛‘…、噛一‘皿…、噛一‘

この夕イ 7プ.は 《函積}修正床面積に着目すると、新たにセリエ(貯蔵室、物置)が加わ

り、セリエで11.07nlの地加をもたらしている。ただ、セリエは内装工事や設備工事を伴わ

ない簡易空間な為、実床面積の大きさにもかかわらず非居室扱いされ、係数で 6倍けされ、

有効床面積は、 6.641T1と実床面積の1/2強に納まってしまう点が着目される。ロジアは、タ

イプ l同様、新たに計上されている。(設備》修正床面積では、やはり給湯設備が付加さ

れ、合計8.00 nl上がっている。その{也、シャワ が風Eに変わり 2.001l1上昇している。他

の変化項目は、タイプ 同僚テレビアンテナである。

タイプ日は、 {面般}修正床面積では、 68.85nl→ 81.89n1 (+ 13. 04n{)で19%地加し、

《設備}修正床面積では44.801l1→54.801l1(+ 10. OOn{)で22%増加している。 (合》計修

正床面総では、 113.65nl→ 136. 691T1 (+23. 04nO となっており 20%上昇している。

園タイ プm・・・ {台所拡援(増築) +階段室}タイプ

ぃ 平面的特徴 “““‘、““棒、‘、、、“““、、、、““居也、‘、“司、、、、、““‘司、

: 前の台所部分との筑』こ扉がなく台所の拡5長}曽築にあたるタイプである。ダイニング :

:キ yチンとしての使用は不可能であった為、前台所に台所の機能を残し増築部分にタ :

:イニンク桁舵移すことで狭小空間を解消した。 14.00111で集合住宅のダイニンクキ ) 

:yチンとしては余裕ある空間づくりをしている。 : 

このタイプは、 《面積}修正床面積で見られるとおり台所の拡張工事があり 、6.00nl→
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14.00niと台所面積が2倍以上に培加しており、かなり恵まれたかたちでの噌築タイプと言

えよう。士普~された台所は居室である為部屋glj 係数で1. 0が与えられ、増築部分も合わせた

実床面積14.00mがそのまま有効床面積となっている。 i也の居室部分の面積変化は見られな

い。その他の場所についても変化は見られない。階段室の住棟外への張り出しによって従

来住棟内部に納まっていた階段室部分が各戸内の玄関室に変化し、玄関室の面積地6.OOni 

→ 8.00niをもたらしている。またタイプ I、日同様ロジ76.00111'を面積に計上している。

《設備}修正床面積の変化は、タイプ I、日間織である。

タイプ凹は、 {面積}修正床面積では、 67.02ni→80.24ぱ (+13.22m)で、 20%地加し

ている。又《設備}修正床面積では、 44.80m→54.30m' (+ 9. 50ni)で、 21%増加してい

る。全体の《合計}修正床面積では、 111.82m→ 134.54n; (+22. 72m)で、 20%上がって

L、る。

(4)考察

「設備改善」に於いては、個々の工事項目について選択による相違はあるものの、工事

実胞項目に於いでほぼ共通しており、 4つの街区で100%近い改善実施率を見ることができ

るが、 「平面的改善」に於いては改善の実施率が12.5%と低い点が挙げられた。当然最低居

住面積を目係値として基織にしているが、実際面積7jd:¥Hは、ロジ7を面積に計上するなど

計算方法で、使宜を計っても各タイプ最低居住面積SMH3 n;-4 niの差異をのこしたままで、

基本的には、面積地をもたらす増築を実施していないという状況が把握できた。

1)実床面積変化

表 5.9 住戸タイプ別実床面積変化状況(タイプ[-タイプ凹)

住宅川7 居室数 改善前ば SMs 改善後ni(改善前との差) (SMHとの差)

タイ 7. F 3 55.00 60. 00 → 59. 00 (+4.00) (SMll-1.00) 

タイプ F 5 79.00 88. 00 → 100. 36 (+21.36) (SMII+ 12. 36) 

タイ 7. F 5 77.00 88. 00 → 92.00 (+ 15. 00) (SMU+4.00) 

実床面積変化について見ると 、面積が改善前は最低居住面積2'SMll:Surface llabi table 

s Minimalesで規定されている基準に達成していないが、改善後はほぼ基準値をクリアして

いる。表5.9によると改善後の実床面積はタイプ lでは4.00ni士官 (SMH-1. OOni)、タイプ

日では21.36ni (SMII+12.36nI)、タイプ凹では15.00ni(SMH+4. OOni)となっている。結
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果を考察すると、タイプ Iについては、前述のように改善工事によって面積噌加をもたら

したのではなく、面積の計算方法を拡大解釈して値が便宜的に憎えたに過ぎない。これに

対してタイプ E、タイプ凹は、増築タイプの「平面的改善」により、面積増を享受してい

る。タイプ日に於いてはSMHの値を大きく上回っており、タイプも含めて増築タイプは、 「

余俗型の改善」と呼ぶことができる。

2 )技術変化

《設備}修正床面積を見ると、 21%-28%の幅の中でt自力目している。その内容に着目して

みると、タイプ I、目、凹とも共通して①給湯設備の付加と、② νャワーから風呂への変

化が挙げられている。例えば、風呂に給水、給湯が備わっていれば、項目2給水('/ l'ワ

ー ・風呂)、 6給湯(シャワー ・風呂)、 10風呂でポイントを上げることになる。

最低居住水準NMHでは、住宅内部に関する項目として、7)部屋椛成と面積、イ)関口部

と換気、ウ)台所とキチネ y ト、エ)浴室とトイレ、:i)カ'スと司3気等の規定がある。例えば、

イ)台所とキチネ y ト、ウ)浴室とトイレに関しては給水、給協が確保されなくてはならない

等の細目が設けられている。段低居住水準では、住宅内部については、多くのw!紫を要求

してはいるわけではなく 、簡潔に必妥最小限のガイドラインを示したに留まる。 (設備}

修正床面積では、給湯設備の設置とンヤワ ーか ら風呂への変化が見られるが、このうち給

湯設備の設置は最低居住水準で定められている必要項目である。又 γ ャワーから風呂への

変化も γ ャワーでも良いとされている為、必要項目ではないが今日の快適性の水準から準

必要項目として重要視されているものである。震低居住水準で定められた設備面での基本

的項目で達成されていなかったのはこの 2点のみである。よって住宅改善事業の目的は、

JiIi低限、最低居住水準で定められた線を越本的に尊守する為の作業としての意義があった

点が {設備}修正床面積の変化から理解される。

3) r平面的改善」と修正床面積変化

女 『住民の選択一 「居住性」か「面積地」か !.J 

「平面的改善」に関する住民の選択肢は、2段階から成 っている。

i r平面的改善J (タイプlVは選択肢にない。)を行うか否か
ii 増築を行う場合はタイプ 日をillぶかタイプ田を選ぶか

興味深い点は、タイプEでは、 Cellierの地築が平函計画の特徴であり、これによって

実床面積で 1107川地加しているが、実際に修正面積でこの値の地加があったと仮定すると、

家賃の大幅上昇が懸念される。そこで、実床面積では +11. 07niであっても、 t曽築部分を居

室1&いしない ことで部屋別の係数がO.6となり、家賃に直接的に彫響する修正床面積の上昇

を緩和させている。ここでの修正床面積の増分は、 6.64n;である。タイプ血では、平面計

画の特徴は台所の拡張(槍築)にあり、実床面積で+8.00ni、居室扱いとなり修正床面積
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果を考察すると、タイプ Iについては、前述のように改善工事によって面積増加をもたら

したのではなく、面積の計算方法を拡大解釈して値が便宜的に培えたに過ぎなし、。これに

対して7イプ目、タイプ凹は、増築タイプの「平面的改善」により、面積増を享受してい

る。タイプ日に於いてはSMHの値を大きく上回っており、タイプも含めて増築タイプは、 「

余裕型の改善」と呼ぶことができる。

2 )設備変化

{設備}修正床面積を見ると、 21%-28%の幅の中で増加している。その内容に着目して

みると、タイプ I、目、田とも共通して①給湯設備の付加と、② γ ャワーから風呂への変

化が挙げられている。例えば、風呂に給水、給湯が備わっていれば、項目2給水(シャワ

ー・風呂)、 6給湯 (ν ャワー・風呂)、 10風呂でポイントを上げることになる。

JR低居住水準NMHでは、住宅内部に関する項目として、 l)音I1屋構成と面積、イ)開口部

と換気、ウ)台所とキチネ y ト、工)浴室とトイレ、t)ガスと電気苦手の規定がある。 1711えば、

イ)台所とキチネット、ウ)浴室とトイレに関しては給水、給湯が確保されなくてはならない

等の細目が設けられている。最低居住水準では、住宅内部については、多くの要紫を要求

してはいるわけではなく、防潔に必要最小限のガイドラインを示したに留まる。(設fJiii>

修正床面積では、給湯設備の設置と γ ャワーから風呂への変化が見られるが、このうち給

湯設備の設置はJIl低居住水準で定められている必要項目である。文 γ ャワーから風呂への

変化もシャワーでも良いとされている為、必要項目ではないが今日の快適性の水準から準

必要項目として重要視されているものである。最低居住水準で定められた設備面での益本

的項目で達成されていなかったのはこの 2点のみである。よって住宅改善事業の目的は、

最低限、最低居住水怒で定められた線を基本的に尊守する為の作業としての意義があった

点が{設備}修正床面積の変化から理解される。

3) I平面的改善」と修正床面総変化

大 『住民の選択一 「居住性」か「面積増Jか !J 

「平面的改善」に関する住民の選択肢は、 2段階から成っている。

i I平面的改善J (タイプWは選択肢になL、。)を行うか否か

ii 増築を行う場合はタイプ日を選ぶかタイプIIIを選ぶか

興味深い点は、タイプ日では、 Celli erの地築が平面計画の特徴であり、これによって

実床面積で 11.0711H官加しているが、実際に修正面積でこの値のt曽加があったと仮定すると、

家賃の大幅上昇が!懸念される。そこで、実床面積では+11. 07ばであっても、増築部分を居

室扱いしないことで部屋別の係数がO.6となり 、家賃に直接的に影響する修正床面積の上昇

を緩和させている。ここでの修正床面積の地分は、6.64111である。タ イプ凹では、平面計

画の特徴は台所の拡張(増築)にあり、実床面積で+8.00ITi、居室扱いとなり修正床面積
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で8.04mの増加となる。タイプ目、タイプ聞では、セリエと台所拡猿部分に関して、実床

面積で差があるものの、修正床面積で値が6.64、8.04111と比較的近似になったのは、家賃

に影響のある修正床面積の増分を一定限度に納めたい、と言う考えに立脚していると考え

られる。そこでタイプ日、タイプ旧の問で、修正床面積の地分をほぼ近似にしながらも、

「居室にこだわり居住性を優先させる」か、 「居室でなくても良いから面積増加を優先さ

せるJかで、 「セリエ」か「台所の拡張」かの選択肢を存在させている。

ショワジ ・オルリ一団地では、増築については実施に先だって階段室毎の住民のまま否

を調査し、住民の合意形成に基づいて改善が行われるので、階段室毎に実施状況が異なっ

ている。

タイプ Iからタイプ田で、 {面積}修正床面積 [A]は、 5%-20%の幅で増加してい

る。 I平面的改善なし」でも、改善後は計算の便宜上、 {面積}修正床面積は約5%は増加

する。そして、 「平面的改善あり」では、増築タイプの、タイプ E、タイプ皿で、約20%

の修正床面積地11日が見られる。また、 {設備}修正床面積 [s]については、修正床面積

は一律に増加し、 21%-28%の地加傾である。そして、 《面積}修正床面積 [A] と{設

伯o修正床面積[s]の合計の{合計}修正床面積 [C]についてみると、 t盟加E容は、 15
%-20%の幅に納まっている。

《設何D修正床面積の地加幅は平面的改善あり、なし、平面的改善のタイプ、にあまり影

響されることなくほぼ一定に、 20%台の上昇を余儀なくされる。よって、 {合計}修正床

面積のi盟加の幅15%-20%で、 15%になるか、 20%になるかを決定するものは、 《面積}

修正床面積の増加である。(あとは、毎年、物価上昇を考舷して修正される 1m'当りの単

価Jによって績終的家賃が決まる。)

つまり、設備水準については、 Conventionnmentに基つく、最低居住水準の設備水準をク

リアしなければならないという明解にして厳絡な達成基織があり、どの住宅に於いても、

《設備}修正面積分の地加はまぬがれない。とすると、住民が、唯一家賃に影響する修正

床面積に主体的に関与できるのは、 {面積}修正床面積に|刻してで、 「平面的改善」の増

築を受け入れ、 {函校i)修正床面積の増加に応じるか否かの選択についてである。という

ことで、 「平面的改善」のある、なし、 「平面的改善」のタイプの選択を、住民の選択に

委ねていることは、必然性に基づく措置だとして評価できる。最終的な家賃算出に関して

は、 《合計》修正床面積に毎年国が地域別に定める基準を参考にしつつ、住宅供給主体が

l1i/Fを儲けて算出する。

5 )結論

よって住宅改善事業を修正床間前表の変化からのみ促えた拐合結論つけられることは、

1)面積面では、 最低居住水準 NMHの最低居住面積 SHMの確保を目標としているにもか

かわらず、改善後、実質的に段低居住水準NMHをクリアしたものは少ない。

実際には、長低居住面積との格差が一番大きいものは、 F47イプの3.80111、F2Yイプか
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らF6タイプまでを平均すると 2.45m'で、五重低居住水準という最低ラインをクリ 7する為に、

i 1部屋噌築」には至らない小さい面積差と判断することができょう。従って、原則的に、

1950年代、 60年代に建設された当初の面積規模を容認しているのが現状である。しかし、

l人当りの居住面積が非常に狭小化しているF5Jイプでは、平面的改善の必姿性を検討し、

面積増をもたらすような「平面的改善」実施の可能性を用意している。 F5Jイプの平面的

改善は、 SMHを完全にクリアし、 「余俗型の改善」となるが、当然、家賃上昇を引き起こ

すので、平面的改善実施の可能性は、完全に住民の判断に任されている。

いずれにせよ、まず、 「平面的改善」を行うか否かの選択肢がある。そして、行う場合

については、近似の《面積》修正床面積のt曽加で、住民の居住性に関する暗好によって「

居住性jか「面積地」の選択肢で平面的改善のタイプを選択していく。平面的改善が行わ

れるF5Jイプのものについては、このような手順で「平面的改善Jが検討されることは、

町iにも述べたとおりである。この場合、事業の主導権は住民に帰属し、住戸の修正床面積、

改善が修正床面積変化を引き起こすと言う点、 ni/f変化も考慮して、最終的に、との改

善タイプによりどのくらいの家賃上昇を引き起こすかと言う点、それによって家賃支払い

は可能がどうかと言う点、これら全てを判断し、自らの選択により平面的改善を検討する。

住宅改善事業に関しては、設備水準の達成等で強制的手段で水t棋の底上げをしながらも、

一方では、家賃上昇との兼ね合いで平面的改善について住民の自由裁虫を大きくし、事業

の中で「柔軟性」と「拘束性」を状況により使い分け、弾力のある事業展開をしている。

2)設備面では鼠低居住水準NMIIの若本的項目と照合して欠如している項目の補完が見られ、

建設当初から10年経過した段階で誕生した最低居住水準NMIIを参考指標として、その最低居

住水準NMII達成が目標として最低限あったことが明らかにされた。しかし、これによってわ

かることは、修正床面積の算定に関わる項目であるという範囲の限界性がある。また、原

状まで建物状況を回復させていく「大規模修繕」に対してより新しい設6111等を付加してい

く「改良」の慨念が住宅改善には含まれているが、特にその改良の部分に関してはとのよ

うな基準に従って実施されているか修正床面杭表からフォローすることは、不可能である。

これについては、現場と密着した5.3. 4の住宅改善事業の工事細目の分析

を考察していくことで別の観点から住宅改善事業の分析を補っていきたい。

5.3ι 住宅改善tJ(;J症の工事制l目の分析

「住宅改善事業J (附habi1 i lalion)は、 「大規模修繕J(Grosse Reparalion)と「改

良J(Am釘 ioral ion)を併せた事業であると解釈されている。 i住宅改善事業」の特徴は、

単に、建物状況をt主役時の原状に回復させる「大規模修繕」に加えて、今目的ニーズに答

え、建設時よりもより高い水海まで建物価値を高めていく「改良」を取入れ、総体として
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より高い居住水準の確保を実現してL、く方法である。 i住宅改善事業」が 「大規模修繕」

と「改良Jをいかに組合せ、居住水準の向上を実現しているのかを実際の住宅改善事業の

工事細目の分析を通して行っていきたい。表5.10、表5.11は、ショワジー・オルリ一団I由

に於ける工事細目を事業主体であるOPACの技術責任者 (OPACのAnlenned' HVS)、及び工事

情負会社の工事責任者からの資料、インタピ斗一、及び現場の視察をもとにまとめたもの

である。 まず、表を左から見ていくと、 「工事内容」は、工事箇所と工事項目で捉え、

続いてその工事が内装関係なのか、設備関係なのかといった「工事分類」、そしてその工

事が大規模修繕に該当するものか改良に該当するものかの「工事区分J、そして最後にど

この街区で実施されたものかを示している。

ここで「工事区分Jに着目すると、 「大規模修繕Jに該当するものが28項目、 「改良」

に該当するものが36項目挙げられている。 i大規模修繕」について見ると「設備の交換」

と「騎体の補修」に大別される。 i設備の交換」に入る項目としてはは、蛇口・流し台

U字管等の交換、浴槽の交換、壁面の幅木の交換なとがあり、 「個体の州修」には、屋根

の断熱工事(グラスウール断熱)、切り委壁の断熱工事なとがある。住宅改善事業が建設

された当初までの水準に戻すという、原状への回復だけを意味していないことは、原状回

復を目的とした「大規模修繕J28項目に加え、 「改良」が36項目あることに示されている。

つまり、 「住宅改善事業」の特徴を、従来の団地の維持 ・管理で周期的に実施する「大規

佼修繕事業Jと比較すると、より高い水準まで建築的価値を高める「改良」項目の比重が

半分以上と、際だって高いことがわかる。

「住宅改善事業」の特徴と言えるものが、従来の「大規模修繕Jに加えた「改良Jの項

目の付加にあるという前提のもとに、 「改良Jの項目の分析を試みたのが次の表5.12の改

良工事の工事細目 I、表5.13改良工事の工事細目 2である。左から改良項目、改良内容、

そして工事区分と工事目的となっている。工事区分では、 A 新設備の付加(新しい機能、

設備を付加したもの)、 B 問機能高水準(問機能、同設備であるが、品質及び性能を高め

たもの)、 C 小工事(小部品の設ii.'i:やその他の簡易工事)、 D 設計変更、の 4分類を設

け、その改良工事を7イプ5]1)に分類し、改良の内容の傾向を見ていった。

工事項目 64項目中、 36項目が「改良Jであったが、その内訳を、 「工事区分Jで見てい

くと、 A 新設備の付加、 13項目、日間設備高性能、 11項目、 c小工事、 4項目、 D 設計

変更、 8項目という結果になっている。 A 新設備の付加、日間設備高性能併せて24項目で、

新規、既存併せての「設備面」での改善に関するものが改良工事の2/3で以上を占めている

ことが着目される。 50年代、 60年代に建設された建物の設備水機は、低コストで大量に建

設された当初のままで放置されてきたが、 20年-30年経過した現在、住宅改善事業によっ

て今目的住ニーズに合った設備を付加したり 、同機能を持ちながらより高い性能、品質を

備えたものと交燥することによって、設備水準の遅れをとりもとしている実態が示されて

いる。
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区

分

表 5.10 住宅改善事業の工事細目の分類 No. 1 

Vヨ耳~
千ij""i草 分じ 頴 IU目別!Ii

11ifilljillip|| 体::|;|:工事

箇所
工事項目

g 

l|蛇口涼し台 U宇宥等、老沼度により交換

2|涜し上部、壁臨袋、タイル貼り 仁
3給湯器rT;設置

41 tiス安全弁の設置

g 

g I 11"〆ツ 1"'''1'''-'1-'，

a 

all'"十グ中 ;..，+〆s

斗」王私|台 所 151ラジエーターの設置

g 
。品1""，1〆."~ 

g 1 11'ι;-~ I /.~ "I .; .h l 

61扉下部アンダーカット a 

91配締の埋設 g 

的

101波面台‘ 便器、老何度により交挽 g 

g W， c， 1111壁面皐装 ト

1211揮下部アンダーカ yト a 

gl 日 1 f万tげ
1JI蛇口 U宇有正老何度により交換 g 

i

i

坊

鵡

一
誼

一
軒

町

一
の

一
機

淵
一
湖
一
蹴

all.p'，I，I." 

仁 a 

浴室内 1171シャワーの設置

空

当主a 

161治僧上部決面台上部壁面タイル貼り g 

g 191決面台上納耳府鵠d旭

川厩下部アンダーカ yト

21 配電盤の交挽

22 アース配線

a 

a 

2JIインターホンの設置 ヰ平じjJiii;
241玄関廊交換(-Iij1，扉)

玄関室

問

251玄関廓まわり防食ゴム トー a 

261配続的埋設 トー ..， t~. " t ， .. .t .. ，;， 

" 
2711壁面幅木町交換 g 

261呼び鈴 g 

居 問
291吸気附誼 VMC

301扉下部アンダ-11'γ ト

J11外まわり建具刻賞、塗装

トー

月
g 

一 般 1J21 PVCプラインド設置(木製-) ~. ，・a 

JJI，監tiラス交挽(→厚8mm)
叫斗ニμヰニニ
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表 5.11 住宅改善事業の工事細目の分類 No. 2 

工 再3 ~ 升尋S 1町 区耳革王 1'"弓 og: 
盟邑

t! PIL. 左内部 左外部 電給排 換給空 裡iそ 。
区 AIP AIN 
工事 官辺 官具建 気水気渇調 生 。

工 事 項 目 具 の 錨 PIP 
簡所 塗 塗 設設 設設 設設 修 A 

分 サ サ 体 flilfli flilfli 
装 y装ッ 備備 備備 備備 他 縛良
ン ユ〆 区区 区区

J4 階段(蹴上げ縫台)交換 卜一 a '瓦'I'N

J5 中心司望的設置 トー a ATN 

J6 縞木腰板部分タイJレ貼り(圧着ユニ yト) g 
;.. I /. ~ • .." 

J7 楓械室及び地下室扉の謝貴 ト all'0 <<分.." ""・
階段 室

ト同 :~;:) s:;;:It'1 公 J6 壁天井の塗装 g 

J9 昭明器具の交煉 g "%;:司-王J〆ぷ

40 外まわり建具交蹟塗装 ト ト時 g 物宅援 #~，グ."

41 床仕上げ ト g "''''Y'''-'，' "'''''''' 
.......... ""'" 

42 ホール会総疑問画の霊ヨ臣 a 

4J 自転車置き埼の新設 a 

全土、 44 ダストyュート ゴミ置き場の改善 a 
".，.，，，，，，.，，， 

，."，.，メ"・・"・

45 共用扉(オートドアー共同玄関機)の設置 a ぬ ，/.; .~ /". ，，'戸
46集合郵便受けの封貢 トー a ツ P "".'1'"''1''' 

エントランス 47 伝言板の設置 ヤー a 完名 場F宍"""・
. ~" 

46 叩月持具の到担 g 
J説'"，'.1. I'....!.ン"

刊すのこ 卜ー g 
..，"i/.y，;-:-，_，_ .."'...."" 

空 50 壁天井塗装 g 
.，....... .. "."..， 
9・....... .....' 

51 タイル貼り.床仕上げ g 

52 エレベーター支燥 トー a 瓦 N

5J 屋上排気憾の刻盟 トー a '~'/ 1'~:" 't ... 

54 断抽工事(グラスウール断熱) a ..，.，，，， .."戸?"屋 恨
55 防水工事(アスフアルト防水) トー al!'''. ' ~ r 1'/~" t" ・

間 56 屋線組み、笠で垂直方向に分断{防火) E a "ゲ "'''1'<''

57!'カレコニ一手抱の賠喜し及び塗装 g AIN 

壁面その他 四切要竪町新剖エ事 トー a . "..."， .""..・ 4・

59 壁面の防水工事 トー a 1I".'t，，'t'..' 

印空間の小分割fヒ a 

61 照HJ措E具の交換 トー g 

地下室 62 通路部分の壁面F主装 トー g 
....1.'" ."... 

6J 扉の苅担(→金民性) a 11.;;， (;".1.. ・"

64廃止 a U.p 
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表 5.12 I改良 J工事の工事内容、工事区分、工事白的 No. 1 
表 5.13 I改良 J工事の工事内容、工事区分、工事目的 No・ 2

1工 事区分 |工 事目的
工工

AIB CID アイ ウエ

事事 新同 小訟 経安 快蕃

l 改良項目 改 良 内 自廿 懐慨 工計 済全 適美

節 NO 能能 事変 住性 性性
の高 更

所 付性
加能

3 給湯器の設置 改曹事業以降、給湯器の設置に関しては、入居者てなくOPAC側

工 事区 分 工事目的工工

AIB CID アイ ウエ事事
新同 小設 経安 快審2 改良項目 改 良 内 をーす 樋Il'l工計 演全 適美節 NO
能能 事変 性性 位性
円高 吏所
付性
加能

の責務とする.

台
船場初設置に伴い‘ガス漏れ助止対策として、 ti;t..の安全弁を設

・・ーーーー:ー
4 ガスの安全弁の設置

置する.

所 5 ラジエーターの設置 居住水準町大きな指僚である集中暖房とつながるラジエーターを新 'ー・・・.ー

34 階段アレキャストコンク 改曹前は、階段批上げ部分がなかったので、物カf落ちたり 管理
・...ー.ー....・・・‘ -階 リートと交換 清怖が回灘であった.プレキャストになり、これらカモ宣誓された. .. 

35 中4壁の設置 階段7レキャストコンクリートとの支煩に伴い、階段中心部に中心
‘・-・・・・ .“ ・6・・. 段 壁を設ける.

たに設置する.
私
8扉下部アンダーカ yト 居室と居室悶の通気を確保する為、各扉下舗をアンダーカ yトする ・・・...・， 

.磁気孔刊に強制排気機の設置により、換気能力を上げる.

、γ12 扉下部アンダーカァト 向上 -・

...， ・・・
37 機械室内扉交畑 延績の危魚住を考慮し、僚械室町扉を耐え性能を備えた廊と交換す

・..・:室 {→耐火扉} る.
a・: ・ー
a・.ー， 

公 42 ホール全悼の設計量:lI! エントランス部分的意匠計画を即断し、緩しみのある空間制りを実 -・.・.. 
-・.・コこ 現する.Ili区'"に専門の建築家に担当させ1耳区独自の個性を演出. 4・・ :・ ‘ 

c 

151i.話槽の設置 抽室は、 最低居住水準d漁件である.浴室内、ンャワーから治槽に ...ー....
に替え、快適性を高めている. . ・・ .・ .・ ・

マ昔

0・0

的 16 涜溢機置き場 従徹来受、ベランダに置いてあったが、浴室内に防水加工を胞した坑濯
けを設け、室内て甘tiliカ可能となった.漏官目的止工事ι完了.

室 17 シャワーの設置 従来、浴槽が確保されていた街区に於て、新たにシャワーを設置し . ・・ー.‘ー.. ・.. ‘ 
+α槻能を~，鎗に確保する . ・・.・“ • 

2日廊下部アンダーカ yト 強制緋気機につ換気ながを軍る排保気すRるJi'浴室にある為、扉下部をアンダーカ
ー・・.. ・・.. ット1.-.室内

空 21 配電盤司お貫 一戸当りの電気内容量を上げ.それに伴い配電怨む新しも、ものと交
検する. -・・.ー.. 

十三"
23 インターホンの設置 防m民放省点、らインターホンの設置し、訪fロ宇昔の砲誌をする.オー ・.・・.. ‘ ・・・ ・

トドア(自動玄関偲)との併用て守'lIf性をさらに上げている. :::;: ::: ~ 
関
24 却概刻担←面以扉) 階段重からの延焼を想定し 主関扉を耐火性のものと交検する.

・・ ー
43 自転車置き場内新設 階段室出入口部分.地下室に置いてあったのを、エントランス部分
ン の設計宮支の中に組A込みエントランスと一体化した空間を1'1設.

44 ダストンユート ごみ置 ダストシュートのこ."受けにワゴン壬採用.こ'み収集作業を容品に

・・・ 0

ト き均 する為ごみ置き場の天井高壬上げる.エントランスと→判ヒ.

45 共用扉(オートドア共 階段室毎に共用廓を設置.一殻住宅で普及している暗唱コード付き
ラ 同玄関機) 共同玄関楓を使用し人的出入りをチェッ7.防犯的機能を巣たす.

共 46集合郵便受け パンダリズム等て市匂IW>郵便受けの鍋傷が大きく、また法緩む発生
ン していた.容量が大きく鍵のかかるιのを新に設置する.
47 伝言板 従来は、 OPAC等からの伝言は、副長玄関室の壁面に貼られてい .・・.... ー: ・
ス たが、伝言板の設置により、保存校況も良くなり又注目度ι上昇. ... 

52 エレベーターの交換 特に高層慎て'の混維回避の晶、高速度、高容量のものと交挽.速度 ・・ー町・ーー

0.60/，のιのから1.0・/，のιのへ認重. ・-・.・・6・

53 屋上共用排気憎の交換 吸気孔V配の設置、室内聴のアンダーカットと同時に強創俳気慨を
設置し一迫の通気経路を確保し、換気システムの向上を計る. r;::: ・・

-・ー・・・・
室
25 玄関扉周り防食ゴムの取 陪段室からの級音防止の為、玄関扉周りに防食ゴムを取り付け、室

問 り付け 内町f;械を確保する. .・ ‘ 

29 吸気孔の設置 (VMC)
... 

居と#強nの制窓排気枠上憾部の設に吸置気と孔共にを取り付け、居室扉下部のアンダーカット ‘・‘ 
居 、室内の換気を硲保する. 4・‘

間叩 扉下部アンダーカ yト 居室と居室町通気を確保する為、各廊下部をアンダーカ yトする.
吸気孔四c.強制排気機の設置により換気能力壬高める. ' ・.・ー.. 

321 PVCブラインドの設置 窓の外側て制I羽させる木製ブラインド仕E司をPVC製と交換.
居 (木製→) 耐久性防犯性などの面で尉1ている. .. .. 
室 33 窓ガラス町交換(-厚B 当由也引封切'11こ騒音対東カ法要.飛行機的経発着訓話勧止の為
圃} 、特別に、 開口部に8・の厚ガラスを使用し、対応している. .. ・.. ・・.. ・

ー-・・・ ・
空虚 54 断品工事(グラスウーJレ 高性能の断熱材(グラスウール系)を使用し、建物の断熱効果を高

断熱) め‘ひいては3臼常Tの軽減に努める.
-・-・・

55 防水工事(アスフアルト F主恩恨なので‘特に防水工事は、担体保護の為にも"，~fi.
. ・.. ‘ ・町b・. 恨 防水)
-・.・ ・

56 厘恨組λ 防見直で垂直 屋恨組みの中を垂直方向に分断し‘防大壁を透る.これにより水平 ・，・・
方向に介断(防止) 方向への延焼を防止する. (防火機能)

司‘.・・6・ーー・

58 切り婆壁の断抽工事 切り事監の断熱材を高性能(グラスウール系)のιのと刻賞する.
H 

笠
・.. 

外壁防水加工として.リシン吹き付けを行う.間面 57 壁面次戦木工事
-・・. ・・.・-・: ー6・
' ーー

60 空間の'1'*1'1化 地下室内，~f'l用を効賠怜ιのにする.間仕切り里壬使用し、 r 
地 事戸l小室Jを実現する. ・

下回 廓の交憤(→耐火扉) 延焼防止の為特に扉jj:酎火性のものと交換する.
-ー.. 
ー4・-・・・・室

64 廃止 lli区によっては、地下室町風止を行った.地下室への出入りが自由 ... 
て'あった為.麻事、アルコール等の犯罪の溢床となる危放性がある
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表 5.14 工事分類月11 改善補助金支給状況

次に、住宅改善事業は多様なファククーを追求するリニュー 71レ行為であるという前慢

に立って、個々の工事が、居住に関するどのファヲターの向上を狙ったものであるのかに

ついて分類したのが、表 5.10、表5.11改良工事の工事細目中、右の「工事目的」別の4

分類 (7経済性、イ安全性、ゥ快適性、エ審美性)である。フランスで、単独でも実

施可能な住宅改善事業が団地更新事業 DSQの中に位置つけられているという事実は、住

宅改善事業を必要としている妥因が住宅の老朽化という物的要因のみによらないことを示

唆している。伊iえば、現在の住宅改善事業は、コミュニティーの荒廃、パンダリズム、ソ

-yヤルミ yクス、入居者属性から分類されるグループ固有の問題等、 「社会的課題」に

対しでもその「物的手法」によって積極的に対処していくという側面を俄えている。また、

住宅改善から派生してくる家賃と光熱費の上昇に対して入居者負担をL、かにフォローして

いくかといった、入居者保護の鋭点から見た経済的課題が存在する。こうした「ソフト」

な課題に対しでもやはり、 「物的手法」によって解決していくという役割を担っている。

このように多様なニーズに対応して誕生した団地更新事業DSQの中の住宅改善事業であ

るが、個々の工事がとのファク 7ーを求める為のものであるのかということで、工事目的

別の4分類を行った。まず表から、 7 経済性に関するもの4、イ安全性に関するもの14、

ウ快適性に関するもの25、エ審美1生に関するもの3となっており、工事細自のみから判断

すると、改良工事では、大規模修繕では不可能な、より高水準の安全性、快適性を狙った

もの、そして特に安全性、快適性を狙った「設備面」での工事が他のものと比較して数が]

に優位であることがわかる。続いて、 4つのファククーがどのような理由から要求され、

又いかに対応したかを、ファクター別に実例を取り上げながら考察した。

工事NO 補助金支給額 z 
10 2471. 080 59. 98 

20 113. 463 2. 75 

30 530.187 12. 87 

40 158. 524 3. 85 

50 152. 191 3. 69 

60 514.334 12.48 

70 34. 740 O. 84 

99 145. 486 3. 53 

合計 4120. 005 100 

工事NO.l0ー省エネ工事
工事NO.20ー防音工事
工事NO.30ー住戸内改善
工事NO.40ー暖房工事
工事NO.50一発用空間の空間改善
工警NO.60-Q車体工事、建具、配管工事
工事NO.70 ー外，~工事
工事NO.99ーその他
注)補助金PALULOS-FSGTにより行われた改
善工事を扱っている。 (1981-1985)
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ちなみに、住宅改善事業にどのようなファクターを求めるかについて HLM住宅の入居

者の立場からの要求をまとめたアンケート調査が出ている。これは、建設省の縫設局の依

頼に基っき調査機関である Institutde Sondage Louis Uarrisが、1985年 IILM住宅居住

者1000人を対象に行ったものである。当機関が用意した改普希望項目10項目中、次

ファクター 1 {経済性}

経済1生を目的としたものとは、住居資負担、特に、光熱費の支出の節約に関する工事を

指している。屋恨の断熱工事、切り委笠の断基j，工事等がそれに該当する。又、一部の街区

では、新熱供給ゾステム(t血熱利用)を開発した。このように、住宅改善事業の枠内で工

事を行い、一時的には多額の投資を要することになるが、長期的には居住者の光熱自負担

の軽減のつながり、居住者の保護の視点が見られる。住宅改善事業の事業資の内訳を、使

途別に見たのが表 5.14工事項目5)11補助金支出状況である。現場からの工事細目の分析で

はわからなかったが、補助金の内訳で見ると、 59.98%と半分以上が省エネ工事に'l'Iやされ

ており、住宅改善で経済的姿紫を重要視していることが着目される。
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ちなみに、住宅改善事業にどのようなファクターを求めるかについて、 HLM住宅の入居者

の立場からの要求をまとめたアンケート調査が出ている。これは、建設省の建設局の以来

に基づき調査期間であるInstitutde Sondage Louis Harrisが、 1985年IILM住宅居住者100

0人を対象に行なったものである。当機関が用意した改善希望項目 10項目中、次の 4項目が

上位項目として挙げられた。

1位光熱望l軽減の為の省エネ工事 (68%)

2位防音工事 (64%)

3位安全性確保の為の各種工事 (63%)

4位建物のエントランスホーノレの改善 (55%)

この結果からフランスでは国や事業を実施する住宅供給主体HLMのみならず、入居者

の立場からも光熱費軽減の為の省エネ工事を最優先の項目として認識している点が着目さ

れる。

ここで、日仏の住居関連白の認識の違いについて見ていきたい。まず、光熱費の認識の

迷いがある。フランスでは、居住に関連した支出を住居関iiliDlとすると、住居関iill'CI=A.

家賃+8光熱'CIの全体という観念が公的住宅に於いては定着している。日本では、例えば

公営住宅の家賃が云々と言われるが、光熱費の支出に関しては個人ベースの消'1!I'O.目であ

り、住宅供給主体側が公営住宅の入居者の光熱貨を住居関連貨の一部、住居関連費=A家

賃+B光熱'CIとして促えたり、光熱費を工事によりコントロールするようなことは一般的

でない。しかしフランスに於いては、光熱費に関しては、住宅の物的管理状況のいかんで

入居者が負う額が決定されてしまう、よって住宅供給主体は光熱費を最低に設定するかた

ちで、建物管理を行う義務がある、という議論がなされる。

HLMの業務の一つに家賃(loyer)の徴収がある。同時に、光熱白 (charge)の徴収も、

I-ILMの貨務で、個人から光熱貨を集め、団地毎に一括して水道局なり電力会社等に納め

るという γ ステムをとっている。これにより l世帯の住居関iili'1!lを把復できる。 ii家賃、

光熱費、住居関述賀、収入、家族数等の正確な把握をし、住宅手当算出の根拠にする。(

1977年に開始された住宅政策の一環としての住宅手当を指す。)等の点が可能になる。住

居関連主主の管理の責務が住宅手当を支給する家族手当金庫と連絡機関でもある住宅供給主

体HLMにあり、その点からも住宅改善事業の中で光熱釘軽減の為の工事が施策的に重要

視され、予算面で総額の半分を占めていることが説明づけられる。(住居関連支出の詳細

に関しては後の6訟で扱う。)

ファクター 2{安全性}

安全性については、建物の建築的安全性と、団地レベノレの、コミュニティーの治安面か

らの安全性とを考;(:.きすることができる。建築的な側面からの安全性の確保とは、例えば、

ガスの安全弁の設置や洗濯機置き場の漏電防止工事等に代表される。文、コミュニティー
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の治安面からの安全性を確保するものとしては、インターホンの設置や共用扉(オー トド

7 ・共同玄関機)の設置、地下室の廃止等が挙げられる。インターホンの設置や共同扉等

は、周期的に実施する大規模修繕にはない為、設備付加等のある「改良」を含めた住宅改

善事業で初めて問題への対応が可能となった事例である。

地下室の廃止は、地下室に各戸の物置があり、出入りが自由であった為、麻薬、アルコ

ール、パンダリズム等の問題が発生していた。対策として地下室の出入り口の完全封鎖を

行った。インターホンの設置や共用扉(オートド7 ・共同玄関機)の設置等も、治安対策

の一環である。従来入居者以外の出入りが自由であった為階段室が死角となり、パンダリ

ズム、窃盗、暴行事件が団地内で発生していた。こうした状況に対しては、暗唱コード付

きの共同玄関機の利用により、入居者の他は、出入りを特定化することで対応している。

オープンで絶えず監視の自があるパブリ y ク空間に対し、管理上の死角がでやすいセミパ

ブリ y ク空間の安全性を確保することがを団地管理の重要課題となっている。またここで

状況を複雑化しているのが、事件との関係が小数の任意の人でなく、不特定多数の住民で

あるという問題である。コニュニティーの治安面からの安全性は、団地の住民属性や団地

の置かれている独自の状況等も含めた社会的要因との関わりで計画される必要があり、又

改善項目のマエュアノレ化は難しく個々の状況に即した対策が要求される。

ファクタ -3 (快適性}

快適性の追求は、工事目的の分類で、快適性をめぎしたものが他の項目との比較で多い点

に示されているとおり、住宅改善事業に於いては、重要視されている一般的課題である。

特に公的大規模団地が建設された50年代、 60年代は低コス ト、 工期の短縮化等の条件下で

建設が行われ住宅の水単は、今回、求められている水準と来離したものである。また、居

住水準に関して この問、 1967年に、最低居住水準NH M (Norme Habi tat Minimal)が設定

された。快適さの 3大要紫、wc、浴室、セント ラル ヒーティングの設置が必要最低条件

とされた。そして、この改善事業を可能としている改善に対する術助金交付に関しては

一定の居住水準(設備水準、居住面積)の確保が条件になってる。このように、現時点で

は、改善事業の快適性の追求lこ関 しては、建設当初と異なり指標が与えられた ことになる。

改良項目に着目してみると 、36項目中、24項目(重複あり)が快適性を目的とした工事

であることがわかる。快適性の実現は、主として設備の付加、同設備高性能化によりなさ

れている。

伊|えば、新規に換気システムが導入されている。(表5.9，、 5.10、改良工事の工事細目

工事NO.8，12，20，29，30，53参照) 1)吸気孔VMC(Venti lation MecaniQue Controlee)の

設置、2)扉下部のアンダーカ y ト、3)排気孔の設置、4)屋上の強制l換気機の設置から成る

ー速の換気システムである。居室関口部上部に吸気孔から取り入れられた空気は、各部屋

扉下部アンダーカ y トにより、各部屋を周り、愚i査に排気孔のある トイレへと流れる。そ
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して排気孔から屋上に設けられた強制換気機によって屋外に排気される。関口部を開けず

常時換気が確保されるという新しい快適性をめざした改良工事である。

ファ クタ ー 4 {審美性}

住宅改善に於いて、審美↑生を実現していくことは、重要な要素の一つである。大規模団

地は、日本の30年代、日本住宅公団発足当初の公団住宅の、単調で画一的デザインと酷似

している。単調なデザインに加え、建物の老朽化、パンダリズムによる人為的な建物の損

傷が見られる。住宅改善事業現場事務所Antenned'HVSのPierreau Pretre街区の技術担

当者ロラン氏は「入居者は、住宅に『人を呼べる家』を求めていた。 E島惑な環境iこ住んで

いるという意識がさらに、住民のコミュニティーへの帰属意識を希薄なものにし、気持ち

を荒廃させていた。 Jと述べている。

住宅改善事業の計画の中で考慮された点は、住環境の中に審美性、芸術的要紫や個性

を創造していくと言う点であった。 OPACde Val-de-Marneでは、住宅改善事業のなかで章一

匠計画を重視し、コンペを実施し各街区の意匠担当のアトリエ、設計事務所(4)を選定して

いる。住宅改善事業では、設備面等では、2基準達成の規範があり街区毎の独自性が生じる

余地がないが、意匠計画に於いては特に玄関ホ ル、階段室の設計に特徴をもたせ、街区

の「顔」を創造している。例えば、Pierreau Pretre街区では、階段室を台所の拡張工事

と同時に計画し、建物南面lこ張り出させたものがある。 Avuateur街区に於いては、階段室

とロジアを一体的に建物前面に張り出させているがこれら空間的改善は機能と美の両方を

確保する為の作業である。住宅改善の中の空間改善は、コミュニティ ーの抱える社会的課

題に対して物的手法で対応していこうとする例である。意匠設計をした設計事務所 BRES+

MARJOLLEの担当者は空間改善に対しての考えを明かにしている。 Iショワシー・オルリ一

団地の空間改善で玄関室の設計は街区の個性を創出するということで極めて意味のある仕

事として我々は受け止めている。我々のデザインも HLMの居住者が賛成し、好意を持っ

てくれるものでなければならな L、。住民との会合を開き、コンセプトを形に変えていく。

個々の要望を聞き最後的に我々設計者側は、Aviateur、Navigateur、LOPOFA. LEN、Pierr

e au Pretre街区で、それぞれ111イプ、7タイプ、41イプ、 61イプを用意し採用するこ

とになった。設計という物的な解決手法ですが、できる限り個別解で対応していきたいの

です。 」

【考察】

修正床面積による居住水準の把握の是非について、特に修正床面積の設備修正床面積尾

について検討したい。まず、設備修正床面積で設備としてカウントしているものは、l給

水、2給湯、3.W. C、4風呂、5シャワ 一、6洗面所、7ピデ、 8.暖房、9電気、 10ガス 、

11ダスト ユノュート、 12エレベータ一、 13テレビアンテナ、 14地下室 ・物置きといった
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図 5.13 玄関ホールの改善の一例(1階部分のみ前面に張り出し)
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項目で、これらはその住宅の居住水準の指標となるべきものというよりも、現在の水準か

ら考慮すれば住宅として機能する為、本来どの住宅も備えていなければならない最低条件

である。最低条件であるとすれば、住宅固有の水準を表す指標としては適当ではない。実

際、住宅改善事業を工事紐l自のほうから促えると、次のようなことが言える。 r住宅改善」
は「大規模修繕J+ r改良」である点について触れたが、この 「改良」に該当する項目が
全工事項目 64中36項目あり、改良36項目中設備関係のものが、 A 新設備の付加、日問機

能高水準化(問機能、同設備であるが、品質及び性能を高めたもの)併せて24で、改良工

事の2/3にあたるものであったロ改良工事により、実際には設耐ff水準が上がっている。住宅

改善事業の「改良」の部分により、強制l換気VMC、インタードンの設置や共用扉(オートド

7 ・共同玄関機)、玄関扉まわり防震ゴム等今目的水準に合った項目が設けられており、

こうした項目が{設備}修正床面積ではカウン卜されておらず、現在の{設備}修正床面

積の羽目設定では実際の居住水準を反映していない点が問題として挙げられる。 r改良」
により付加された設備項目等を新たに加えて設備項目を再策定し、実際の居住水準に忠実

な指標として、修正床面積の{設備}修正床面積が評価されるよう考慮すべきである。

5-41 


